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特 集 Ⅰ

長期的人口減少と大国際人口移動時代における

将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究

特集によせて

小 池 司 朗

今回特集する厚生労働科学研究費補助金（政策科学推進研究事業）「長期的人口減少と

大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」

（令和2～4年度，研究代表者：小池司朗）は，新たなフェーズに入ったと考えられる国

際人口移動をはじめ，出生・死亡・国内人口移動の短期的・長期的傾向を的確に把握して

分析するとともに，国立社会保障・人口問題研究所(社人研)が実施する人口・世帯の将来

推計の精度向上および推計手法の方法論的発展およびその応用に関する研究を行うことを

目的として遂行された．本厚労科研は，「人口減少期に対応した人口・世帯の動向分析と

次世代将来推計システムに関する総合的研究」（平成26～28年度，研究代表者：石井太），

「国際的・地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対応した人口分析・将来推計と

その応用に関する研究」（平成29年～令和元年度，研究代表者：石井太（令和元年度のみ

小池司朗））に続くプロジェクトであり，各時期における社会情勢や人口動態の趨勢等に

合わせて主体とするテーマを変化させてきた．以下，本号に掲載する2論文について簡単

に紹介する．

岩澤・鈴木論文では，市区町村別の出生力，および出生力を分解して得られる結婚力と

夫婦出生力を従属変数としたモデルを推定するとともに，クラスター分析を用いることに

よって地域特性がもたらす文脈効果の有無が検証されている．結婚力，夫婦出生力それぞ

れに対して正の関係を示す説明変数が明らかにされているが，とくに興味深いのは，地域

によって説明変数の符号が異なるケースが多く観察されたという点である．すなわち，地

域文脈によって効果のある対策は異なる可能性が高く，全国的な分析からは有効と考えら

れた施策が地域によっては逆効果となる場合もあることを示唆している．これは，本論文

における地域横断的な分析によって得られた重要な知見であり，今後地域別の少子化対策

を講じていくうえでも不可欠な論点となるだろう．

わが国の介護サービス利用は，居宅介護を中心に利用が大きく増えているが，介護ニー

ズがすべて満たされているわけではなく，同居家族が介護を担うことも多い．小島論文で

は，家計の介護費用と家族介護の負担がともに多くなる要因を検討するため，厚生労働省

「国民生活基礎調査」（2016年）を用い，要介護高齢者のための介護費用と家族が担う介護
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の双方の負担を増やす要因が特定されており，個票データを活用した分析ならではの貴重

な知見が得られている．同時に，本論文の考察に今後の課題として記されているように，

介護サービス利用と家族介護との関係には地域差が存在することが考えられる．「日本の

地域別将来推計人口（令和5年推計）」による推計結果からも，将来の高齢者人口の推移

は地域によって多様であることが示されており，地域性を考慮した分析の深化が期待され

る．

次号以降においても本特集の論文掲載が予定されており，併せてご一読いただければ幸

いである．

さて，本プロジェクトが開始されたのは2020年4月であるが，ちょうど同じ時期に新型

コロナウイルス感染症流行に伴い政府から1回目の緊急事態宣言が発令され，その後長期

間にわたり，わが国のみならず全世界的に同感染症の拡大が継続したことは周知の事実で

ある．コロナ禍の影響を受け，わが国においても人口動態は大きく変化した．とりわけ国

際人口移動に関しては，水際対策の強化等により大幅な増加基調であった傾向が一変し，

一時は出入国ともにゼロに近い水準で推移するという異常な事態となった．国際人口移動

の活発化に焦点を当てた分析を主体に据える本プロジェクトの計画は，結果的に方針転換

を余儀なくされ，コロナ禍に伴う人口動態の変化に関する分析等についても部分的に取り

組まれることとなった．しかしながら，データはまだ十分に蓄積されておらず分析も道半

ばの状態であるため，本年度より，ポストコロナ期の人口動態について制度的・国際的・

歴史的な観点から見通すことを主目的とする厚生労働科学研究費補助金（政策科学推進研

究事業）「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究」（令和5

～7年度，研究代表者：小池司朗）を立ち上げ，既に各種の分析に取りかかっているとこ

ろである．
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特 集 Ⅰ

長期的人口減少と大国際人口移動時代における

将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究

人口・子育て環境の地域性と出生力

岩澤美帆・鈴木貴士

I．背景

諸外国では，様々な形で子育て支援策が講じられているが，とりわけ少子化が深刻で人

口減少に結びついている国においては，どのような子育て支援策が出生促進に結びつくの

かが，大きな政策的関心事となっている．それに応えるべく，学術領域でも数多くの調査

研究が蓄積されてきた．総じて，出生力に影響を与える要因の特定，とりわけ政策効果を

―3―

本研究では，市区町村マクロデータを用いて，当該地域の人口レジームと子育て環境に関する特

徴と出生力との関係を調べた．その際，総合的な合計出生率だけなく，合計出生率に対する当該地

域の結婚力効果や夫婦出生力効果を別途推定し，それらを従属変数にしたモデルも推定した．また

クラスター分析により，市区町村を似たような地域特性によって分類し，地域特性がもたらす文脈

効果の有無も検証した．

9つのクラスターごとに出生力指標を見てみると，結婚力も夫婦出生力も高い「4地方沿岸」，

夫婦出生力が高い「9西日本／北東北・過疎」，平均的な「3東北日本海・共働き」，結婚力のみ高

い「2南東北・親族保育」「8市部近郊」，夫婦出生力のみやや高い「6東山・WLB」，夫婦出生力

が低い「1北海道」「7市部・子育て優先」，そして，結婚力も夫婦出生力も低い「5区部・主婦／

キャリア」との結果を得た．

結婚力効果と正の関係を示したのは，通学や通勤に基づく人口流入超過率，女性休業割合（育休

代理変数），保育所利用割合などであった．また夫婦出生力効果指数と正の関係を示したのは，女

性の就業時間，保育所利用割合，待機児童率であり，女性の労働力率，平均所得，男性就業時間と

は負の関係を示した．そしてこれらの関係は地域特性により異なっており，妻の家計補助的就業や

平均所得，男性の就業時間，保育所利用割合と結婚力効果との関係を示す符号は地域によっては逆

転していた．

全国的に，どのような地域特性が結婚や出産を促しうるかが示されたと同時に，地域特性によっ

て出生に影響を与える条件が異なる可能性が示された．こうした地域に限定した場合に鍵となる条

件にも着目し，政策導入に生かしていくことが有効であると示唆される．

キーワード：合計特殊出生率，市区町村，結婚力，夫婦出生力，子育て環境



把握することは難しいが，主に経済学分野においては，ミクロモデルの精緻化やパネルデー

タの活用によって，因果関係を特定する試みが進んでいる（山口 2009,樋口ほか 2016）．

一方で，ミクロモデル分析という枠組みでは，政策介入の効果を十分に捉えきれないとの

指摘もある．家族政策と出生力の関係に詳しいTh・venonは，政策は個別の政策が加算

的に影響するというより，いくつかの政策が組み合わさって出生行動に影響することや，

組み合わせ方の違いでも影響が異なること，そしてその社会の歴史や文化など，コンテク

スト（文脈）によっても影響が異なることを指摘する（Th・venon2016）．例えばRindfuss

らは，分析に用いた国における出生力の違いを説明する重要な文脈として，政府の金銭的

子育て支援以外に，労働市場の柔軟性や結婚と出産の結びつきの度合い，ジェンダー平等

の達成度，教育システム，住宅市場が重要であることに着目している（Rindfussand

Choe2016）．このような指摘は，どのような対策が子育て負担を緩和し出生行動を促進

する効果をもたらすかを理解するためには，その個人が直接的にうける刺激だけでなく，

その個人をとりまく社会環境についても関心を寄せる必要があることを示唆する．そこで，

本研究では，地域特性が同質な地域ごとに人口状況や子育て環境に関わる変数で出生力を

説明するモデルを推定し，その結果が，対象とした地域ごとにどのように異なるかを観察

することで，地域の文脈の効果を確認し，違いをもたらす地域特性を解釈することを試み

る．

こうした問題関心は，実は2010年代後半以降の日本の子育て支援策の議論とも親和性が

高い．2014年の日本創成会議（日本生産性本部）による「成長を続ける二一世紀のために

『ストップ少子化・地方元気戦略』」（通称，増田レポート）では地方自治体の持続可能性

に関心が寄せられた．そして，同年「まち・ひと・しごと創生本部」が発足し，「まち・

ひと・しごと創生長期ビジョン」「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定されると，

そこで示された方針に基づき，各市区町村は「地方人口ビジョン」「地方版総合戦略」を

策定し，地方の人口減少の緩和と地方創生のための取り組みを進めた．総合戦略では「若

い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」という目標が掲げられ，少子化対策は

「地域アプローチ」という枠組みの中で，地方自治体が当該地域のデータなどを収集し評

価することで，効率的に当該地域の課題を把握し，少子化対策に取り組むことが進められ

ている．

このように地方自治体がデータに基づき課題を探り，必要な対策を効率的に進める枠組

みは整いつつあるが，現実には多種のデータが有機的に結びつけられているとは限らない．

本研究は，こうした地方自治体における少子化に対する取り組みをさらに効果的に進める

ための一助とすべく，少子化に関わる地域の文脈と出生力との関係に着目する．

II．環境・文脈に着目する研究と本研究の特徴

子育て環境に関するマクロ変数と出生力の関係に着目した先行研究は少なくないが，そ

の多くは国や行政単位の指標を比較して議論している（RindfussandChoe2016,中村
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2016,山内 2016,加藤 2017）．しかし，行政単位といっても，人口の規模が大きく違い

すぎる場合がある．例えば，行政レベルとしては異なるノルウェーと北海道であるが，ノ

ルウェーは人口520万(2015年)，北海道は人口538万(2015年)と人口規模という観点からは

類似している．この場合，子育て環境についてノルウェーと日本を比較するより，ノルウェー

と北海道を比較した方が，有効な対策が浮上するかもしれない．また，行政単位は必ずし

も家族に関わる地域文化の区分とは一致せず，むしろ行政区分を超えた家族システムの地

域性の重要性を指摘するものもある（Kato2013）．

つまり行政区域よりも，その地域に住む人々に影響を与える条件がある程度共通する地

域を特定し，その違いを比較する分析視角が必要であると考える．その場合，ある程度の

範囲で効果を推定する工夫として，地域効果の非定常性を考慮した地理的加重回帰の活用

（鎌田・岩澤 2009）や，複数の地域レベルで効果を把握できるマルチレベルモデルの活用

が試みられている（鎌田 2013,Harknettetal.2014）．本研究では，こうしたモデル上

での空間の分類ではなく，同質な社会経済文化条件を有する具体的な地域の特定に関心を

寄せ，市区町村を社会生活に関わる様々な共変量を用いたクラスター分析によって分類す

ることを試みる．

既存の研究の二つ目の限界は，出生力に関心がある場合，マクロ変数としては都道府県

や市区町村の合計出生率（合計特殊出生率，TotalFertilityRate(TFR)）が利用されて

いることである．子育て環境の結果変数としての出生力をとらえたいとき，結婚力にも依

存する合計出生率はかならずしも適切ではない．そこで合計出生率における結婚力の効果

と夫婦出生力の効果を分離して，それぞれに与える影響を評価する必要がある．夫婦出生

力に関しては，有配偶出生率に基づく間接標準化法を用いたいくつかの先行指標がある

（CoaleandWatkins1986,小池 2010，山内 2006）．ただし，間接標準化法では年齢構

造が完全には標準化されない問題があるほか，これらのモデルが結婚年齢構造の差異を十

分に考慮できない問題もあるため（S・nchez-Barricarte2001），本研究では，再生産年齢

女性の有配偶者割合が合計出生率を説明する対数線形モデルを推定し，合計出生率の地域

差をもたらす結婚力効果（完結結婚量（50歳時時点の既婚者割合）による直接効果と結婚

タイミングよる間接効果）と夫婦出生力効果を推計し（岩澤ほか 2022）（後述），それぞ

れを従属変数に利用する．

すなわち本研究は，前半で市区町村のマクロ変数を用いたクラスター分析による市区町

村の分類を行い，後半で，全国およびクラスターごとに，そうした社会環境変数が合計出

生率，そして結婚力効果指数および夫婦出生力効果指数とどのような関係があるかを確認

し，出生力に対する地域文脈の影響を検証する．

III．方法とデータ

1. クラスター分析と共変量

本研究では，市区町村のマクロデータを用いてクラスター分析を行う．変数は主に2015
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年の情報を用いて作成し，欠測のない1,843の市区町村について，非階層型クラスタリン

グ手法であるk平均法により行う．

クラスター分析に用いる共変量は，国勢調査や行政のオープンデータを中心に表1に示

した15の変数を用いる．地域文脈に関連するものとして，今回は人口特性や男女のあり方

にかかわるものと，子育て負担の経済面，時間面，サービス面に関わる変数を選んだ．前

者は，Demenyが人口転換段階や家族システムを特徴付ける要素として定義した人口レ

ジーム（Demeny2005）に関する変数として，高齢化や人口の特性，ジェンダー公平の

進展度，家族システムの特徴に関わる変数を取り上げる．後者は子育て環境に関わる変数

群であり，近年の高所得国での家族政策の主要な枠組みとされる，経済的支援，ワークラ

イフバランスの推進／休業制度の整備，保育サービスの充実（Th・venonandGauthier

2011）に対応する変数を取り上げる．以下で各変数について説明する．なお，これらの変

数は市区町村別にデータを収集するが，境域は2018年3月時点のものを用いる．

① 「人口密度（対数）（2015）」は2015年国勢調査による人口密度の対数である．

② 「高齢化率（2015）」は2015年国勢調査による総人口に占める65歳以上人口の割合で

ある．

③ 「流入超過率（2015）」は2015年国勢調査による従業地・通学地に基づく流出入人口

に着目したものである．職場や学校などの活動拠点があるかどうかを反映する．流入

数・流出数の差分の当該総人口に対する割合である．正は流入超過，負は流出超過を

示す．

④ 「25～49歳男女労働力率比（男性=1）（2015）」は，2015年国勢調査から得られる出

産・子育て期と言える25～49歳の男女の労働力率について，男性1に対する女性の比

率である．女性の労働力率が相対的に男性よりも低いと1を下回る．この変数は，学

校卒業後の出産・子育て期（25～49歳）の労働力の総合的な男女差を捉えるものであ

る．

⑤ 「就業者に占める「家事のほか仕事」割合（%）（有配偶女性35～39歳）（2005）」は

2005年国勢調査から求める．④では働き方にかかわらず労働力を捉えるが，その仕事

が主ではない，すなわち家計補助的な働き方かをここで捉える．時間帯拘束性の強い

ケアが必要な未就学児を持っている割合は35～39歳の女性で高いと想定して設定した．

⑥ 「30～39歳女性の大卒者割合（2010）」は，教育の状況に関する項目がある2010年国

勢調査の結果を用い，女性の教育水準が大学卒業以上の割合を示す．大学院を修了し

ている年齢である30代の男女について測定した．

⑦ 「30～39歳大卒者割合の男女比（男性=1）（2010）」は，⑥の2010年国勢調査による

男女別の大卒者割合の比をとり，男性1に対する女性の比率を表す．高学歴化につい

て，相対的に女性が進んでいない場合，値が1を下回る．

⑧ 「三世代世帯割合（2015）」は2015年国勢調査の結果を用い，二人以上一般世帯に対

する三世代世帯の割合を示す．
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⑨ 「物価調整平均課税所得（2015）」は2015年の総務省「市町村税課税状況等の調」よ

り得られる平均課税所得を「消費者物価地域差指数」で調整し，生活水準を示す指標

としている．

⑩ 「生活被保護者数（0～17歳人口千対）（2015）」は2015年の厚生労働省「被保護者調

査」から0～17歳人口千対0～17歳の生活被保護者数を出している．地域の子どもの

貧困指標となる．

⑪ 「男性週間就業時間（2005）」は，就業時間については2005年国勢調査で表章されて

いるため，男性の週あたりの平均就業時間を得た．

⑫ 「女性週間就業時間（2005）」は⑪を女性について求めた．

⑬ 「25～39歳有配偶女性休業割合（2005）」は2005年国勢調査よる，25～39歳有配偶女

性の休業者割合である．出産を経験する女性が多い年齢層であり，育児休業取得者が

多い場合，この指標に反映されると想定し，育児休業普及の代理指標とする．

⑭ 「0～6歳児保育所利用割合（2015）」は保育園利用の普及度合いを示すものとして，

厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ」により，6歳以下総人口に占める，6歳

以下の保育園利用者の割合としている．

⑮ 「申し込みに対する待機児童率（2015）」は，厚生労働省「保育所等関連状況取りま

とめ」から，申し込み者に占める待機児童者数の割合である．
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表１ 分析に使用する変数（市区町村レベル統計指標）

変数 指標 資料

従
属
変
数

出生力 ベイズ推定合計出生率(2013～2017年平均)

厚生労働省（政策統括官付参事官付人口動態・保健

社会統計室）(2020)「平成25年～平成29年人口動態

保健所・市区町村別統計」.

結婚力

結婚力総合効果指数(標準=1.00)(2015) 岩澤美帆・菅桂太・鎌田健司・余田翔平・金子隆一

(2022)「出生力の地域差に対する結婚力効果と夫婦

出生力効果－対数線形モデルを利用した市区町村別

合計出生率の分解－」『人口問題研究』第78巻第1号,

pp.78-105.

�
�
�
�

結婚力直接効果 �
�
�
�結婚力間接効果

夫婦出生力 夫婦出生力効果指数(標準=1.00)(2015)
説
明
変
数

人
口
レ
ジ
ー
ム

人口・高齢化

① 人口密度(対数)(2015) 総務省「国勢調査」

② 高齢化率(%)(2015) 総務省「国勢調査」

③
従業地・通学地による流入超過率(対総人

口)(%)(2015)
総務省「国勢調査」

ジェンダー公平

④ 25～49歳男女労働力率比(男性=1)(2015) 総務省「国勢調査」

⑤
就業者数うち「家事のほか仕事」割合(%)

(有配偶女性35～39歳)(2005)
総務省「国勢調査」

⑥ 30～39歳女性の大卒者割合(2010) 総務省「国勢調査」

⑦ 30～39歳大卒者割合の男女比(男性=1)(2010) 総務省「国勢調査」

家族システム ⑧ 三世代世帯割合(%)(2015) 総務省「国勢調査」

子
育
て
環
境

経済状況
⑨ 物価調整平均課税所得(2015)

総務省「市町村税課税状況等の調」「消費者物価地

域差指数」

⑩ 生活被保護者数(0～17歳人口千対)(2015) 厚生労働省「被保護者調査」

WLB/休業制度

⑪ 男性週間就業時間(2005) 総務省「国勢調査」

⑫ 女性週間就業時間(2005) 総務省「国勢調査」

⑬ 25～39歳有配偶女性休業割合(%)(2005) 総務省「国勢調査」

保育サービス
⑭ 0～6歳児保育所利用割合(%)(2015)

厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ」，

総務省「国勢調査」

⑮ 申し込みに対する待機児童率(%)(2015) 厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ」



2. 出生力指標：合計出生率，結婚力効果指数，夫婦出生力指数

従属変数となる出生力指標については，年齢構造が標準化された出生力指標を3つ用い

る．一つは総合的出生力指標である2015年の合計出生率である．その他に，当該地域の相

対的な結婚力を示す結婚力効果指数と当該地域の相対的な夫婦出生力を示す夫婦出生力効

果指数を用いる．

(1)合計出生率

合計出生率は厚生労働省が5年ごとに公表している市区町村別合計出生率のベイズ推定

値を用いる（厚生労働省 2020）．ベイズ推定では，同じ都道府県に属する市区町村の出生

の状況は似通っていると仮定し，同一都道府県内のほかの市区町村の出生の状況を援用す

ることで小地域も含む市区町村別指標の安定化が図られる１）．今回用いる合計出生率は

2013～2017年のデータを用いて推定されている．

(2)結婚力効果指数および夫婦出生力効果指数

上記合計出生率を結婚力効果と夫婦出生力効果に分解した指標として岩澤ほか（2022）

において開発された結婚力総合効果指数と夫婦出生力効果指数を用いる．この2つの指標

を市区町村ごとに測定するために，以下のモデルによる推計を行う．

TFR
i
は市区町村iで観測される合計出生率の実績値である．合計出生率が，標準とな

る合計出生率TFR
c
と，(1)結婚力総合効果I・（完結結婚量（50歳時時点の既婚者割合）に

基づく結婚力の直接効果および結婚タイミングに基づく結婚力の間接効果）と(2)夫婦出

生力効果I・（いずれも標準に対する相対値）の積で表せると考える．式は以下となる．な

お，間接標準化法によって有配偶率と有配偶出生率の分解を試みたコールの I指標

（CoaleandWatkins1986）は，総出生力を示すラベルをf，結婚力をしめすラベルをm，

夫婦出生力を示すラベルを・としたので，本研究では総出生力を表すラベルを・，結婚力

を示すラベルは・，夫婦出生力を示すラベルを・とする．また，コールのモデルと同様，

無配偶女性からの出生は無視できるとする．

TFR
i
・TFR

c
・ I

i
・

・TFR
c
・ I

i
・ ・ I

i
・ .

(1)

(1)式における各指標を算出するために，実際に観察可能な変数を用いて，以下のよう

なモデルを定式化する．

TFR
i
・TFR

c
・・PM

i
・PM

I
・
・
・・

i
. (2)
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1）市区町村別合計出生率のベイズ推定値の解説および実績値との比較については小池（2021）に詳しい．



ここでTFR
c
は標準合計出生率となる定数である．PMは再生産年齢女性の平均的有配

偶者割合（proportionmarried）である．ここでは分析対象とする2015年において，再

生産年齢の範囲で合計出生率との相関が最も高かった20～39歳女性の5歳階級別有配偶者

割合の平均値（・・・
35
・・20 P5 M・・・4）を用いた（合計出生率の変動に対する説明力が高い

という意味でこれを有効有配偶者割合と呼ぶ）．この有効有配偶者割合と合計出生率との

相関係数は0.63であり正の関係を示す．PM
i
・PM

I
は全国値で基準化した地域iの有配偶

者割合である．・は「有配偶者割合効果係数」であり，有配偶者割合と合計出生率との関

係の強さを示す．・
i
は有配偶者割合の影響以外で変動する市区町村固有の値であり，今回

考慮しない離再婚の影響や測定誤差などを含むが，ここでは主として夫婦出生力の効果で

あると見なす．・
i
・expu

i
とし，基準化された有配偶者割合を・PMとすると，(2)式は，

TFR
i
・TFR

c
・・PM

i・

・expu
i
, (3)

となる．これを対数変換すると，対数合計出生率を従属変数，基準化された対数有配偶者

割合を説明変数，・を結婚力総合効果を測るパラメータとする対数線形モデルになる．

lnTFR
i
・lnTFR

c
・・ln・PM

i
・ u

i
. (4)

このモデルを推定して係数を得，真数に戻すと，対象市区町村の合計出生率に対し，(1)

式で示した標準合計出生率，結婚力総合効果，夫婦出生力効果の各推計値を得る．

TFR
i
・TF・R

c
・・PM

i
・PM

I
・
・・
・expu

i

・TF・R
c
・ I・

i
・ ・ I・

i
・ .

(5)

ベイズ推定出生率に欠測のない1,846市区町村のものを対象とし，2015年の国勢調査に

基づく市区町村別有配偶者割合を用いて，パラメータを推定し，有効有配偶者割合の全国

値を43.8%として各市区町村の合計出生率（TFR）を表すと，有配偶者割合およびモデル

残差項から，(4)式の切片(0.394(95%CI[0.390,0.399])と・(0.773(95%CI[0.732,0.814])が推

定された（自由度調整済み決定係数は0.427）．対数合計出生率は(6)式で表され，当該市区

町村の合計出生率および女性の有効有配偶者割合の実績を代入し，真数に戻すことで市区

町村iの結婚力総合効果I・と夫婦出生力効果I・を推計することができる（岩澤ほか 2022）．

lnTFR
i
・lnTF・R

c
・・・ln・PM

i
・43.8・・ u

i

・0.394・0.773・ln・PM
i
・ u

i
.

(6)

TFR
i
・exp0.394・・PM

i
・43.8・

0.773
・expu

i

・1.484 ・ I
i

・ ・ I
i

・ .
(7)
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(3)出生力の重回帰モデルの推定

出生力指標がクラスターごとにどのように異なるかを確認した後，全国およびクラスター

ごとに，どのような環境(X)が出生力指標(Y)と関係するのかを重回帰モデル（最小二乗法）

で検証する．同一クラスター内市区町村はある程度，人口レジーム，子育て環境のレベル

が近いと考えられる．そうした文脈を同じくする自治体に限定した上で，その中の差異が

どのような人口レジーム，子育て環境の違いで説明できるのかを確認する．全国データを

使ったモデルの係数とクラスターごとに行った場合の係数の比較から，文脈による関連変

数の違いを確認する．全国および9クラスター別に，3つの従属変数，合計出生率，結婚

力効果指数，夫婦出生力効果指数について推定するため，合わせて30のモデルの推定結果

を得る．

IV．クラスター分析の結果

クラスター分析においては，分析目的に沿うクラスター数の設定が重要である．本研究

の目的は，共通の地域文脈を持つグループに分類することであるが，代替するものとして

都道府県や，都道府県をまとめた地域ブロックなどがある．日本の地域ブロックは地理学

習分野では全国を北海道地方，東北地方，関東地方，中部地方，近畿地方，中国・四国地

方，九州地方，沖縄地方の8区分に分類したものが主に用いられている．一方で，総務省

の「地域別表章に関するガイドライン」（平成31年3月28日）によれば，採用事例が多い

ものとして，北海道，東北，関東，北陸，東海／中部，近畿，中国，四国，九州，沖縄の

10区分が類型Iとして提示されている．本研究は日本の地域性に関する分類の多くが8～

10区分であったことを鑑み，予備的に8～10のクラスター分析を行った後，地域特性の解

釈がわかりやすい9つのクラスター数を採用することとした．分類に使用した共変量のク

ラスターごとの平均値を表2に示した．
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また，各クラスターが，どの地域に分布しているかを確認するため，各クラスターに含

まれる市区町村を図1に示した．ここからクラスター1は主に北海道，クラスター2は南

東北地方，クラスター3は日本海側や東北に多いことがわかる．またクラスター4は日本

海と西南地域の沿岸部，クラスター5は区部など都市的地域，クラスター6は東山地方

（山梨県・長野県・岐阜県）のほか比較的各地に広がっている．クラスター7は区部の周

辺など都市近郊地域，クラスター8は市部の近郊と見られる．クラスター9は西日本およ

び北東北に広がっている．各クラスターに含まれる比較的大規模自治体の例を表3に示し

た．
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表２ 全国およびクラスター別にみた出生力指標および共変量の平均値

対象および共変量
クラスター番号

全国
1 2 3 4 5 6 7 8 9

市区町村数 223 92 172 252 58 255 315 301 175 1,843

15～49歳女性人口(千人)(2015) 3,250 472 6572,6441,607 9219,2636,814 478 26,106

説
明
変
数

人
口
レ
ジ
ー
ム

人口・高齢化

人口密度(対数)(2015) 4.89 4.44 4.44 5.18 7.82 4.76 7.71 6.36 3.98 5.57

高齢化率(%)(2015) 32.3 33.0 34.4 31.7 23.8 35.4 25.8 27.6 39.9 31.4

従業地・通学地による流入超過

率(対総人口)(%)(2015)
-3.59 -9.06 -2.0541.04 -6.33-14.74 -0.33 -1.22 -3.49

ジェンダー公平

25～49歳男女労働力率比(男性=

1)(2015)
0.80 0.84 0.90 0.85 0.81 0.84 0.77 0.80 0.88 0.82

就業者数うち「家事のほか仕事」

割合(%)(有配偶女性35～39歳)

(2005)

54.8 33.1 26.0 35.5 48.0 50.7 57.4 51.6 31.8 45.4

30～39歳女性の大卒者割合

(2010)
0.12 0.11 0.10 0.13 0.20 0.12 0.19 0.15 0.12 0.14

30～39歳大卒者割合の男女比

(男性=1)(2010)
0.53 0.62 0.62 0.62 0.67 0.58 0.59 0.58 0.64 0.59

家族システム 三世代世帯割合(%)(2015) 6.7 19.7 25.4 13.7 8.3 14.2 6.9 11.6 12.7 12.5

子
育
て
環
境

経済状況

物価調整平均課税所得(2015) 3.37 3.27 3.20 3.27 3.56 3.29 3.49 3.41 3.20 3.34

生活被保護者数(0～17歳人口千

対)(2015)
23.4 6.5 5.5 8.7 16.3 7.4 12.4 6.9 8.4 10.4

WLB・

休業制度

男性週間就業時間(2005) 47.6 44.8 45.0 44.9 46.1 44.7 45.7 45.2 44.0 45.3

女性週間就業時間(2005) 37.4 37.7 38.5 37.2 35.8 36.1 33.3 34.8 37.5 36.1

25～39歳有配偶女性休業割合(%)

(2005)
4.77 5.94 6.37 6.84 7.61 5.60 7.50 6.78 6.22 6.40

保育サービス

0～6歳児保育所利用割合(%)

(2015)
30.4 17.2 60.8 44.6 34.3 53.2 27.8 33.4 64.2 41.0

申し込みに対する待機児童率(%)

(2015)
0.22 1.04 0.05 0.64 1.01 0.02 1.24 0.69 0.01 0.53



クラスターごとの各変数平均値の水準（表2）および空間分布（図1）から，それぞれ

のクラスターの空間的特徴および「人口レジーム」「子育て環境」の特徴を以下に解釈し，

表3に特徴をまとめた．
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注：各クラスター特性：1 北海道，2 南東北・親族保育，3 東北日本海・共働き，4 地方沿岸，5 区部・
主婦／キャリア，6 東山・WLB，7 市部・子育て優先，8 市部近郊，9 西日本／北東北・過疎

図１ 各クラスターの空間的分布（クラスター別）



1）クラスター1は，北海道を中心に分布するため「1北海道」クラスターとする．男性

が長時間労働で，25～39歳有配偶女性の休業割合は低いので，女性の育児休業取得割合

も高くないと考えられる．そして17歳以下の生活被保護者数（人口千対）が多い．ただ

し戸室（2018）による子どもの貧困率の都道府県別比較によれば，北海道よりも沖縄県，

大阪府，鹿児島県，福岡県の貧困率が高くなっており，北海道だけが子どもの貧困地域

として特定されたものではないことに留意が必要である．

2）クラスター2は南東北地方に分布し保育所利用が少なく，待機児童があり，三世代世

帯割合が高い．「2南東北・親族保育」クラスターとする．

3）クラスター3は日本海側，東北地方に多く，女性労働力率が高く，三世代世帯割合，

保育所利用者割合がともに高い．「3東北日本海・共働き」クラスターとする．

4）クラスター4は日本海側や西南地域の沿岸部，沖縄県に多く，「家事のほか仕事」の

割合がやや低いが，標準的特徴を持つ．「4地方沿岸」クラスターとする．

5）クラスター5は人口密度が高く，通勤や通学に基づく人口流入が多い区部である．女

性は高学歴で世帯所得が高い．育休利用は多いが保育所利用割合は低い．女性の労働力

率は高くないことから，フルタイム就労の女性と就労を制限して子育てに専念する女性

が混在しているとみられる．「5区部・主婦／キャリア」クラスターとする．

6）クラスター6は東山地方（山梨県・長野県・岐阜県）を中心に比較的全国に分布し，

高齢化率や流出超過は極端に高くなく，平均所得も全国平均と同水準で，17歳以下の生

活被保護者数は少ない．保育所利用割合が高く，待機児童率は低く，就業時間も短いこ

とから，都市的地域ではないが，ある程度暮らしにゆとりがあり，男女ともに仕事と生

―13―

表３ クラスターの特徴と解釈

クラスター名

クラスター番号

1 2 3 4 5 6 7 8 9

北
海
道

南
東
北
・
親
族

保
育

東
北
日
本
海
・

共
働
き

地
方
沿
岸

区
部
・
主
婦
／

キ
ャ
リ
ア

東
山
・

W
L
B

市
部
・
子
育
て

優
先

市
部
近
郊

西
日
本
／
北
東

北
・
過
疎

主な地域 北海道 南東北 日本海東北 日本海西南 区部 東山・各地 区部近郊 市部近郊
西日本／北

東北

市区町村の例

大阪堺市，

鹿児島市，

愛媛松山市

福島いわき

市，福島市，

佐賀市

島根出雲市，

山形鶴岡市，

岩手一関市

新潟市，富

山市，宮崎

市，沖縄那

覇市

東京江東区，

東京品川区，

東京新宿区

千葉野田市，

東京青梅市，

山口岩国市

さいたま市，

東京世田谷

区，東京練

馬区

静岡浜松市，

熊本市，岡

山市

熊本八代市，

福島会津若

松市，熊本

天草市

クラスターの特徴

男
性
長
時
間
労
働
・
生
活
被
保
護

者
多
・
妻
パ
ー
ト
・
核
家
族
・
育

休
利
用
少

三
世
代
・
女
性
長
時
間
労
働
・
待

機
児
童
多
・
保
育
所
利
用
少

共
働
き
・
三
世
代
・
女
性
長
時
間

労
働
・
保
育
所
利
用
多
・
女
性
学

歴
低
・
所
得
低
・
転
出
超
過

標
準
的
・
共
働
き
傾
向

人
口
過
密
・
流
入
超
過
・
女
性
学

歴
高
・
所
得
高
・
育
休
利
用
多
・

核
家
族

保
育
所
利
用
多
・
男
女
非
長
時
間

労
働

人
口
過
密
・
妻
パ
ー
ト
・
育
休
利

用
・
待
機
児
童
多
・
流
出
超
過
・

核
家
族
・
女
性
短
時
間
労
働
・
女

性
学
歴
高
・
所
得
高

生
活
被
保
護
者
少
・
女
性
短
時
間

労
働

高
齢
化
・
保
育
所
利
用
多
・
所
得

低
・
男
性
短
時
間
労
働
過
疎
・
共

働
き



活のバランスがとれていると解釈し「6東山・WLB」クラスターとする．

7）クラスター7は「5区部・主婦／キャリア」クラスターの近郊にあり，再生産年齢女

性は多いが三世代世帯は少ないことから核家族が多い地域である．育児休業は多いと見

られるが，待機児童率が高く，保育園利用者割合は低い．有配偶女性は「家事のほか仕

事」という形で家計補助的に就労する割合が高く，就業時間も短い．子育てのために女

性が就労制限をしていると解釈できる．「7市部・子育て優先」クラスターとする．

8）クラスター8は市部の近郊に多く，17歳以下の生活被保護者数は少なく，性別役割分

業地域といえる．「8市部近郊」クラスターとする．

9）クラスター9は西日本や北東北に多く，人口密度が低く高齢化が進んでいる．女性の

労働力率は高いが，三世代世帯は少なく，保育所の利用が高い．「9西日本／北東北・

過疎」クラスターとする．

V．全国およびクラスター別にみた出生力との関連

以上のようにクラスター分析により，人口レジーム，子育て環境という観点で全国の市

区町村を9つに分類することができた．ここでは，分類されたクラスターと出生力指標と

の関係を確認してみたい．二つのアプローチを行う．一つ目では，クラスターごとに，合

計出生率，結婚力効果指数，夫婦出生力指標の平均水準を比較する．二つ目では，共変量

と出生力変数との関係を，全国の市区町村および同一クラスターに限定して推定し，クラ

スターによって関係がどのように異なるかを確認する．

1. クラスターと出生力指標

クラスターごとに出生力3指標の平均値を比較したのが表4および図2である．合計出

生率が高い順に左からクラスターを並べると，4地方沿岸，9西日本／北東北・過疎，3

東北日本海・共働き，2南東北・親族保育，8市部近郊，6東山・WLB，1北海道，7

市部・子育て優先，5区部・主婦／キャリアとなる．ちなみに，6東山・WLBクラスター

は，合計出生率で比較すると6番目であるが，夫婦出生力指数では3番目に高い．結婚力

が低いことが合計出生率を低くとどめていることがわかる．一方，2南東北・親族保育，

8市部近郊の地域は合計出生率が比較的高いが，これは結婚力が相対的に高いことに起因

していると解釈できる．なお，結婚力効果の高さには，独身者が流出し結果的に有配偶者

割合が高くなっている効果も含まれており，結婚の起こりやすさのみを示さないことに注

意が必要である．
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2. 全国およびクラスターごとの重回帰分析の比較

全国および9つのクラスターについて，合計出生率，結婚力効果指数，夫婦出生力効果

指数を従属変数とし，クラスター分析に用いた人口レジーム，子育て環境に関わるマクロ

変数を説明変数とした重回帰分析を行った．なお，各変数に対するクラスター間の異質性

を統制し精緻な分析結果を得るため，全国モデルには各クラスターのダミー変数を投入し
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表４ 全国およびクラスター別にみた対象および出生力指標の平均値

対象および出生力指標

クラスター

全国

1 2 3 4 5 6 7 8 9

北
海
道

南
東
北
・
親
族

保
育

東
北
日
本
海
・

共
働
き

地
方
沿
岸

区
部
・
主
婦
／

キ
ャ
リ
ア

東
山
・

W
L
B

市
部
・
子
育
て

優
先

市
部
近
郊

西
日
本
／
北
東

北
・
過
疎

市区町村数 223 91 172 252 56 255 315 301 174 1,839

15～49歳女性人口

(2015)(千人)
3,250 464 657 2,644 1,606 921 9,263 6,814 477 26,097

従
属
変
数

出生力

ベイズ推定合計出生

率(2015)
1.42 1.52 1.53 1.63 1.31 1.50 1.42 1.51 1.62 1.51

結婚力総合効果指数

（標準=1.00)
1.02 1.03 1.02 1.03 0.94 0.99 1.00 1.03 1.00 1.01

夫婦出生力効果指数

（標準=1.00)
0.94 1.00 1.02 1.07 0.93 1.03 0.96 0.99 1.09 1.01

注：左ほど合計出生率が高い．

図２ 全国およびクラスター別にみた結果変数の平均値



ている．ベイズ推定合計出生率および説明変数が欠測ではない1,839の市区町村を分析対

象とした２）．なお表5に，全国モデルに関してのみ，合計出生率，結婚力効果指数，夫婦

出生力効果指数に関するモデルの推定結果を掲載し，クラスターごとの結果は図3～図5

に示した．

(1)合計出生率

まず，合計出生率と関係を示した人口レジーム，子育て環境変数を見ていく．以下では

係数の95%信頼区間に0が含まれず，合計出生率と正または負の関係が予想されるものを

記述する．

全国モデルでは人口密度が高いほど合計出生率は低いことが予想される．また65歳以上

人口割合が高いほど，女性の労働力が高いほど，「家事のほか仕事」の割合が高いほど，

30代女性の大卒割合が高いほど，合計出生率は低いと考えられる．また，三世代割合が高

いほど，所得が高いほど，生活被保護者数が多いほど，男性の就業時間が長いほど，合計

出生率は低い．一方で，通学や通勤での流入人口が多いほど，女性の就業時間が長いほど，

30歳前後の有配偶女性の休業割合（育休利用の代理変数）が高いほど，保育所利用割合が

高いほど，合計出生率は高い，と解釈できる結果であった．

こうした全国での傾向と異なっていたクラスター別の結果を以下に示す．流入超過率と

合計出生率の正の関係は，全国では5%水準であったが，6東山・WLBでは，0.1%水準

で流入超過率が高いと合計出生率が高いとの関係が示され，5区部・主婦／キャリアでは

反対に流入超過率が高いと合計出生率は低いという結果が示された．また，1北海道では

所得が高いほど合計出生率が高いという関係が予測できる．

(2)結婚力効果指数

結婚力効果指数と関連する変数を全国モデルでみてみると，人口密度，65歳以上人口，

女性労働力率，「家事のほか仕事」の割合，女性の大卒者割合，三世代世帯割合，生活被

保護者数，待機児童率のいずれも，高いほど結婚効果指数は低い．一方，流入超過率，男

性の就業時間，女性就業時間，女性休業割合（育休代理変数）は，高いほど結婚効果が高

い．このような状況に対し，クラスターごとに見た場合に全国と傾向が異なるのは，4地

方沿岸では，男女の学歴差が小さいと結婚力効果指数が低くなる．7市部・子育て優先で

は「家事のほか仕事」の割合が高いと結婚効果が高く，1北海道では所得が高いほど高く，

9西日本／北東北・過疎では，男性就業時間が長いほど結婚効果が低かった．保育所利用

割合は，9西日本／北東北・過疎では，低いほど結婚効果が高いが，5区部・主婦／キャ

リア，3東北日本海・共働きでは，保育園利用が高いほど結婚効果が高いなど，違いが見

られる．
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2）ベイズ推定合計出生率が欠測である宮城県女川町，福島県南相馬市，福島県広野町，福島県川内村は分析か

ら除いている．



(3)夫婦出生力効果指数

最後に夫婦出生力指数に関連する変数を説明する．全国モデルでは65歳以上人口，女性

の労働力率，三世代世帯割合，所得，男性の就業時間のいずれも，高いほど夫婦出生力効

果指数は低いことが分かる．一方，女性の就業時間，保育所利用割合，待機児童率は夫婦

出生力効果指数と正の関係を示した．これをクラスターごとに見ると，結果が全国の傾向

と異なるものがあり，人口密度が9西日本／北東北・過疎および1北海道では正の関係を

示し，8市部近郊では負の関係であった．大卒者割合の男女差がないほど，9西日本／北

東北・過疎，7市部・子育て優先では，夫婦出生力効果が低いとの関係が示された．
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表５ 出生力３指標（合計出生率，結婚力効果指数，夫婦出生力効果指数）についてのモデルの

推定結果（全国モデル）

全市区町村モデル

従属変数

ベイズ推定合計出生率 結婚力総合効果指数 夫婦出生力効果指数

係数 p記号 p値
標準
誤差

95%信頼
区間

係数 p記号 p値
標準
誤差

95%信頼
区間

係数 p記号 p値
標準
誤差

95%信頼
区間

切片 4.88*** 0.000 0.24 4.41 5.35 1.76*** 0.000 0.10 1.56 1.96 2.49*** 0.000 0.13 2.24 2.75

説
明
変
数

人
口
レ
ジ
ー
ム

人口・

高齢化

人口密度(対数)(2015) -0.03*** 0.000 0.00-0.04-0.02-0.02*** 0.000 0.00-0.03-0.02 0.00 0.310 0.00 0.00 0.01

高齢化率(%)(2015) -0.02*** 0.000 0.00-0.02-0.01-0.01*** 0.000 0.00-0.01-0.01 0.00*** 0.000 0.00 0.00 0.00

従業地・通学地による流入超

過率（対総人口）(%)(2015)
0.00* 0.020 0.00 0.00 0.00 0.00*** 0.000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.860 0.00 0.00 0.00

ジェンダー

平等

25～49歳男女労働力率比(男

性=1)(2015)
-1.66*** 0.000 0.13-1.92-1.40-0.80*** 0.000 0.06-0.91-0.68-0.33*** 0.000 0.07-0.48-0.19

就業者数うち「家事のほか仕

事」割合(%)(有配偶女性35～

39歳)(2005)

0.00*** 0.000 0.00 0.00 0.00 0.00*** 0.000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.680 0.00 0.00 0.00

30～39歳女性の大卒者割合

(2010)
-0.35** 0.000 0.12-0.58-0.11-0.32*** 0.000 0.05-0.43-0.22 0.10 0.110 0.06-0.02 0.23

30～39歳大卒者割合の男女比

(男性=1)(2010)
-0.02 0.540 0.03-0.09 0.05-0.01 0.700 0.01-0.03 0.02-0.01 0.600 0.02-0.05 0.03

家族

システム
三世代世帯割合(%)(2015) -0.01*** 0.000 0.00-0.01-0.01 0.00*** 0.000 0.00 0.00 0.00 0.00*** 0.000 0.00-0.01 0.00

子
育
て
環
境

経済

状況

物価調整平均課税所得(2015) -0.33*** 0.000 0.05-0.42-0.23 0.02 0.310 0.02-0.02 0.06-0.23*** 0.000 0.03-0.29-0.18

生活被保護者数(0～17歳人口

千対)(2015)
-0.01*** 0.000 0.00-0.01-0.01 0.00*** 0.000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.060 0.00 0.00 0.00

WLB/

休業

制度

男性週間就業時間(2005) -0.03*** 0.000 0.00-0.03-0.02 0.00* 0.040 0.00 0.00 0.01-0.02*** 0.000 0.00-0.02-0.02

女性週間就業時間(2005) 0.03*** 0.000 0.00 0.02 0.04 0.00* 0.010 0.00 0.00 0.01 0.02*** 0.000 0.00 0.01 0.02

25～39歳有配偶女性休業割合

(%)(2005)
0.01** 0.000 0.00 0.00 0.01 0.00*** 0.000 0.00 0.00 0.01 0.00 0.680 0.00 0.00 0.00

保育

サービス

0～6歳児保育所利用割合(%)

(2015)
0.00*** 0.000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.090 0.00 0.00 0.00 0.00*** 0.000 0.00 0.00 0.00

申し込みに対する待機児童率

(%)(2015)
0.00 0.270 0.00 0.00 0.01 0.00* 0.010 0.00-0.01 0.00 0.01*** 0.000 0.00 0.00 0.01

ク
ラ
ス
タ
ー
異
質
性（

６
＝
基
準
）

クラスター１ -0.03 0.150 0.02-0.08 0.01 0.03** 0.000 0.01 0.01 0.05-0.05*** 0.000 0.01-0.07-0.03

クラスター２ 0.01 0.660 0.03-0.04 0.07 0.01 0.570 0.01-0.02 0.03 0.01 0.740 0.02-0.03 0.04

クラスター３ 0.03 0.190 0.02-0.01 0.07 0.02* 0.010 0.01 0.00 0.04 0.00 0.880 0.01-0.03 0.02

クラスター４ 0.04* 0.010 0.02 0.01 0.08 0.01 0.290 0.01-0.01 0.02 0.02* 0.030 0.01 0.00 0.04

クラスター５ -0.20*** 0.000 0.04-0.27-0.12-0.07*** 0.000 0.02-0.10-0.04-0.07** 0.000 0.02-0.11-0.03

クラスター７ -0.03 0.170 0.02-0.07 0.01 0.02 0.080 0.01 0.00 0.03-0.03** 0.000 0.01-0.06-0.01

クラスター８ -0.02 0.270 0.02-0.05 0.02 0.00 0.880 0.01-0.01 0.02-0.01 0.120 0.01-0.03 0.00

クラスター９ 0.06** 0.000 0.02 0.02 0.10 0.03** 0.000 0.01 0.01 0.04 0.02 0.120 0.01 0.00 0.04

決定係数 0.410 0.400 0.360

自由度調整済決定係数 0.410 0.390 0.350

注：客体自治体数は1,839．***は0.1%水準，**は1%水準，*は5%水準．各クラスター特性は，1 北海道，2 南東北・親族保育，3 東

北日本海・共働き，4 地方沿岸，5 区部・主婦／キャリア，6 東山・WLB，7 市部・子育て優先，8 市部近郊，9 西日本／北東

北・過疎．
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注：***は0.1%水準，**は1%水準，*は5%水準．各クラスター特性は，1 北海道，2 南東北・親族保育，
3 東北日本海・共働き，4 地方沿岸，5 区部・主婦／キャリア，6 東山・WLB，7 市部・子育て優先，
8 市部近郊，9 西日本／北東北・過疎．

図３ 合計出生率モデルの説明変数の編回帰係数（全体およびクラスターごとの比較）
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注：***は0.1%水準，**は1%水準，*は5%水準．各クラスター特性は，1 北海道，2 南東北・親族保育，
3 東北日本海・共働き，4 地方沿岸，5 区部・主婦／キャリア，6 東山・WLB，7 市部・子育て優先，
8 市部近郊，9 西日本／北東北・過疎．

図４ 結婚力効果モデルの説明変数の編回帰係数（全体およびクラスターごとの比較）
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注：***は0.1%水準，**は1%水準，*は5%水準．各クラスター特性は，1 北海道，2 南東北・親族保育，
3 東北日本海・共働き，4 地方沿岸，5 区部・主婦／キャリア，6 東山・WLB，7 市部・子育て優先，
8 市部近郊，9 西日本／北東北・過疎．

図５ 夫婦出生力効果モデルの説明変数の編回帰係数（全体およびクラスターごとの比較）



VI．結論

本研究は居住地域の特徴と出生力の関係を捉えることを試みた．まず地域性については，

昨今，出生力変動には個人の属性だけなく，地域性や文化といった文脈が関与しているこ

とに関心が高まっている．日本ではこうした地域性は都道府県や地域ブロック単位で分析

されることが多い．しかし国や都道府県という行政区分だけでは十分に同質な文脈をとら

えきれていない可能性がある．そこで本研究では，人口レジームおよび子育て環境に関連

する15のマクロ指標を用いて，全国の市区町村を9つのクラスターに分類し，それを用い

て同質な文脈の比較，統制を試みた．また，現在地方自治体で展開されている子育て支援

策は，結婚した夫婦を対象としているものが多い．その場合，地域の出生力指標は，結婚

の多寡による影響を除去した夫婦出生力で評価することが望ましい．そこで従属変数につ

いては，女性全体の指標である合計出生率だけでなく，合計出生率の差異に寄与する，相

対的な結婚力効果指数と夫婦出生力効果指数を算出し，それぞれを従属変数に用いて関係

を推定した．

人口レジーム，子育て環境に関するマクロデータが揃う1,843の自治体を9つにわけた

クラスターは，その空間的分布と各変数の平均水準から「1北海道」（自治体数223），

「2南東北・親族保育」（同92），「3東北日本海・共働き」（同172），「4地方沿岸」（同252），

「5区部・主婦／キャリア」（同58），「6東 山・WLB」（同255），「7市部・子育て優先」

（同315），「8市部近郊」（同301），「9西日本／北東北・過疎」（同175）と特徴付けられた．

9つのクラスターごとに出生力指標を見てみると，結婚力も夫婦出生力も高い「4地方

沿岸」，夫婦出生力が高い「9西日本／北東北・過疎」，全国平均に近い「3東北日本海・

共働き」，結婚力のみ高い「2南東北・親族保育」「8市部近郊」，夫婦出生力のみ高い

「6東山・WLB」，夫婦出生力が低い「1北海道」，「7市部・子育て優先」，そして，結婚

力も夫婦出生力も低い「5区部・主婦／キャリア」となることが分かった．

つまり，結婚力効果は「2南東北・親族保育」「8市部近郊」「4地方沿岸」で高く，

「5区部・主婦／キャリア」で低い．そして夫婦出生力効果は，「9西日本／北東北・過疎」

「4地方沿岸」「6東山・WLB」で高く，「5区部・主婦／キャリア」「1北海道」「7市部・

子育て優先」で低い．なお，出生数へのインパクトという意味では，人口が多く含まれる

「7市部・子育て優先」（自治体数315），「8市部近郊」（同301）における動向が鍵となる．

全国モデルで結婚力効果に関係していると考えられるのは，人口密度，65歳以上人口割

合，女性労働力率（男性との相対値），「家事のほか仕事」の割合，女性の大卒者割合，三

世代世帯割合，生活被保護者数，待機児童率で，いずれも高いほど結婚効果は低い．一方，

流入超過率，男性の就業時間，女性の就業時間，女性休業割合（育休代理変数）は，高い

ほど結婚効果が高いと考えられる．

夫婦出生力指数に関連する変数は，65歳以上人口割合，女性の労働力率（男性との相対

値），三世代世帯割合，所得，男性の就業時間で，いずれも高いほど夫婦出生力効果指数
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は低い．なお，女性の就業時間，保育所利用割合，待機児童率は夫婦出生力効果指数と正

の関係が見られた．

全国モデルでは人口密度と夫婦出生力効果指数の関係は明確でなかったが，「8市部近

郊」では負の関係，「9西日本／北東北・過疎」「4地方沿岸」「1北海道」では正の関係を

示した．30代の女性の大卒者割合やその男女比は，全国モデルでは夫婦出生力指標と明確

な関係が見られなかったが，「9西日本／北東北・過疎」では，大卒者割合が正の関係を

示し，「7市部・子育て優先」では学歴の男女差がないほど，夫婦出生力指標が低かった．

このように，地域特性，文脈によって関係がみられる条件は異なっており，こうした状況

は，欧州各国比較などによる文脈と出生力の関係を説明している専門家の見解とも近い

（Gauthier2013）．

本研究には留意点も存在する．今回は2015年を中心とした一時点のマクロデータの関係

を議論している．時系列や時間の変化についてデータを蓄積すれば変化についての議論が

進むであろう．また使用しているデータは多くが2015年のデータであるものの，一部はデー

タの制約により2005年や2010年のものが含まれており時点の統一が完全にはかられていな

いことには留意が必要である．また，国内の市区町村マクロデータは，往々にして，地域

間人口移動に大きく影響を受ける（丸山 2018）．マクロデータの特徴は地域住民の特性な

のか，地域に残る，あるいは地域に転入するといったセレクションの結果なのかについて

は，十分な検討はできていない．こうした点は今後の課題としたい．

このように人口レジーム，子育て環境と出生力との関係は全国の傾向をローカルにも一

般化できるものもあれば，地域の文脈によっては解釈が異なるものがあることが改めて示

された．近年では各地方自治体が域内の子育て支援策を検討する機会が増えている．そう

した際に，社会構造や文化の異なる諸外国で実践されている対策や日本全体で平均的に検

出された結果，あるいは出生力が回復した他の市区町村の事例を参照することがある．し

かし，地域文脈によって効果のある対策が異なるとすれば，当該地域がどのような社会経

済文化的特徴を有しているのかを理解し，また同じような社会経済文化を持つ地域を参考

に，有効な取り組みを議論していくことが効率的である．そうした意味で本研究で示され

たクラスター分析による分類と地域性の把握が，そうしたアプローチに貢献することを期

待したい．
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RegionalConditionsonPopulationandChild-rearing,andFertility

IWASAWAMihoandSUZUKITakashi

Reproductivebehaviorisinfluencednotonlybytheattributesandattitudesofindividualsbut

alsobythesocioeconomicandculturalconditionandpopulationstructuresurroundingthe

individuals.Weexaminedtherelationshipbetweenthelocalenvironmentandfertilityusing

municipaldata.Weusednotonlytheoveralltotalfertilityratebutalsotheeffectsofmarriageand

maritalfertilityontotalfertilityintheregionasdependentvariables.Wealsoexaminedcontextual

effectsbycategorizingmunicipalitiesaccordingtosimilarregionalcharacteristics.Usingthe

censusandvariousopenadministrativedata,wepreparedfertilityindicators(dependentvariables)

andvariablesrelatedtothepopulationregimeandchild-rearingenvironment(explanatory

variables)foreachmunicipalityin2015.

Lookingatfertilityindicesforeachofthenineclusters,wefound"Ruralcoastalareas(No.4)"

withhighmaritalandcouplefertility,"western/northernNortheastJapananddepopulatedareas

(No.9)"withhighcouplefertility,"AreasintheTohokuregionandontheSeaofJapancoastwith

manydualearnercouples(No.3)"withaveragefertility,"SouthernTohokuareasandareaswhere

relativesareinvolvedinchildcare(No.2)"withhighmaritalfertilityonly,"Suburbaeras(No.8),"

"TosanareasandWLB(No.6)"withhighcouplefertilityonly;"Hokkaido(No.1)"withlowcouple

fertility;"Cityareasandchildcareoriented(No.7)";and"Wardareasandhousewivesandcareer

(No.5)"withlownuptialityandmaritalfertility.

Factorsrelatedtothemarriageeffectindexweremen'sandwomen'sworkinghours,andthe

ratioofwomen'sleave(childcareleave).Inaddition,women'sworkinghours,theratioofday-care

centeruse,andthepercentageofchildrenwaitingtogotoday-carecenterswerepositivelyrelated

tothemaritalfertilityeffectindex.Theserelationshipsdifferedbyregionalcharacteristics,andthe

signoftherelationshipbetweenincomeormen'sworkinghoursandthemarriageeffectindex

differedbyregionalcharacteristics.

Whiletheresultsindicatewhichregionalconditionscanpromotemarriageandchildbearing

nationwide,theyalsoshowthattheconditionsthataffectfertilitydifferbyregionalcharacteristics.

Itwouldbeeffectivetofocusonthesekeyregionalconditionsandapplythem topolicy

implementation.

Keywords:totalfertilityrate,municipality,marriage,maritalfertility,child-rearingenvironment
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特 集 Ⅰ

長期的人口減少と大国際人口移動時代における

将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究

在宅要介護高齢者の介護費用と家族介護の
同時決定モデルに関する研究

―「国民生活基礎調査」（2016年）を用いた分析―

小 島 克 久

Ⅰ．はじめに

わが国では「介護保険」が実施されてから24年を迎えようとしている．この間に要介護

認定者数，介護サービス利用者数は大きく増加した．たとえば，要介護認定者数は，2000

年度の約256万人から2021年度の約690万人へと約2.7倍にまで増加した．その中で，介護

サービス利用者数は，2000年度の約184万人から2021年度の約589万人へと約3.2倍へと増

加している．特に居宅サービスは，2020年の約124万人から2021年度の約405万人へと大き

な増加となっており，2021年度では介護サービス利用者数の68.7％を占めている（厚生労

働省「令和3年度介護保険事業状況報告」）．つまり，わが国の介護サービス利用は，居宅

介護を中心に利用が大きく増えている．そうした介護サービス利用の際には，自己負担が

伴う．つまり，介護サービス利用の増加にともなって，要介護高齢者の世帯の介護サービ

ス支出も増えることになる．
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わが国では介護保険の下での介護サービス利用が多く，それに伴う自己負担も家計から支出され

る．一方，同居家族が介護で果たす役割も大きい．そこで，家計の介護費用と家族介護の負担がと

もに多くなる要因を検討するため，厚生労働省「国民生活基礎調査」（2016年）を用いた分析を行っ

た．介護費用と家族介護の種類が同時に多くなる要因として，高齢者の要介護度，認知症の通院ダ

ミー，要介護の理由としての認知症，脳血管疾患，介護サービス利用，主介護者の女性ダミーが5

％水準で正の有意な結果を示した．高齢者の年齢は下に凸の二次関数となった．この分析は，介護

費用と介護負担の関係が補完的である場合を想定した結果である．両者の関係に代替的な関係にあ

る場合など，両者の関係はさまざまである．さらに，地域によっては介護サービスが十分でなく，

家族介護に頼る場合が多くなるなど，分析に当たっての課題も明らかにした．

キーワード：高齢化 高齢化対策 介護制度 家族介護



一方，高齢者の介護ニーズのすべてに介護保険のサービスが対応しているわけではない．

介護保険の給付対象外の介護内容，介護サービスが提供されない時間帯の介護は，家族が

担う可能性が大きい．厚生労働省「国民生活基礎調査」（2022年）によると，在宅の要介

護高齢者の主介護者のうち45.9％は同居家族である．主な内訳は，配偶者が22.9％，子が

16.2％，子の配偶者が5.4％となっている．また同居の主な介護者の男女構成を見ると，

女性，男性でそれぞれ68.9％，31.1％をとなっている．

つまり，高齢化に伴う介護ニーズの増加は，家計が負担する介護サービス費用，家族に

よる介護負担の両方が増える面があると考えられる．このような問題意識のもと，介護保

険実施下で，介護サービス費用，家族介護の両方の負担が大きくなる要因を検討するため，

厚生労働省「国民生活基礎調査」（2016年）の個票データを用いた分析を行った１）．

Ⅱ．先行研究

家族介護に関する研究として，諸外国の現状を見ると，制度化された介護サービス以外

の「インフォーマルケア」（その多くは家族介護）２）に関する研究が多い．例えば，インフォー

マルケアに従事している者の数の把握として，OECD（2009）やEU（2005）がある．前

者では，イタリアの約403万人，オランダの約119万人などの結果となっている．後者では，

週20時間以上のインフォーマルケアに従事している者をEU25カ国全体で約1,900万人と

推計している．Stobert他（2004）によると，カナダでインフォーマルケアに従事する者

は，45～64歳で約175万人，65歳以上で約32万人である．

また，インフォーマルケアに従事する者の属性として，OECD（2005）によると，男女

別では女性が多く，その割合は6～8割を占める．要介護者との続柄では，配偶者と子が

多い．特に配偶者の割合が高い（30％以上）のは，オーストラリア（43％），ドイツ（32

％），韓国（32％）である．子の割合が高い（40％以上）のは，韓国（55％），アイルラン

ド（48％），スウェーデン（46％）等である．年齢別構成を見ると45～64歳が4～5割程

度を占めている．EU（2003）によると，インフォーマルケア従事者による介護等の内容

として，身体介護，医療的な内容の介護が20～30％を占める一方，家事支援，金銭管理の

割合も高く，要介護者の生活を支えるさまざまな面をインフォーマルケアが支えている．

わが国でも家族介護者に関する研究が蓄積されつつある．特に，国立社会保障・人口問
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1）「国民生活基礎調査」の調査票情報（本文中では個票データ）の利用は，厚生労働科学研究費補助金（政策

科学推進研究事業）「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応

用に関する研究」の一環として，統計法第33条および厚生労働省がこの法律に基づいて定めた規則に基づいて

行った利用申出とその承諾に基づく．この個票データには，世帯や個人を識別する変数の中に，直接に世帯や

個人を特定できる情報は含まれていない．そのため，個票データ利用の上で懸念される，個人情報の流出，毀

損などを含む倫理上の問題は発生しなかった．

2）OECDではインフォーマルケアを「配偶者、その他の家族、親類等によって行われる介護」としている．

米国の家族介護者の団体であるFCA（FamilyCaregiverAlliance）では，「インフォーマルケア（家族介護）

とは、家族、親類等が無給で行う介護」としている．そのため，家族介護を含むインフォーマルケアの定義は

様々である．詳細は小島（2010）参照．



題研究所『社会保障研究』の第6巻1号（2021年7月刊行）では，高齢者介護における家

族介護の実態を特集している．その中で，川越（2021）では在宅での家族介護の実態につ

いて，政府の各種調査からまとめるとともに，家族介護の現状を整理している．また小山

（2021）は「全国家庭動向調査」を用いた家族介護における介護者の状況を，介護負担に

関連する事項を中心に観察している．涌井（2021）も介護を担う家族の介護負担感を整理

することで，家族介護者の存在が要介護高齢者の在宅生活を支えるとともに，施設入所を

遅らせる重要な要素であるとしている．

介護制度，特に介護保険では介護サービス利用時の自己負担がある一方，介護制度が給

付対象としない介護の場面での費用がある．こうした費用は，家計からの支出となる．こ

うした面に関する調査研究の例として，家計経済研究所では，2011年に「在宅介護のお金

とくらしについての調査」を実施している３）．その詳細分析結果のうち，特に山田他

（2013）では，在宅介護時間と在宅介護にかかる経常的費用との相関関係について分析し，

両者には有意な関係は見いだせなかったとしている．

家族介護に関しては，その実態，負担感など研究が蓄積されている．しかし，介護費用

負担の場合，介護負担との明確な関係が見られず，家族介護の負担と介護費用の両方が多

いというケースは要介護高齢者のどのくらいの割合を占めるのか．そして，どのような人々

がそうしたケースに当てはまるのか．これを明確にする必要がある．このような問題意識

のもと，本研究では家族介護の負担と介護費用の支出の両方が多いという状況に至る要因

の分析を行った．

Ⅲ．政府統計から見る「家族介護」と「介護費用負担」

上述の家族介護，介護費用負担の議論の基礎として，わが国の政府統計がこれらの実態

を明らかにしている．そこで，詳細な分析に進む前に，主な政府統計からこれらについて

概観する．

1． 家族介護

厚生労働省「国民生活基礎調査」には，3年に1度実施している「介護票」に家族など

の介護者に関する調査項目がある．その結果は，「介護者」に関する結果の概要や統計表

で公表されている．
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3）この調査は，2016年にも「在宅介護のお金とくらしについての調査2016」を行っている．詳細は田中

（2017）を参照．



表1は主な介護者の同別居・続柄等の別，男女別（同居の家族のみ）の構成比の推移を

まとめたものである．まず，別居の家族，事業者などを含めた主な介護者の同別居・続柄

等の構成比を見ると，最も多いのは「同居の家族」であり，2022年で45.9％を占める．そ

の内訳を見ると，配偶者が22.9％，子が16.2％，子の配偶者が5.4％などとなっている．同

居の家族の割合は2001年の71.1％から低下傾向にはあるものの，主な介護者としての割合

は依然として高い．特に配偶者，子の割合は2001年以降それぞれ20％台，20％付近で安定

的に推移している．一方で子の配偶者の割合は2001年の22.5％から大きく低下している．

別居の家族等の割合は，2022年で11.8％であり，2001年の7.5％から大きく上昇している．

また，事業者の割合も2022年で15.7％であり，2001年の9.3％から上昇している．

同じ表から同居の家族に限られるが，男女別では女性の割合が高く，2022年で68.9％を

占める．この割合は2001年には76.4％であったので，同居の家族介護者については男性の

割合が上昇する傾向にある．しかし，同居の女性の家族が主な介護者であるという傾向に

変わりない．

同居の家族介護者の年齢構造の推移を男女別にまとめたものが図1である．年齢構造は

男女別に，40歳未満，40～49歳，以降は10歳階級別に，80歳以上までの6区分にまとめた．

それによると，男性では60歳以上が60％以上を占め，70％程度に増える傾向が見られる．

その中で60～69歳が20％台の前半から後半の割合で推移している．70～79歳は20％程度を

占めるが，80歳以上は2001年の13.5％から2022年の25.3％へと上昇傾向にある．同居の男

性介護者はもともと高年齢者が多いが，より高齢の介護者が増える傾向にある．女性の場

合，60歳以上の割合は，2001年で50％程度であったが，2022年には70％を超える水準とな

り，介護者の高齢化が急速に進んでいる．その中で60～69歳は20％台後半から30％程度に

まで上昇し，70～79歳も20％程度から30％程度にまで上昇している．また80歳以上も2001
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表１ 男女・続柄別にみた介護者の割合の推移

2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年 2019年 2022年

総数（割合） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

同別居および
続柄

同居 71.1% 66.1% 60.0% 64.1% 61.6% 58.7% 54.4% 45.9%

配偶者 25.9% 24.7% 25.0% 25.7% 26.2% 25.2% 23.8% 22.9%

子 19.9% 20.3% 17.9% 20.9% 21.8% 21.8% 20.7% 16.2%

子の配偶者 22.5% 18.8% 14.3% 15.2% 11.2% 9.7% 7.5% 5.4%

父母 0.4% 0.6% 0.3% 0.3% 0.5% 0.6% 0.6% 0.1%

その他の親族 2.3% 1.7% 2.5% 2.0% 1.8% 1.3% 1.7% 1.2%

別居の家族等 7.5% 8.7% 10.7% 9.8% 9.6% 12.2% 13.6% 11.8%

事業者 9.3% 13.6% 12.0% 13.3% 14.8% 13.0% 12.1% 15.7%

その他 2.5% 6.0% 0.6% 0.7% 1.0% 1.0% 0.5% 0.6%

不詳 9.6% 5.6% 16.8% 12.1% 13.0% 15.2% 19.6% 26.0%

（同居主な介護者）
男女

男 23.6% 25.1% 28.1% 30.6% 31.3% 34.0% 35.0% 31.1%

女 76.4% 74.9% 71.9% 69.4% 68.7% 66.0% 65.0% 68.9%

出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」
注：2016年は熊本県を除く．2022年には別居の介護者の男女別割合（男性26.0％，女性71.1％）が公表されて
いる．



年の3.9％から2022年の15.3％へと上昇傾向にある．さらに，50～59歳は2001年の32.3％か

ら2022年の16.9％へと低下している．同居の女性介護者の年齢構成は，男性よりも顕著な

形で，高齢化が進んでいる．

家族介護者がどのような介護の場面で多くの役割を担っているかもこの調査で分かる．

図2は，介護の場面別に家族のみ（事業者以外の主な介護者とその他の介護者の合計）で

担っている割合を主な調査年次（2001年，2010年，2022年）についてまとめた．それによ

ると，介護の場面によって家族だけで担っている割合に差があり，例えば2022年で見ると，

入浴介助，洗髪では20％台，身体の清拭で30％台にとどまる．これらは訪問介護，訪問入

浴事業者による介護サービスによって行われる介護であることが背景にあるものと思われ

る．一方で，買い物，洗濯は70％台を占める．服薬の手助け，掃除も60％台を占める．こ

れらは必ずしも介護制度のサービスではなく，日常生活や健康管理を支援する内容である

ため，家族が担う場面が多くなるものと思われる．この傾向に年次による大きな変化はな

く，介護事業者によるサービスがカバーしない場面を中心に家族が果たす役割が大きいこ

とがわかる．なお，家族のみで介護を担っている割合の平均（図2の横棒グラフの水準の

単純平均）は，2001年では70.1％，2010年は58.2％，2022年で51.7％である．この数値で

みると家族介護者の役割は小さくはなっているが，割合の水準自体は依然として高く，高

齢者介護における家族の役割は依然として大きいことがわかる．

―30―

図１ 主な同居介護者の年齢構成

出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」
注：2016年は熊本県を除く



2． 家計による介護費用負担

「国民生活基礎調査」では，1か月当たりの介護サービス費用を調査している．図3は

要介護者のいる世帯の家計支出額（月額）階級別に，介護サービス費用の構成（要介護の

者の数）をまとめている．積み上げグラフの下は介護サービス支出5000円未満ではじまり，

以降5000円～1万円未満，1万円～2万円などが続き，そして20万円以上，介護サービス

の費用なし，不詳となっている．「介護サービスの費用なし」の割合には家計支出額によ

る差があるが，13.7％～23.1％の間に分布し，総数で見ると19.4％と2割程度の世帯で介

護サービスの利用がないことがわかる．

これを念頭に置いて介護サービス費用の支出状況を見ると，5000円未満は家計出額40万

円未満の世帯で多く，15.2％～19.1％の水準である．同40万円以上の世帯ではこの割合は

低下し，8.1％～13.0％の水準である．5000円～1万円未満は家計支出額40万円未満の世

帯で10.6％～14.2％の水準にあり，同40万円以上の世帯では6.3～10.9％の水準にとどまる．

これより，家計出額が40万円未満の世帯では，介護サービス支出が1万円に満たない場合

が3割近くを占める．介護サービス支出が1～2万円未満の割合は，家計支出額階級別に

15.2％～19.1％の水準である．2万円以上になると，どの介護サービス支出金額でも，そ
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図２ 家族等の介護者だけで介護を行っている割合（介護の種類別）

出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」
注：主な介護者とその他の介護者だけで介護を担っている割合．数字は2022年



の割合は低下する．ただし，家計支出額40～50万円未満の世帯では，介護サービス支出額

が2～3万円未満，5～10万円未満，同50万円以上の世帯では，介護サービス支出額が3

～5万円未満，5～10万円未満の世帯で10％台に達する．つまり，家計支出額が多い世帯

で，介護サービスへの支出が多くなる者が増える．

また，介護サービス支出の平均は28,585円であるが，家計支出額10万円未満で22,464円

と最も少ない．家計支出額が多くなるに従って，介護サービス支出額の平均は上昇し，家

計支出額50万円以上で49,662円と最も多い．

介護サービス費用は，家計に関する政府統計でもわかる．総務省統計局「全国消費実態

調査」を全面的に見直す形で2019年に実施された総務省統計局「全国家計構造調査」４）で

は，要介護・要支援認定者のいる世帯の家計の状況の集計表を利用できる．その中から，

消費支出，訪問介護・通所サービス等費用，介護機器等レンタル料をまとめたものが表2

である．
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図３ 家計支出額（月額）・介護サービス支出額別介護を要する者の構成比（2022年調査）

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」
注：項目軸の（ ）内の数値は，1人当たり平均介護サービス費用額で，総数は家計支出額不詳を含み，家計支出
額階級別の金額は筆者算定（単位は円）

4）「全国家計構造調査」は，家計における消費，所得，資産及び負債の実態を総合的に把握し，世帯の所得分

布及び消費の水準，構造等を全国的及び地域別に明らかにすることを目的とする調査である．調査に関する詳

細は，総務省統計局 webサイト（https://www.stat.go.jp/data/zenkokukakei/2019/index.html）を参照

（2023年12月16日最終確認）．



表2から，要介護・要支援者認定者のいる世帯の介護費用の支出（2019年）を見ると，

要介護・要支援認定者のいる世帯全体で見た介護費用は，訪問介護・通所サービス等費用

が8,487円，介護機器等レンタル料が387円である．合計で8,874円と消費支出（24万9,749

円）の3.6％に相当する．この世帯のうち，実際に居宅サービス等を利用している者がい

る世帯では，訪問介護・通所サービス等費用が11,376円，介護機器等レンタル料が475円

である．合計で11,851円となり，消費支出（25万5,443円）に占める割合も4.6％に上昇す

る．この表の中から介護費用の支出が最も多くなるのは，要介護認定者2人以上の世帯で

あり，訪問介護・通所サービス等費用が16,489円，介護機器等レンタル料が268円であり，

合計は16,757円と消費支出（31万3,677円）の5.3％を占める．このように，この統計から

分かる居宅介護サービスの費用は，平均で8千円台，消費支出の3％台，実際に居宅介護

サービス利用者がいる世帯ではそれぞれ，1万1千円，4％台となる．

Ⅳ．家族介護と介護費用のモデル分析―「国民生活基礎調査」を用いた分析―

1． 分析の考え方

わが国の高齢者介護では，介護保険下でのサービス利用が増えたが，家族介護が依然と

して大きな役割を果たし，介護サービス利用に対する家計支出も伴っている．既述の山田

他（2013）でも，在宅介護時間と在宅介護費用には有意な関係は見いだせなかった．しか

し，家族介護と介護費用の関係を整理すると，①家族介護，介護費用ともに平均よりも多

い，②家族介護は平均よりも少なく，介護費用が多い，③家族介護が平均よりも多く行わ

れ，介護費用は少ない，④家族介護，介護費用両方とも平均よりも少ない，の4パターン

となろう．わが国の介護保険が「介護の社会化」を目標に実施されたのであれば，その前

提にある考え方は，②か③になる．②は介護サービスを使うことで，家族介護負担が軽減
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表２ 要介護・要支援認定者のいる世帯の消費支出及び介護費用支出（2019年）
（単位：円）

消費支出

訪問介護・通
所サービス等
費用

介護機器等レ
ンタル料

要介護・要支援認定者のいる世帯 249,749 8,487 387

居宅サービス
利用有無

要介護・要支援認定者のいる世帯 居宅サービ
ス等を利用している人がいる

255,443 11,376 475

要介護・要支援認定者のいる世帯 居宅サービ
ス等を利用している人はいない

235,461 1,237 169

要介護認定者のいる世帯 271,936 12,985 576

居宅サービス
利用有無

要介護認定者のいる世帯 居宅サービス等を利
用している人がいる

278,880 15,325 643

要介護認定者のいる世帯 居宅サービス等を利
用している人はいない

241,972 2,888 290

要介護認定者
人数

要介護認定者1人 270,506 12,865 587

要介護認定者2人以上 313,677 16,489 268

出所：総務省統計局「全国家計構造調査」より作成



される場合，③は介護サービスをあまり使わず，家族介護で対応する場合，である．つま

り，家族介護と介護サービス利用が代替的であり，③から②に移行していくという考えで

ある．④は介護ニーズがあまり大きくないケースである．①は介護ニーズが多く，介護サー

ビスと家族介護の両方で対応するケースであり，両者の関係が補完的だと捉えることがで

きる．

そこで，介護サービス利用と家族介護が補完的な①のケースにあてはまる，要介護者や

家族介護者の属性は何であるかを検討した．その検討を行うため，下記のような同時決定

モデルでの分析を行った．

2． 使用データ―「国民生活基礎調査」について―

本研究では，厚生労働省「国民生活基礎調査」（2016年調査）の個票データを用いた．

この調査は，全国の世帯や世帯員を対象に，「保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活

の基礎的事項を調査し、厚生労働行政の企画及び運営に必要な基礎資料を得るとともに、

各種調査の調査客体を抽出するための親標本を設定すること」を目的として毎年行われて

いる．ただし3年に一度の頻度で大規模調査として，毎年行われる「世帯票」，「所得票」

に加えて，「健康票」，「介護票」，「貯蓄票」が加わる．2016年は大規模調査年であった．

この年の調査も，全国の世帯及び世帯員を調査対象とし，世帯票及び健康票については，

平成22年国勢調査区のうち後置番号1及び8から層化無作為抽出した5,410地区内のすべ

ての世帯（約29万世帯）及び世帯員（約71万人）を対象とした．介護票については，前記

の5,410地区内から層化無作為抽出した2,446地区内の介護保険法の要介護者及び要支援者

（約8千人）を対象とした．なお，所得票・貯蓄票については，前記の5,410地区に設定さ

れた単位区のうち後置番号1から層化無作為抽出した1,963単位区内のすべての世帯（約

3万世帯）及び世帯員（約8万人）を対象とした．ただし，熊本地震の影響で熊本県全域

では調査を中止している．

調査項目は世帯主および世帯員の属性や就業状況，5月中の家計総支出額など（世帯票），

自覚症状，通院，日常生活への影響，健康意識など（健康票），介護が必要な者の性別と

出生年月，要介護度の状況，介護サービスの利用状況，家族などと介護事業者による主な

介護内容など（介護票），前年1年間の所得の種類別金額，課税の状況など（所得票），現

在貯蓄高など（貯蓄票）である．

調査方法として，調査員が配布した調査票に世帯員が自ら記入し，後日，調査員が回収

する方法により行った．ただし，貯蓄票については，密封回収する方法により行い，健康

票・所得票については，やむを得ない場合のみ密封回収を行った．

調査対象世帯数は，世帯票と健康票で28万9,470世帯，所得票と貯蓄票で3万4,286世帯，

介護票で7,573人であった．これに対して有効回収数（回収されたもののうち，集計不能

なものを除く）はそれぞれ，22万4,208世帯，2万4,604世帯，6,790人であった．

本研究では，この調査の介護票の有効回収数6,790人のうち65歳以上の者について，世

帯票と健康票をマッチングさせた上で，家族が主介護者で，以下で述べる被説明変数，説
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明変数の両方でデータに不詳がない3,596人を対象とした．

3． 分析の枠組み

(1)被説明変数―家族介護者が担う介護の種類と介護費用負担―

本研究で用いたモデルの概要は次のとおりである．まず，「国民生活基礎調査」の介護

票を世帯票，健康票とマッチングさせた個票データから，主介護者が同居している要介護

高齢者を対象にした，同時決定モデルを用いた．同時決定モデルでは，二つの被説明変数

と説明変数が必要である．ここでは以下の被説明変数を設定した．

まず一つ目の被説明変数として，「家族介護者が主介護者として行っている介護の種類」

を設定した．本研究の分析では同居家族が主介護者として行っている介護の種類（洗顔，

口腔清潔など16種類）をカウントした５）．変数は0から16までの範囲となる６）．これをも

とに，家族介護の種類の平均が6種類であるので．家族介護の種類が平均以上の場合は1，

少ない場合は0とした．なお，この被説明変数を作成するときには，担う家族介護の種類

不詳は除いた．

次にもう一つの被説明変数として，「介護サービスの費用の支払」を設定した．調査で

は1か月当たりの金額を調査しているが，本研究では，居宅介護サービスの支払額が施設

介護の平均的な自己負担よりも多い場合は1，そうでない場合は0とした．具体的には，

厚生労働省「介護給付費等実態調査」より，介護保険施設サービスの費用額（自己負担も

含めた費用）が29万7,200円（平成29年4月審査分）であり，その1割の2万9,720円をも

とに，10円単位を切り上げた2万9,800円とした．この基準以上に介護費用を支払ってい

れば1，そうでなければ0となる．

(2)説明変数―要介護高齢者および家族介護者の属性―

この分析モデルで用いる説明変数について，要介護高齢者および家族介護者の属性を設

定した．具体的な変数の内容などは記述統計をまとめた表3のとおりであるが，主な内容

は以下のとおりである．

まず，要介護高齢者の属性として最も基本的な属性として，男女，年齢を設定した．男

女については女性を1，男性を0とした「女性ダミー」を設定した．年齢については，年

齢各歳の値をそのまま用い，その二乗も説明変数として加えた．これにより，要介護高齢

者に対する家族介護の程度が年齢とともにどのように変化するのかを明らかにすることが

できる．

次に，健康状態や要介護状態に関する変数を設定した．要介護状態は，要介護度（要支
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5）具体的には，洗顔，口腔清潔，身体の清拭，洗髪，着替え，入浴介助，体位交換・起居，排せつ介助，食事

の準備・後始末（調理を含む），食事介助，服薬の手助け，散歩，掃除，洗濯，買い物，話し相手，である．

6）この変数が0であるからといって，要介護度が低い，家族は何もやっていないというわけではない．重度の

要介護者に対して，介護事業所が主介護者である場合，家族はこの調査で挙げられていない場面で要介護高齢

者の介護を担っている可能性がある．



援1,2および要介護1から5の7段階）をもとに最も軽い要支援1を1に，最も重い要介

護5を7に設定した．健康状態はこの調査では回答者自身による主観的な評価であり，

「よい、まあよい、ふつう、あまりよくない、よくない」の5段階である．そこで，この

変数の内容をそのまま用いて，「よい」を1，「まあよい」を2，「ふつう」を3，「あまり

よくない」を4，「よくない」を5とした．こころの状態は，「K6指標」を設定した．具

体的には，「神経過敏に感じましたか」などの6つのこころの状態に関する質問項目で，

「いつも」から「たいてい」「ときどき」「少しだけ」，そして「まったくない」までの5段

階の回答に点数をつけてそれを合計したものである．各項目の点数はこころの状態が良く

ないほど高く，最も良くない場合で24，最も良い場合で0となる７）．通院の状態として，

「認知症での通院」と「認知症以外での通院」の二つを設定し，それぞれ通院している場

合は1，そうでない場合は0とした．

通院やこころの状態以外で要介護高齢者や家族介護者にとって重要なのは，どのような

きっかけで要介護になったか，である．「国民生活基礎調査」の介護票では，「要介護の理

由（および主要な理由）」を調査している８）．その中から回答が多い理由として，①認知

症，②脳血管疾患，③高齢による衰弱，④骨折・転倒，を設定した．それぞれが要介護の

主要な理由になっている場合は1，そうでない場合は0を設定した．

さらに，介護サービスの利用状況であるが，介護サービス利用種類数として，介護保険

からの給付である，「訪問系サービス」，「通所系サービス」，「短期入所系サービス」，「居

住系サービス（グループホーム）」，「小規模多機能型サービス等」，の他，「配食サービス」，

「外出支援サービス」，「寝具類等洗濯乾燥消毒サービス」の8種類である．利用があるサー

ビスの数をカウントした．よって変数の範囲は0から8までである．「介護サービス費用

負担者」として，要介護高齢者の収入または貯蓄の場合は1，そうでない場合は0とした．

最後に，家族介護者の属性であるが，同居していない家族の調査票データが利用できな

いため，「介護票」から利用できる変数に限定した．「家族介護者性別」として女性ダミー

を設定した．

これらの説明変数についても不詳があるものは分析から外した．

(3)モデル

このように，二つの被説明変数に対して，それぞれに用いる説明変数は15個である．被

説明変数相互間で5％水準の有意な相関関係がないか検証した．5％有意でかつ相関係数

が絶対値で0.4以上の説明変数の組み合わせについては，多重共線性をもたらすものと判

断した．これを避けるため，お互いの相関関係が低い，高くても有意でない変数同士でグ

ループ分けして回帰式を設定した．その結果18本の回帰式が設定された．性，年齢，年齢
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7）「K6指標」に関する詳細は野口（2011）を参照．

8）具体的には，脳血管疾患（脳卒中），心疾患（心臓病），悪性新生物（がん），呼吸器疾患，関節疾患，認知

症，パーキンソン病，糖尿病，視覚・聴覚障害，骨折・転倒，脊髄損傷，高齢による衰弱，その他，わからな

い，の14種類である．これらから，介護が必要となった主な原因を調査している．



の二乗が説明変数として含まれるグループ（回帰式1～9），含まれないグループ（回帰

式10～18）に分けられる．二つの被説明変数に対して，それぞれ同じ説明変数を投入する

同時決定モデルなので，推定された説明変数の係数は，被説明変数ごとに得られる．なお，

解析ソフトはStata16.1を用いた．

4． 記述統計量

これらの変数に関する記述統計は表3のとおりである．被説明変数，説明変数ともに不

詳がないサンプルを用いたので，サンプル数は3,596である．二つの被説明変数はともに，

0か1の値をとる．「介護費用が特別養護老人ホームの自己負担の平均（2.98万円）以上

か否か」の平均は0.189であるので，施設入所費用より多くの居宅介護サービス費用を支

払っている要介護高齢者は18.9％となる．「家族介護の種類が平均より多いか否か（16種

類中6種類以上）」の平均は，0.451であり，45.1％の高齢者は家族からの介護をより多く
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表３ 使用変数と記述統計量

使用変数

記述統計量

タイプ 平均
標準
偏差

最小 最大

サンプル数 3,596

被説明
変数

介護費用が特別養護老人ホームの自己負担の平均（2.98
万円※）以上か否か（多い=1，そうでない=0）

二値 0.189 0.391 0 1

家族介護の種類が平均より多いか否か（16種類中6種類
以上）

二値 0.451 0.498 0 1

説明
変数

要介護
高齢者
属性等

性別（女性=1，男性=0） 二値 0.664 0.472 0 1

年齢（各歳） 整数 84.06 7.25 65 106

年齢の二乗 整数 7,119 1,202 4,225 11,236

要介護度（要支援1=1，…，要介護度5=7）
カテゴ
リー

3.392 1.591 1 7

認知症での通院
（あり＝1，なし=0）

二値 0.201 0.401 0 1

認知症以外での通院
（あり＝1，なし=0）

二値 0.852 0.355 0 1

健康状態（よい＝1，まあよい=2，ふつう=
3，あまりよくない=4，よくない=5）

カテゴ
リー

3.624 0.897 1 5

こころの状態（K6，0～24） 整数 5.669 5.303 0 24

要介護の
理由

認知症（あてはまる=1，あてはまらない=0） 二値 0.180 0.385 0 1

脳血管疾患
（あてはまる=1，あてはまらない=0）

二値 0.163 0.370 0 1

高齢による衰弱
（あてはまる=1，あてはまらない=0）

二値 0.169 0.375 0 1

骨折・転倒
（あてはまる=1，あてはまらない=0）

二値 0.132 0.339 0 1

介護サービス利用数（0～8種類） 整数 1.300 0.913 0 8

介護サービス費用負担者
（要介護高齢者の収入等＝1，それ以外=0）

二値 0.840 0.366 0 1

家族介護者性別（女性=1，男性=0） 二値 0.675 0.468 0 1

注：※は厚生労働省『介護保険事業状況報告』より費用額から給付額を引いて算定した1件当たり金額．



受けていることになる．

上記でまとめた家族介護と介護費用

負担の4つのパターンを，この表とは

別にこのデータでの分布を図4にまと

めた．両方の変数が1になる，つまり

本研究での検討対象である，家族介護，

介護費用の両方が多い要介護高齢者

（上述のケース①）は，13.24％である．

両方が0になる要介護高齢者（同ケー

ス④）は49.22％，介護費用が多く，

家族介護が少ない要介護高齢者（同ケース②）は5.65％，介護費用が少なく，家族介護が

多い要介護高齢者（同ケース③）は31.9％となる．

説明変数については，多くのもので数値として0または1の値をとる．そのため，平均

値は1を下回る小数値となっている．一方，年齢は実際の年齢を用いたため，最小値が65，

最大値が106となっている．こころの状態は0から24の範囲の値をとり，要介護度は1か

ら7の範囲，介護サービス利用数は0から8の範囲の値をとる．

Ⅴ．分析結果

同時決定モデルによる分析結果は表4-1，表4-2の通りである．両者の違いは，説明変数

に性，年齢（および年齢の二乗）が含まれるか否かである．表の見方として，上段，下段

はそれぞれ被説明変数が介護費用負担，家族介護の程度の結果を指す．

1． 性，年齢（およびその二乗）を含むモデル（回帰式１～９）

表4-1から介護費用負担，家族介護程度の両方が大きくなる被説明変数を見ると，回帰

式1から9の回帰式のすべて，または一部に投入された変数で，5％水準で有意（表中に

＊が2つ以上ついた変数）な説明変数は以下のようになる．

まず，要介護高齢者の属性に関する説明変数では，要介護高齢者の女性ダミーは家族介

護程度の方で有意な負の係数をとる．年齢と年齢の二乗も家族介護程度でのみ有意な係数

をとる．変数は有意ではないが介護費用負担でも，年齢が負の係数，年齢の二乗が正の係

数をとる．つまり，下に凸の関数となるので，要介護高齢者はある年齢以上になると，介

護費用，家族介護の負担がともに増えることがわかる．その年齢は回帰式により大きく異

なるが，介護費用負担の場合は66歳から81歳，家族秋後程度の場合は76歳から83歳の間と

なる．

要介護度，認知症での通院は，介護費用負担，家族介護程度の両方で有意な正の係数を

とる．要介護度が上がったり，認知症を患ったりしている場合でも，介護費用，家族介護

の負担がともに増える．健康状態とこころの状態は，介護費用負担では一部の回帰式（健
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図４ 本研究における介護費用・家族介護負担の関係

注：割合は本分析結果による．色つきの部分は，本分析が対
象とした，介護費用，家族介護負担ともに多い要介護高齢者
のパターン



康状態は回帰式3，心の状態は回帰式4と8）で有意な負の係数をとる一方，家族介護程

度では変数を投入したすべての回帰式で有意な正の係数をとる．健康状態やこころの状態

が良くない場合は介護費用が減り，家族介護負担がむしろ増えるという結果となる．

要介護の理由に関する説明変数について，有意な正の係数をとるのは，認知症，脳血管

疾患である（ただし，家族介護負担程度の回帰式6と8の認知症を除く）．高齢による衰

弱は，家族介護程度でのみ有意な負の係数をとる．つまり，要介護の理由に，認知症，脳

血管疾患があると，介護費用，家族介護の負担ともに増えることがわかる．高齢による衰

弱では，介護費用負担は増えるが，家族介護負担は少なくなる．

介護サービス利用に関する説明変数について見ると，介護サービス利用数，介護費用負

担者ダミーは，介護費用負担，家族介護程度のどちらでもすべて5％水準で有意な正の係

数を示している．介護サービスの利用が増えるほど，要介護高齢者本人が介護費用を支払っ

ているほど，介護費用，家族介護負担がともに増える．

家族介護者に関する説明変数である家族介護者の女性ダミーであるが，表4-1では性，

年齢の他の変数との相関があったため，モデルに含めなかった．そのためこの変数を投入

した結果は表4-2から分かる．
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2． 性，年齢（およびその二乗）を含まないモデル（回帰式10～18）

表4-2の性，年齢（およびその二乗）を含まないモデルの結果から，介護費用負担，家

族介護程度の両方が大きくなる被説明変数を見ると，回帰式10から18のすべて，または一

部に投入した説明変数で，5％水準で有意（表中に＊が2つ以上ついた変数）なものは以

下のようになる．

まず，要介護高齢者の属性に関する説明変数では，要介護度，認知症での通院が正の係
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表４－１ 同時決定モデルの推定結果（性，年齢あり）

使用変数
推定結果

回帰式1 回帰式2 回帰式3 回帰式4 回帰式5 回帰式6 回帰式7 回帰式8 回帰式9

介護

費用

負担

要介護

高齢者

属性等

性別（女性=1） 0.0163 -0.0916 -0.0076 -0.0872 -0.004 -0.0931 0.0039 -0.0903 0.0055

年齢（各歳） -0.0368 -0.1112* -0.0815 -0.1123* -0.0824 -0.1197* -0.0824 -0.1218* -0.0839

年齢（各歳の二乗） 0.0003 0.0007* 0.0006 0.0007* 0.0006 0.0008** 0.0006* 0.0008** 0.0006*

要介護度（7段階） 0.3957***0.3068***0.3844***0.3031***0.3808***0.3046***0.3780***0.3020***0.3756***

認知症での通院（あり=1） 0.2995***0.3703***0.3089***0.3775***

認知症以外での通院（同上） -0.2330***-0.1946***-0.2456***-0.2104***

健康状態（5段階） -0.0626*-0.0633** -0.0475 -0.0428

こころの状態（K6指標） -0.0127** -0.0098* -0.0106** -0.0068

要介護

の理由

認知症（あてはまる=1） 0.4907***0.5319***0.4991***0.5423***

脳血管疾患（同上） 0.1902**0.3008*** 0.1838**0.2993***

高齢による衰弱（同上） 0.0546 0.0184 0.0563 0.023

骨折・転倒（同上） -0.0547 -0.05 -0.0583 -0.051

介護サービス利用数（0～6種類） 0.6434*** 0.6448*** 0.6372*** 0.6387***

介護サービス費用負担者

（要介護高齢者=1）
0.6083*** 0.6027*** 0.5755*** 0.5714***

家族介護者性別（女性=1）

定数 -1.675 1.5324 0.0712 1.4598 -0.0273 1.4633 -0.3556 1.4645 -0.3916

家族

介護

程度

要介護

高齢者

属性等

性別（女性=1） -0.1931***-0.2308***-0.2119***-0.2417***-0.2234***-0.1976***-0.1755***-0.2088***-0.1878***

年齢（各歳） -0.1636***-0.1954***-0.1893***-0.1974***-0.1913***-0.1878***-0.1791***-0.1906***-0.1821***

年齢（各歳の二乗） 0.0010***0.0012***0.0012***0.0012***0.0012***0.0012***0.0012***0.0012***0.0012***

要介護度（7段階） 0.3877***0.3436***0.3706***0.3471***0.3732***0.3419***0.3676***0.3452***0.3697***

認知症での通院（あり=1） 0.2585***0.2806***0.2410***0.2626***

認知症以外での通院（同上） -0.0061 -0.004 0.0032 0.0028

健康状態（5段階） 0.0919***0.0866*** 0.0972***0.0940***

こころの状態（K6指標） 0.0250***0.0250*** 0.0265***0.0268***

要介護

の理由

認知症（あてはまる=1） 0.1313* 0.1532** 0.1163* 0.1394**

脳血管疾患（同上） 0.1621**0.1949*** 0.1692**0.2021***

高齢による衰弱（同上） -0.1724**-0.1738**-0.1811**-0.1812**

骨折・転倒（同上） -0.0727 -0.0801 -0.0673 -0.0737

介護サービス利用数（0～6種類） 0.1641*** 0.1598*** 0.1584*** 0.1534***

介護サービス費用負担者

（要介護高齢者=1）
0.1522** 0.1530** 0.1370** 0.1377**

家族介護者性別（女性=1）

定数 4.9591**5.9097*** 5.5725**6.1365***5.7842*** 5.3759** 4.9154** 5.6493** 5.1832**

各種指標

/athrho 0.1679*** 0.0834**0.1557*** 0.0868**0.1566*** 0.0861**0.1561*** 0.0893**0.1567***

サンプル数 3,596 3,596 3,596 3,596 3,596 3,596 3,596 3,596 3,596

ll -3,510 -3,270 -3,450 -3,260 -3,440 -3,260 -3,430 -3,250 -3,420

chi2 1,118 1,404 1,187 1,418 1,202 1,412 1,208 1,427 1,225

aic 7,046 6,586 6,932 6,563 6,909 6,575 6,911 6,550 6,886

注：*>0.1，**>0.05，***>0.01で有意



数で有意となる．ここは回帰式1～9の結果と同じく，要介護度が上がったり，認知症を

患ったりしていると，介護費用，家族介護の負担が増える．健康状態とこころの状態では，

介護費用負担では一部の回帰式（健康状態は回帰式12，心の状態は回帰式13，14，17）で

有意な負の係数をとる．一方，家族介護程度では投入されたすべての回帰式で有意な正の

係数をとる．健康状態やこころの状態が良くないほど介護費用が減る一方，家族介護の負

担がむしろ増えるという結果となる．この点は回帰式1～9と同じである．
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表４－２ 同時決定モデルの推定結果（性，年齢なし）

使用変数
推定結果

回帰式10回帰式11回帰式12回帰式13回帰式14回帰式15回帰式16回帰式17回帰式18

介護

費用

負担

要介護

高齢者

属性等

性別（女性=1）

年齢（各歳）

年齢（各歳の二乗）

要介護度（7段階） 0.3962***0.3099***0.3866***0.3067***0.3833***0.3098***0.3846***0.3078***0.3826***

認知症での通院（あり=1） 0.2825***0.3680***0.2920***0.3757***

認知症以外での通院（同上） -0.2529***-0.2275***-0.2617***-0.2412***

健康状態（5段階） -0.0547*-0.0604** -0.0402 -0.0381

こころの状態（K6指標） -0.0125**-0.0105** -0.0106** -0.0076

要介護

の理由

認知症（あてはまる=1） 0.4950***0.5753***0.4997***0.5826***

脳血管疾患（同上） 0.1722**0.2432*** 0.1659*0.2407***

高齢による衰弱（同上） 0.1428 0.1778** 0.1399 0.1795**

骨折・転倒（同上） -0.0336 0.0205 -0.0386 0.0183

介護サービス利用数（0～6種類） 0.6479*** 0.6491*** 0.6435*** 0.6447***

介護サービス費用負担者

（要介護高齢者=1）
0.5998*** 0.5936*** 0.5738*** 0.5698***

家族介護者性別（女性=1） 0.2509***0.2417***0.2317***0.2428***0.2361***0.2452***0.2412***0.2450***0.2434***

定数 -2.5708***-2.9318***-2.7434***-3.0428***-2.8767***-3.2845***-3.1054***-3.3614***-3.1911***

家族

介護

程度

要介護

高齢者

属性等

性別（女性=1）

年齢（各歳）

年齢（各歳の二乗）

要介護度（7段階） 0.3961***0.3546***0.3804***0.3592***0.3839***0.3533***0.3789***0.3577***0.3823***

認知症での通院（あり=1） 0.2199***0.2437***0.2006***0.2239***

認知症以外での通院（同上） -0.0238 -0.0255 -0.0066 -0.0107

健康状態（5段階） 0.1124***0.1065*** 0.1150***0.1113***

こころの状態（K6指標） 0.0255***0.0255*** 0.0264***0.0266***

要介護

の理由

認知症（あてはまる=1） 0.1269* 0.1567** 0.1034 0.1343**

脳血管疾患（同上） 0.1472** 0.1685** 0.1495** 0.1712**

高齢による衰弱（同上） -0.0873 -0.0731 -0.0949 -0.0797

骨折・転倒（同上） -0.0618 -0.06 -0.058 -0.0554

介護サービス利用数（0～6種類） 0.1581*** 0.1535*** 0.1581*** 0.1535***

介護サービス費用負担者

（要介護高齢者=1）
0.1460** 0.1481** 0.1359** 0.1384**

家族介護者性別（女性=1） 0.4265***0.4442***0.4454***0.4391***0.4414***0.4427***0.4443***0.4372***0.4397***

定数 -1.7728***-2.2818***-2.2699***-2.0379***-2.0497***-2.2866***-2.2816***-2.0218***-2.0375***

各種指標

/athrho 0.1569*** 0.0714*0.1476*** 0.0752*0.1485*** 0.0758*0.1519*** 0.0798**0.1532***

サンプル数 3,596 3,596 3,596 3,596 3,596 3,596 3,596 3,596 3,596

ll -3,500 -3,250 -3,430 -3,240 -3,420 -3,240 -3,420 -3,230 -3,410

chi2 1,144 1,433 1,212 1,445 1,225 1,438 1,224 1,450 1,238

aic 7,006 6,533 6,890 6,515 6,871 6,526 6,878 6,506 6,857

注：*>0.1，**>0.05，***>0.01で有意



要介護の理由に関する変数では，認知症，脳血管疾患では介護費用負担，家族介護程度

のどちらでも変数を投入した回帰式の多くで有意な正の係数をとる（介護費用負担では，

回帰式17の脳血管疾患，家族介護程度では回帰式15，17の認知症を除く）．高齢による衰

弱は，介護費用負担の一部の回帰式（回帰式16，18）でのみ有意な正の係数をとる．要介

護の理由に，認知症，脳血管疾患があると，介護費用，家族介護の負担ともに増えること

は，回帰式1～9と変わらない．

介護サービス利用に関する説明変数の係数を見ると，介護サービス利用数，介護費用負

担者ダミーは，介護費用，家族介護のどちらでもすべて5％水準で有意な正の係数を示し

ている．介護サービスの利用が増えるほど，要介護高齢者本人が介護費用を支払っている

ほど，介護費用，家族介護負担がともに増える．この点も回帰式1～9と同じである．

家族介護者に関する説明変数である家族介護者の女性ダミーであるが，介護費用負担，

家族介護程度の両方で有意な正の係数をとる．つまり，女性が主介護者であると，介護費

用，家族介護の両方の負担が増えることがわかる．

3． 同時決定モデルによる分析から分かること

このように，要介護高齢者のための介護費用負担，家族が担う介護の種類を同時に左右

する，特に両方の負担を増やす要因を中心にまとめると，以下のようになる．

① 高齢者の年齢はある年齢から介護費用，家族介護負担の両方を増やす．

② 要介護度が上がったり，認知症を患ったりしていると，介護費用，家族介護の負担

が増える．

③ 健康状態やこころの状態が良くないほど介護費用が減る一方で，家族介護の負担が

増える．

④ 要介護の理由として，認知症，脳血管疾患があると，介護費用，家族介護の負担と

もに増える．

⑤ 介護サービスの利用が増えるほど，介護費用，家族介護の負担ともに増える．

⑥ 女性が主介護者であると，介護費用，家族介護の両方の負担がともに増える．

これより，要介護者の身体，健康状況の他，要介護になった理由，介護サービスの利用

状況，主介護者の性別が，介護費用と家族介護の程度を同時に増やす．つまり図4の①に

当てはまりやすくなることわかる．

Ⅵ．考察

わが国では介護保険が実施されて24年を迎えようとしており，介護サービスも普及して

いる．しかし，家族介護が担う役割は依然として大きい．また，家計による介護負担も消

費支出の3％以上を占めている．そのような中，家族介護と介護費用の関係として，①家

族介護，介護費用両方とも平均よりも多い，②家族介護は平均よりも少なく，介護費用が

多い，③家族介護が平均よりも多く行われ，介護費用は少ない，④家族介護，介護費用両
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方とも平均よりも少ない，の4パターンを整理できる．わが国の介護保険が「介護の社会

化」を目標に実施されたのであれば，③から②に移行するという介護費用と家族介護負担

が代替的であるという考えが前提となる．しかし，本研究の分析では，①～④に該当する

ケースがそれぞれあり，介護費用と家族介護の負担に一義的な関係を示すことが難しい．

本研究では，①の介護サービスと家族介護の両方の負担が多いという，両者の関係が補完

的と捉えることができるケースに着目し，介護費用と家族介護の負担が同時に増える要因

を検討した．その結果，より高齢で，重度要介護者であり，認知症での通院がある，要介

護のきっかけが認知症や脳血管疾患である場合で①に該当する可能性は高くなる．また，

介護サービス利用が多く，主介護者が女性である場合も，①に該当する可能性が高くなる．

このように本研究では，「介護の社会化」が進む一方で，介護費用負担（介護サービス

利用）と家族介護負担が補完的な関係にあるケースが存在する要因を明らかにした．本研

究で取り上げなかったこととして，③や④のように介護サービス利用が少ない場合，その

理由として介護サービス提供体制が十分でないことも考える必要がある．介護サービス提

供体制の視点からの分析は，本研究で使用したデータだけではできず，この点は今後の課

題として残された．また，介護サービス利用と家族介護との関係には地域差も考えられる．

今回の分析では，サンプル数や調査方法の関係から，地域差に言及することができず，こ

の点も課題として残された．さらに，新型コロナの影響で介護サービス利用や家族介護へ

の依存度に変化が生じた可能性も否定できない．こうした課題に対応するには，介護サー

ビス提供体制を考慮した外生変数の導入検討，地域差を考慮した分析枠組みの検討，新型

コロナの時期を含めたデータでの検討を進めていく必要があろう．
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SimultaneousEquationModelAnalysisofFamilyCaregivingandLong-
TermCareCostExpenditurebytheOlderPersonPrivateHouseholdinJa-

pan-GovernmentalSurveyMicro-DataAnalysis-

KOJIMAKatsuhisa

InJapan,theuseoflong-termcareservicesunderlong-termcareinsurancehasincreasedwith

10%(inprinciple)out-of-pocketpaymentoutofthehouseholdbudget.Ontheotherhand,family

memberslivingtogetheralsoplayasignificantroleinlong-termcareforolderpersons.

Therefore,IhaveconductedananalysisusingtheMinistryofHealth,LaborandWelfare's

"ComprehensiveSurveyofLivingStandard"(2016)micro-datainordertoexaminethefactorsthat

increasebothhouseholdcaregivingcostburdenandtheburdenoffamilycaregiving.Asfactorsthat

increasebothoftheburdensatthesametime,Ihavefoundthatthelevelofcarerequiredbythe

olderpersons,adummyforhospitalvisitsfordementia,dementiaandcerebrovasculardiseaseas

reasonsforrequiringlong-termcare,useoflong-termcareservices,andafemaledummyforthe

primarycaregiverwerepositivewith5%significantlevel.Theageoftheolderpersonswasa

downwardconvexquadraticfunction.

Theresultsofthisanalysisassumeacomplementaryrelationshipbetweenthepaymentof

long-termcareservicesandtheburdenoffamilycaregiving.Therelationshipbetweentwofactors

maydiffer,includingcasesinwhichtherelationshipbetweenthetwofactorsisalternative.

Inaddition,Ihavefoundthechallengesforthefuture,suchasthefactthatIhavetoconsider

theregionaldifferencewithregionslackofsufficientlong-termcareservicesonlytorelyonfamily

caregiving.

Keywords:Populationageing,Policyforpopulationageing,Long-term caresystem,Family

Caregiving
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特 集 Ⅱ

地方創生に関連した研究（その２）

東京圏の転入超過とコロナ禍

清 水 昌 人

Ⅰ．導入

2020年初頭に始まったコロナ禍は世界各地の国内人口移動に大きな影響を与えた．各種

の報告によれば，2020年には様々な国で国内の移動率が低下するとともに，郊外や非都市

圏に向かう移動が増加した（T・nnessen2021，PeralesandBernard2023）．また，日本

ではとくに後者の移動方向の変化が注目を集めており，コロナ禍が人口の東京圏一極集中

に「歯止めをかけた」（小池 2022b:510）ことが大きな話題となった．

一方，これまでの研究によれば，この時期の変化のうち，実際にどの程度がコロナ禍に

よるものかは十分明らかになっていない．周知のように，コロナ禍下においては，世界の

各地で政府・自治体による移動制限，経済不況，あるいは移動に対する忌避感の増加など

の事態が起こり，人々の移動行動は平時と大きく異なる状況下に置かれた．ただ，統計資

料からも分かるとおり，実際にはコロナ禍下でも多くの人々が移動していたようである．

したがって，この時期の人口移動とコロナ禍との関係を捉えるには，コロナ禍それ自体だ

けではなく，以下のような点にも注目する必要がある．まず，コロナ禍下においても，コ

ロナ禍前と同じように移動していた人たちもいたはずなので，コロナ禍以外の要因が移動
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東京圏の転入超過数はコロナ禍下で大きく減少したが，コロナ禍にのみ注目すると他の要因がこ

の時期の人口移動に与えた影響を見逃す．本研究では2020年以降における転入超過数急減の諸要因

を捉えるため，東京圏の移動と人口学的，社会経済的要因との関連を検討した．分析によれば，転

入と転出には時間差関係があり，2020年の転出数の水準は2010年代後半の転入数でよく説明できた．

また，2019～2021年間の転入数の減少はその約2割が人口減少に起因していた．ここには少子化に

よる減少も含まれる．一方，有効求人倍率等の地域差は2010年代後半に東京圏の転入超過を抑える

方向に変化していた．この時期の転入超過はオリンピック・パラリンピックの開催準備等で例外的

に多かった可能性がある．以上によれば，転入超過数をある程度減少させる条件は元々揃っていた

が，コロナ禍により減少の動きが大幅に強化された，との解釈も成り立ちうる．

キーワード：東京圏，転入超過，コロナ禍，2010年代後半



に与えた影響にも目を向けなければならない．こうした視点は，この時期の人口移動の全

体像を掴むために必須であるが，同時にコロナ禍の影響を明確化することにも寄与する．

次に，従来の研究では，コロナ禍の影響を測るにあたって，コロナ禍前の移動状況を参照

することが常となっているが，この参照の対象となる時期，あるいはそうした時期の選び

方については，もう少し検討を加えたほうがよいように思われる．既存研究の多くはコロ

ナ禍下の移動を2010年代後半や2019年の移動と比較してきた（FieldingandIshikawa

2021，T・nnessen2021）．しかし，これら比較対象の時期にはこの時期特有の期間効果が

あるため，その点を考慮せずに比較を行っても，コロナ禍の影響を正当に評価したことに

はならない．コロナ禍下の移動を分析するには，コロナ禍以前からの社会経済の動向や移

動自体の趨勢を正確に把握しておくことが不可欠である．

本研究では，コロナ禍下における東京圏の転入超過の変化を中長期的な動向のなかに位

置づけるため，2010年代以降の人口移動の推移と人口学的・社会経済的な要因との関連を

検討する．周知のように，東京圏の2010年代，とくにその後半は，人口の面では転入超過

が急増し，社会経済面ではオリンピック等の開催準備が進んだ時期に当たる．本研究では

まず2020年前後の数年間に着目し，その時期の移動の特徴を把握する．ここでは2010年代

後半とコロナ禍下の2020年代１）という特殊な時期の連続が，コロナ禍下での転入超過の急

減やその評価に少なからず影響した可能性を示す．一方，本研究では人口移動とその規定

要因との中期的な関係を捉えるため，2000年代後半以降の社会経済変数の推移も観察する．

ここでは，人口移動と社会経済変数との関係が2010年代に変化したこと，この関係の変化

が2020年前後の状況の理解を複雑にしていることが示される．

Ⅱ．既存研究

コロナ禍下の国内人口移動については，日本以外でも色々な特徴が報告されているが，

とくに2020年の前後の変化に着目する場合には，それら各国の移動の特徴はおおむね次の

2点にまとめられる．第一に，コロナ禍下では多くの国々において国内移動の量や率，方

向などに顕著な動きが見られた．例えば，ドイツではコロナ禍下に全体的な移動量が低下

するとともに，流入超過率２）が村落部で大きく上昇し，大都市部で大きく低下した

（Stawarzetal.2022）．また，一部の地域では非統計的な観察も含むが，例えばインド

（Beheraetal.2021），スウェーデン（VogiazidesandKawalerowicz2023），スペイン

（Gonz・lez-Leonardoetal.2022），ノルウェー（T・nnessen2021），ペルー，フィリピン，
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1）本稿では主に年単位の統計を使うため，本分析で「コロナ禍下」にあたるのは2020年から2022年頃までの約

3年間の状況である．ただし，月単位の観察が可能な場合には，新型コロナウイルス感染症が「5類感染症」

に移行した2023年5月をもって一応の区切りと見なすことができる．

2）『現代人口辞典』の「移動率」の項には「流入（転入）、流出（転出）」との記述があるので（人口学研究会

編 2010），本稿では流入と転入，流出と転出を互換的に用いる．ただし，同文献の「転出入」の項では，この

用語の説明として「住民基本台帳上の．．．行政用語である」ともあるため，国外の事例については流入・流出

の語を用いた．



セネガル等（MartinandBergmann2021）でも，移動率の低下，あるいは大都市からの

流出や村落部への流入などが目立ったとの報告がある．

第二に，これは移動自体の特徴というより評価の特徴であるが，コロナ禍における一部

の変化は，コロナ禍以前からの抜本的な変化というよりも，むしろ過去の趨勢の延長や強

化と見なされている場合がある．この点はとくに郊外化が進行する国々の研究で見受けら

れ，例えばドイツやノルウェーでは，コロナ禍下における人口移動の向き自体は2010年代

の郊外化のそれと同じ，ないし郊外化の方向がさらに強化されたものと捉えられている

（T・nnessen2021，Stawarzetal.2022）．こうした国々では，コロナ禍下で起きた変化

のうち，どの部分を過去の趨勢の延長と解釈するかによって，コロナ禍とその影響の評価

が左右されることになる．

一方，日本の国内移動については，全体として上述の国々と似た変化を示したが，そう

した変化の評価はドイツやノルウェーの場合と異なる．すなわち，コロナ禍下の日本では，

いくつかの国々と同じく人口移動率が低下した（阿向 2021）．また，大都市圏内部では中

心部から郊外への移動が相対的に比重を高め，大都市圏・非大都市圏間の移動では大都市

圏，とくに東京圏（一都三県）の転入超過数が減少した（小池 2022a，2022b）．ただし，

後者の東京圏の移動については，コロナ禍前の転入超過数が多かったこともあり，コロナ

禍下での変化は従来の傾向の延長ではなく，むしろ中断や転換（の可能性）という文脈で

捉えられたようである．実際に，当時のマスメディアでは「東京圏への集中に急ブレーキ」

（東京新聞2021年1月29日）といった見方が多く，また専門家の研究でもコロナ禍が東京

の人口一極集中を変えうるかが論じられていた（石川 2021）．こうしたコロナ禍下の状況

に対する（ある種の期待を含んだ）評価は，コロナ禍が一段落した現在では東京圏への人

口再集中への懸念に置き替わったが（例えば「人口の東京一極集中が再加速 22道県は流

出拡大」日経新聞2023年1月30日），少なくともコロナ禍の時点では，一時的にせよ，東

京圏に「人口移動の方向転換」migrationturnaroundに類する現象が起きたと考えられ

ていたことは間違いない．

ただし，これまでの研究によれば，コロナ禍下の東京圏では以上のような変化が起きた

ことが分かっているものの，こうした変化がすべてコロナ禍（のみ）によって引き起こさ

れたのかについては詳しい検討がなされていない．先に述べたように，コロナ禍は当時の

個人や社会に広範な影響を及ぼした．それゆえ研究のなかには，コロナ禍「下で」起きた

変化を，主としてコロナ禍「に起因する」と仮定して分析を行うものもある（Fielding

andIshikawa2021:2）．しかし，少なくとも近年の人口移動の統計を見る限り，そうした

見方はやや正確さを欠くように思われる．筆者がこのように考える理由は主に2つある．

第一に，コロナ禍下の東京圏で転入超過が急減したという評価は，2010年代後半との比

較を根拠にしている（FieldingandIshikawa2021，小池 2022a）．が，実際には，2010

年代後半には転入超過が急増していたため，この超過数の急増自体がコロナ禍の影響を強

調するように働いた可能性がある．2020年前後の統計から想像すると，コロナ禍前の段階

では東京圏に来ようと思っていた人たちが以前に増して多く，しかしコロナ禍下ではそれ
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らの人たちの相当数が移動をやめたため，転入超過数は大きく減少したようにも思われる．

つまり，東京圏に来ようと思っていた人たちが元々少なければ，コロナ禍下で移動をやめ

る人も少なくなり，2010年代との「ギャップ」としての転入超過の減少もより目立たなく

なっていた可能性がある．ただし，こうした見方はコロナ禍前の状況の検討が必要なこと

を意味するが，コロナ禍やコロナ禍下の状況が転入超過の減少の一因となったことを否定

するものではない．

第二に，人口移動の推移や既存研究を踏まえると，東京圏の転入超過数はコロナ禍がな

くてもある程度低下した可能性がある．この主張の根拠をいくつか挙げると，まず月別の

データによれば，2019年10月以降，転入超過数の対前年同月の上昇幅が前の年より減少す

る月が目立ちはじめた（菅他（2023）も参照）．コロナ禍が発生しなくても，転入超過数

のピークは間近に来ていたかもしれない．次に，転入と転出の時間差の分析によれば，大

都市圏では転入が増えた数年後に転出が増えることが知られている（阿部 1994）．東京圏

では2016年頃から転入が増えたので，コロナ禍がなくても2020年か2021年には転出が増え，

転入超過数を引き下げる方向に力が加わったのではないだろうか．さらに，社会経済要因

については，東京では2013年9月に東京オリンピック・パラリンピックの開催が決まり，

各種のインフラ整備が進んだが，この間の移動の推移は1998年前後の長野市の状況と似て

いる．長野市ではオリンピック開催の前年までは転入超過であったが，オリンピックや関

連事業が終わった1998年には大幅な転出超過に転じた（長野市（2013）．長野県（2018）

も参照）．したがって，東京でも類似のことが起きた可能性がないとはいえない．

以上に示した想定は，現段階では可能性の域を出ていない．しかし，過去の状況がその

後の移動の制約条件となることを踏まえると，2020年代に至る移動の趨勢をより正確に理

解するには，少なくとも2010年代の移動の推移や，移動と社会状況との関連を検討するこ

とは必要である．また，そうした検討の結果，コロナ禍以外の理由で転入超過数が減少し

た可能性が見つかれば，今回の「移動の方向転換」が過去のパターンの中断や転換とはい

いきれないことが示されるかもしれない．

日本の人口移動研究では，これまで人口移動自体の特徴や，移動と人口学的，地理的，

および社会経済的な要因との関係などが分析されてきた．その結果，人口の年齢構造（河

邊 1985，井上 2002），転入と転出の時間差（阿部 1994），移動の発地・着地パターン

（酒井 1991），各地域の雇用や所得水準，産業構造（石川 1994，2001），住宅地価（石川

2001），あるいは大学等への進学者数の推移（中川 2005）などが人口移動全体の動向を規

定してきたことが知られている．東京圏をめぐる近年の人口移動でも，移動自体の動向と

合わせて以上のような規定要因を分析することが有用と考えられる．一方，2010年代後半

に特有の期間効果，とくに東京オリンピック・パラリンピックの影響に関しては，上で指

摘した通り，ある程度は東京圏の人口移動を左右したと推測されるが，その影響を直接的

に検証できるデータはない．そのため，実際の分析ではオリンピックの経済効果の予測や

社会経済的要因の観察を通してオリンピック等が移動に与えた影響を推測するか，あるい

は人口移動の変化のうち，各種の要因では説明できない部分にその効果を想定する，といっ
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た間接的な方法を取らざるを得ない．

以上のことを踏まえ，本研究では次の4点を課題とした．第一に，近年の東京圏におけ

る国内移動の転入超過数の推移を把握する．ここでは，中長期的な趨勢に2010年代以降の

特徴を位置付けるため，過去30年で転入超過数が最も少なかった1994年からの動向を観察

する．第二に，転出入の時間差関係を検討する．2010年代における転入の増加が（コロナ

禍の有無にかかわらず）その後の転出増加をもたらした可能性を検討する．第三に，有効

求人倍率や大学進学移動等の社会経済的要因，および年齢別の人口規模や地理的要素（移

動の発地・着地）等と移動との関係を観察する．社会経済的要因については各指標の時系

列の推移を検討し，人口規模や地理的要素などに関しては移動量との計量的な関係を分析

する．第四に，以上の課題の検討をもとに，コロナ禍と転入超過の急減との関係を考察す

る．ここでは，オリンピック・パラリンピックの開催準備期であったことを含め，2010年

代後半の東京圏が特異な状況に置かれていたことがコロナ禍下の移動の評価にも影響を及

ぼした可能性があることを示す．

Ⅲ．データと手法

本研究では，既存の統計資料をいくつかの地域区分（後述）にまとめて分析を行う．

まず，人口移動のデータには「住民基本台帳人口移動報告」の都道府県間移動数（転入

数，転出数）の各年の値を用いた．対象は2013年までは日本人，2014年以降は日本人と外

国人の値だが，時系列の分析では日本人のみの値を使う場合がある．

社会経済指標には有効求人倍率，賃金，住宅地価，大学進学移動者数の各データを用い

る．有効求人倍率は厚生労働省の「一般職業紹介状況」の有効求職者数と有効求人数（都

道府県別，季節調整なし）の値から計算した．本稿では求職者数と求人数の値を地域区分

別に合計した上で，各地域の就業地別（実際に働く場所）と受理地別（求人を受理した場

所）の求人倍率を算出している．この2指標は，分母は受理地ベースの求職者数で同じだ

が，分子の求人数は就業地別か受理地別かで異なる（両者の違いは愛媛労働局（発行年不

明）を参照）．本稿では2006年から得られる就業地別の値を主に観察する．

賃金の指標には「賃金構造基本統計調査」の都道府県別，産業別の賃金（きまって支給

する現金給与額，および年間賞与その他特別給与額）を用いた．この調査は事業所を単位

とした抽出調査であり，賃金はその事業所の従業員の給与を基に抽出率を踏まえて推定さ

れている．本稿では，令和2年度と同じ推計方法の時系列データが得られる項目として，

従業員数が10人以上の事業所のデータを選び，地域区分別の賃金水準の推移を観察した．

地域区分別の賃金の計算には以下の方法を用いた．第一に，賃金水準の評価はその地域の

物価水準によって変わるため，ここでは各都道府県の賃金を小売物価統計調査の消費者物

価地域差指数（全国＝100）により基準化した（賃金×全国指数100÷地域指数）．ただし，

消費者物価の指数は2008年から2012年までは調査されていない．また，本稿では産業別の

賃金も検討するが，産業分類は2007年に大きく変更されている（賃金構造基本統計調査で
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は2009年調査から新分類）．そこで本稿では，2012年以前の物価指数に暫定的に2013年か

ら2015年の平均値を当てはめた上で，賃金指標の観察期間を切りのよい2010年以降に限定

した．第二に，物価指数で調整した賃金は，各都道府県の就業人口を用いて地域区分別の

値にまとめた．賃金構造基本統計調査のデータには従業者数も表章されているが，国勢調

査の就業者の分布とはやや乖離するように見える場合がある．本稿では，2010年以降の各

年の就業者総数の地域分布（全国計に占める各都道府県の割合）を計算し，その値を全産

業の地域別賃金を推定する際の重みに用いた．産業別の集計では，就業者総数の都道府県

別割合に各都道府県の産業別就業者割合（分類不能を除く）を乗じた値を重みとした．就

業総数の地域分布と産業別割合は，国勢調査年では同調査に基づく（従業地別．就業者総

数の従業地不詳は按分，公式の不詳按分値がある場合はその値）．また，国勢調査時以外

の値は，上記の国勢調査時の値を補間・補外して推定した．

住宅地価は国土交通省の「地価公示」の時系列データ（価格・変動率推移表）から得た．

本稿では各都道府県の「用途区分：住宅」の1平方メートルあたりの平均価格を調査地点

数で重みづけし，地域区分ごとの平均価格を算出した．また，観察期間は有効求人倍率に

合わせて2006年からとした．物価指数については，不明な年が多いので適用しなかった．

大学進学者数の推移は「学校基本調査」のデータによった．ここで用いた出身高校のあ

る都道府県別，大学（学部）の所在都道府県別のOD表は，住居を移動せず他の都道府

県に通学する人も含むが，ここでは中川（2005）に倣って移動数のデータと見なし，2006

年以降の東京圏への進学者数と，各地域の大学進学者総数に占める東京圏への進学者の割

合を観察した．

年齢別の人口規模と発着地の地理的構造の変化については，上述の人口移動数と各年1

月1日時点の住民基本台帳人口を使って分析した．移動数，人口ともに年齢不詳は各年齢

に比例配分したが，外国人人口が一定規模以下の市区町村では年齢別の外国人人口が表章

されないため，外国人人口では表章されない分（総数から表章された年齢別人口の計を引

いた値）を年齢不詳と同じ扱いとした．また，これらのデータの検討にはシフトシェア分

析を使い，コロナ禍前の2019年と2021年の転出数の変化（東京圏への転出，東京圏からの

転出）を年齢別人口規模，移動性，地理的要因の3要素に分解した．

最後に，本稿で使う地域区分は都道府県単位で構成した．東京圏は一都三県（埼玉県，

千葉県，東京都，神奈川県）とし，その他の地域は大きく大阪・名古屋圏（岐阜県，愛知

県，三重県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県）と非大都市圏（他の36道県）に分けた．

また，一部の分析では東日本や西日本，地域ブロックなどのより細かな地域区分も使用し

た３）．

―51―

3）東日本は新潟，長野，静岡とその東側の非大都市圏の道県，西日本は東日本以外の非大都市圏とした．地域

ブロック（東京圏を除く）は，以下のように分けた．北海道：北海道，東北：青森，岩手，宮城，秋田，山形，

福島，北関東：茨城，栃木，群馬，中部：新潟，山梨，長野，静岡，北陸：富山，石川，福井，名古屋圏：岐

阜，愛知，三重，大阪圏：京都，大阪，兵庫，奈良，近畿：滋賀，和歌山，中国：鳥取，島根，岡山，広島，

山口，四国：徳島，香川，愛媛，高知，九州･沖縄：福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄．



Ⅳ．結果

1. 転入超過数の推移

東京圏における国内移動の転入超過数の推移を男女別に示した（図1）．ここでは日本

人の転入超過数を4系列で整理し，全国（非大都市圏＋大阪・名古屋圏），非大都市圏，

東日本および北関東に対する値を示した．また，2014年からは外国人（住民登録者）の転

入超過数を加えたグラフも載せた．まず，全体の推移を見ると，東京圏の転入超過数は男

女とも1990年代半ば以降に大きく増加し，2007年には男性で7.9万人，女性で7.6万人（い

ずれも対：全国）に達した（男女計では15.5万人）．しかし，リーマンショック（2008年）

から東日本大震災（2011年）にかけては数を大きく減らした．また，その後は2013年頃か

ら回復基調に入り，2019年には転入超過数が男性で6.4万人，女性で8.2万人となったが，

コロナ禍が始まった2020年には大きく減少した．2020年と2021年の転入超過数は男性で

4.2万人と3.4万人，女性で5.6万人と4.6万人であった（対：全国，日本人の値）．

本稿の主題である2010年代以降の転入超過数に注目すると，この図からは以下の特徴を

見いだせる．第一に，この時期の発着地別，男女別，国籍別の水準は2010年代初頭から変

化している．発着地別では，2010年代前半には男女とも大阪・名古屋圏を含む対：全国の

超過数の伸びが大きかったが，2010年代後半の変化では地域差は比較的小さかった．しか

し，コロナ禍下では対：全国の縮小の程度が相対的に小さかったが，とくに東日本と北関
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資料：住民基本台帳人口移動報告
地域区分は本文を参照．

図１ 東京圏における転入超過数の推移



東の値は大きく減少して2010年代初頭の水準を下回った．一方，男女別の値については，

2010年代には女性の超過数が男性を上回るようになったが，この状態はコロナ禍下でも続

いている．また，北関東以外では2010年代後半の増加，コロナ禍下での減少のいずれでも

基本的に女性の変化量が男性を上回る．ただし，2011年の値を基準（分母）にした相対的

な変化の程度は男性のほうが大きい．国籍別の動向では，2010年代半ばには外国人を含ん

だ値と日本人との差が目についた．しかし，2017年前後からは外国人の転入超過数が相対

的に減った（北関東を除く）．コロナ禍下の2020年には，外国人の対：東日本の値（男女），

対：非大都市圏の値（男性）などが転出超過に転じた．以上のことから，2020年を挟む数

年間では，発着地別では東京圏－非大都市圏（東日本，北関東），男女別では絶対量では

女性，相対比では男性，国籍別では日本人の移動が東京圏の転入超過数全体の変化に強く

影響したと考えられる．

第二に，2019年から2021年にかけての転入超過数の減少幅は対：全国，対：非大都市圏

の値とも，2008年から2011年にかけての減少と同じか，やや小さい程度であった．コロナ

禍開始直後の1年間の変化は確かに大きいが，複数年間の変化で見ると，コロナ禍下での

超過数の変化は戦後のいくつかの大不況下のそれと同程度か，むしろ小さかったようであ

る．一方，東日本と北関東に対する転入超過数の減少はかなり大きく，2021年の転入超過

数は2010年代初頭の値を下回った．しかし，少なくとも日本人については転出超過に至ら

なかった．例えば，転入超過数がマイナスに転じたバブル経済崩壊直後などに比べると，

コロナ禍下における変化の程度は相対的に小さかった可能性がある．

第三に，2010年代後半における転入超過数の増加は，2020年の直前の時期にとくに集中

して起きていた．すなわち，全国に対する超過数は2015年から2017年まで12万人弱で推移

していたが，その後2019年にかけては2.6万人増加した（日本人の男女計の値）．また，非

大都市圏に対する値も同時期に1.8万人増加した．コロナ禍の影響という課題を考えた場

合，コロナ禍直前のこうした状態は次のことを示唆する．

まず，前章でも触れたが，2020年前後で転入超過数の減少が大きくなったのは，コロナ

禍直前に超過数が増えていたことと関係があると思われる．これは，コロナ禍が超過数の

急増直後に起きたために，差が強調されて見えるということでもあるが，ある程度までは

人口統計上の必然でもある．つまり，一般にごく最近移動してきた人は，地元住民や定住

後に一定の時間が経過した元転入者よりも移動性が高い．転入後1，2年しか経っていな

い転入者が多くいる状況で突発的な事象が起きれば，規模の大きい彼らが再び移動しやす

い状況になるため，転出者が増加して転入超過数が急減することは十分起こりうる．

次に，上記の点をさらに敷衍すると，2020年前後における転入超過数の変化パターンに

は，従来の「移動の方向転換」との共通点を見いだすことができる．戦後の東京圏の場合，

転入超過数が大きく減少する時期は，おおむね超過数が大きく増加した時期のすぐ後に来

ている（正確には，減少開始の前にほぼ横ばいの年が一年入ることが多い）４）．おそらく

―53―

4）1971年からの急減の前には1966～1969年に緩やかな上昇期があるが，この時期の評価は1971年以降の動きを

1963年ごろからの減少傾向の続きと見なすかどうかで変わる．



経済因による説明では，こうした動きを好・不況の転換に対応するものと見なすだろうが，

これまでの研究によれば，景気と東京圏の転入超過数の変動とは厳密に対応していない

（石川 2001:147）．例えば，1980年代の転入超過数の最大値はGDP成長率のピーク前の

1987年に記録されており，転入超過数の減少はバブル崩壊（1990年代初頭）の数年前から

始まっていた．また，コロナ禍のような災害は経済変動と無関係に起きるので，今回の転

入超過数の急減は横ばいの時期の後に起きてもよかったはずだが，やはり超過数の急増期

の直後に急減期が来ていた．これらの点を踏まえると，転入超過数が急減する一因が，先

行する超過数の急増それ自体に内包されている可能性も考えるべきではないだろうか．

転入超過の増加と減少の時間関係は，日本の人口学では主にコーホート規模の影響や転

入・転出の時間差の分析のなかで取り上げられてきた（河邉 1985，阿部 1994）．そこで

次節の要因分析では，転入数と転出数の時間差が転入超過へ及ぼす影響から検討する．

2. 人口学的，社会経済的な要因

(1)転入と転出の時間差

阿部（1994）の研究によれば，大都市圏への転入数や転入率の変動は，数年後の転出数

や転出率の変動によく反映されるといわれる．その原因として，阿部は大学進学者や若年

就職者の一部が転入後数年で帰還することや，景気変動の影響をあげている．本稿ではこ

の時間差関係を見るため，阿部（1994）と同様，時系列データを用いて転入と転出の相関

係数を計算した（いずれも日本人の移動数）．ここでは，本研究の主な観察対象が転入超

過数であることを踏まえ，移動率ではなく移動数を使った．また，2020年前後の移動では

年ごとの変動が大きく，前後3年の平均値などを使うと転入と転出の対応関係が不明確に
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資料：住民基本台帳人口移動報告
対象は日本人の移動数．「転入＋4年」は「転入」のグラフを右に4年分ずらしたもの．転出（推定）は単回帰
分析により転出数を4年前の転入数で推定した値．地域区分は本文を参照．

図２ 東京圏の転入数・転出数の推移（対：全国（非大都市圏＋大阪・名古屋圏））



なることから，計算には期間平均ではなく各年の値を用いた．対象期間については2001年

からコロナ直前の2019年とした．一般に，最近の状況を相関係数に反映させるには対象の

時期を直近の期間に絞ることが望ましい．しかし，観測の期間を絞りすぎると観測数が減っ

て係数の安定性が落ちるので，ここでは出発点を2000年代前半，時間差を0年から10年ま

でとして，男女別に日本人の転出入の相関係数を計算した．その結果，男女とも出発点を

2001年，時間差を4年とした場合に係数が最も高くなった（対：全国，対：非大都市圏の

順に，男性0.904と0.919，女性0.860と0.913）．この結果は，転入数の動向が4年後の転出

数のそれに強く反映されることを示している．

2001年以降の日本人の移動について，転入数と転出数の推移を図2に示した．転出入の

推移パターンは発着地の地域区分ごとに異なるが，ここでは紙幅の都合により対：全国の

転入・転出のみを対象とし，それぞれの実績値とともに，転入数の実績値を4年後に平行

移動させたグラフを掲載した．また，転入数と転出数を使って単回帰分析を行い，転入数

から4年後の転出数を推定した結果も載せた．はじめに実績値を見ると，男性では2010年

代後半に転入が増加して転出が減少したが，コロナ禍開始以降は逆に転入は減り，転出は

増えた（図2左）．各時期の転出入を比べると，コロナ禍前には転出入の変化幅は比較的

似ているが，コロナ禍下では転入の減少のほうが大きい．一方，女性でも2020年前後に似

たような変化が起きたが，こちらでは2020年の前でも後でも転入の変化（増加→減少）の

ほうが目立つ（図2右）．すでに確認したように，この時期には全体の転入超過が大きく

拡大し，その後急減したが，転入と転出はこうした転入超過数の変化を促進する方向に変

化にしていた．また，男女別には，とくに女性の転入数の増減が男女全体の超過数の変化

に寄与したと考えられる．

次に，転入と転出の時間差関係を見ると，おおむね2つの点が指摘できる．第一に，転

入を4年後にずらした「転入＋4年後」のグラフでは，男女ともに2020年以降の値が上昇

している．この上昇は転入の2016年から2019年までの実際の動きを反映したものだが，相

関係数によれば転出の趨勢は4年前の転入のそれとよく対応するので，この「転入+4年」

のグラフは，コロナ禍がなかった場合の転出の動向を示唆すると考えられる．つまり，コ

ロナ禍下で起きた転出数の増加はコロナ禍がなくても起きた可能性がある．このことは単

回帰分析による転出数の推定値でも示されている．図によれば，2020年の実際の転出数は，

コロナ禍前のデータを使った推定値とほぼ同じであった．こうしたことを踏まえると，

2020年の転出数の水準は，少なくともある程度まではコロナ禍以前に決定されていたと見

ることができる．図1の観察では，滞在期間の短い新規の転入者がコロナ禍で再移動した

可能性を提起したが，そうした移動が起きなくても転出数は増加しえただろう．

第二に，転出の実績値と推定値を比べると，2010年代後半にはいくつかの年で両者の差

が目立つ．具体的には，男性の2015年では実績値のほうが，男女の2019年では推定値のほ

うがかなり大きい．こうした乖離はいずれもその時点の転入超過数の水準に影響するが，

とくに2019年の水準はコロナ禍下の2020年の状態と比較されることが多いため，コロナ禍

下での変化の評価にも影響する．つまり，コロナ禍下で転入超過数が激減したように見え
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る一つの理由は，上述のように2019年の超過数の水準が高かったためである可能性がある

が，その2019年の高水準の一因は，2019年の転出数が男女とも過去の趨勢にもとづく想定

よりも少なかったことにある．つまり，上述した2010年代後半の転入数の増加に加えて，

2019年に転出数が増加しなかったことが，2020年の前後で転入超過数の変化が顕著になっ

たことに一定程度寄与したと考えられる．

(2)有効求人倍率

これまでの研究によれば，ある地域における就業機会の多さや賃金（ないし所得）水準

の高さはその地域への転入や転入超過を促進するといわれる（河野 1963，田淵 1986，石

川 1994，2001，渡辺 1994，Boyleet.al1998，Green2017）．2000年代以降の東京圏につ

いてこの関係を確認するため，図3に就業地基準の有効求人倍率の推移を示した．図3(1)

によれば，東京圏の有効求人倍率はリーマンショック後の2010年に0.50まで低下したが，

その後は2018年の1.51まで直線的に上昇した．しかし，この値はリーマンショック前には

非大都市圏の水準を大きく上回っていたものの，2010年代には図に載せた他の2地域の値

より低く，とくに2017年からコロナ禍下までは他の地域の値を大きく下回っていた．例え

ば，2019年の値は東京圏の1.49に対し，大阪・名古屋圏は1.68，非大都市圏は1.62であっ

た．また，コロナ禍下の2020年の値は上記の順に1.08，1.23，1.17であった．

次に，上記の地域差を細かく見るために，非大都市圏の値を100とした指数を示した

（図3(2)）．この図には比較用に非大都市圏に対する日本人の転入超過数を載せ，参考と

して従来の研究で使われていた受理地基準の有効求人倍率の指数も示している．この図に

よれば，就業地基準の倍率は2010年以降，100を下回る（非大都市圏より低い）が，2010

年代前半と2020年以降では，変化の方向自体は転入超過数の推移の方向と対応していた．
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資料：職業安定業務統計，住民基本台帳人口移動報告
(2)の「受理地基準」は求人の受付地，「就業地基準」は求人を実際に働く場所でまとめた統計による値．転入
超過数は日本人の値．地域区分は本文を参照．

図３ 有効求人倍率の推移



しかし，2010年代後半では両者の動きが逆，つまり東京圏の有効求人倍率が相対的に低下

したのに対し，転入超過数は増加していた（内閣府（2021）も参照）．こうした移動と就

業機会の関係の変化は，両者の相関係数を見るとより明確になる．すなわち，男女計の超

過数を使って2006年から2022年までの期間の相関係数を計算すると，係数は0.72でかなり

高い．しかし，2011年から2019年の期間では0.03で無相関になる．また，従来指標の受理

地基準の値（この値は地域の需給状況との対応が就業地基準の値より弱いと思われる）を

使った場合でも，相関は0.78（2006-2022年）から0.49（2011-2019年）へと大幅に低下す

る．2010年代後半には，人口移動の動向が就業機会との従来の関係からはずれ，特殊な動

き方をしていたと考えられる．

なお，先に触れた通り，コロナ禍下に入るとこうした移動と就業機会の対応関係は2010

年代前半の状態に戻るが，2023年時点でも東京圏の倍率は非大都市圏よりも低位にとどま

る（2023年5月の指数は83.3，同年9月では84.3）．東京圏はコロナ禍下でも転入超過な

ので，両者の関係が従来の知見と異なる状態は依然として続いている．

(3)地域別の賃金水準

賃金水準の地域差を見るため，図4に東京圏と大阪・名古屋圏の賃金水準（きまって支

給する現金支給額×12か月＋年間賞与その他特別給与額）と非大都市圏を100とした指数

を示した．指数は各年の値を示したが，年によっては変動が大きく傾向が把握しにくいた

め，前後の年を含めた3年間の平均値も併記した．また，産業別の図では，産業大分類別

の就業者数（全国）が最も多い製造業，東京圏への集中が著しい情報通信業，2010年代後

半の東京オリンピック・パラリンピック開催準備に関連する建設業，インバウンドの増加

など，この時期の観光振興に対応する「宿泊業，飲食サービス業」の賃金を載せた．この

図によれば，前項の有効求人倍率とは異なり，東京圏の賃金水準は2020年の前後ともに非

大都市圏や大阪・名古屋圏より高い（図4(1)，(2)）．例えば，2010年代で最も高い2015年

の指数は123.5，コロナ禍直前の2019年の指数は119.2であった（大阪・名古屋圏は順に

117.3，116.2）．したがって，この時期に東京圏が転入超過であったこととは整合的であ

る．

ただし，地域差の変化の方向については，有効求人倍率と同じく整合性は見られない．

図4(2)によれば，東京圏の賃金（3年平均）は2010年代前半には相対的に上昇しており，

転入超過数の上昇とよく対応していた．しかし，2010年代後半には賃金指数が低下してお

り，相対的に賃金が低下しているのにより多くの人が転入する，という従来の知見と逆の

事態が起きている．こうした傾向は産業別のグラフでも観察することができる．図4(4)

の3年平均の賃金指数によれば，2010年代前半から後半にかけては，製造業の値が横ばい

から低下，宿泊業，飲食サービス業の値が上昇から低下へ転じた（製造業では2019年に値

がやや上昇しているが，各年の値では低下した）．また，建設業では2017年まで値が上昇

し，2019年にもやや上昇したが，2019年の各年の値は低下している．情報通信業でも2016

年から2018年まで指数が低下している．全体としては，この時期の賃金水準と人口移動の
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関係がこれまでの知見とは異なる状態にあったことが示されている．

なお，コロナ禍下の賃金水準については，産業計では2021年，建設業，情報通信業では

2022年まで賃金指数が低下したが，製造業と宿泊業，飲食サービス業では前者の指数は

2021年，後者の指数は2020年以降，上昇に転じた（各年の値による）．この2つの産業で

は，少なくとも2021年以降の賃金水準の変化が転入超過数の推移とある程度対応している．

(4)住宅地価の地域差

一般に，住宅の取得等を理由とする移動は比較的短距離のものが多いとされるが（国土

庁計画・調整局編 1995），既存研究には大都市圏・非大都市圏間の移動でも住宅地価の影
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資料：賃金構造基本統計調査，小売物価統計調査（構造編），国勢調査
賃金構造基本統計調査の2019年までの値は2020年の調査方法で遡及した値．賃金はきまって支給する現金給与
額×12ヶ月に年間賞与その他特別給与額を足した値．地域別の賃金は消費者物価地域差指数と就業人口（全産業，
産業別）で調整した値（調整方法は本文を参照）．3年平均は当該年と前後2年の値の平均．「宿泊・飲食業」は
「宿泊業，飲食サービス業」を指す．地域区分は本文を参照．

図４ 地域別の賃金



響を指摘するものがある（石川 2001）．通常，大都市地域の地価は他地域より高いが，住

宅価格が低ければ転入者が大都市にとどまりやすくなる．それゆえ，住宅価格や地価の動

向は転入超過数の推移にも影響を与える可能性がある．

図5に圏域別の住宅地価の推移を示した．(1)には平米あたりの平均価格，(2)には非大

都市圏を100とした指数を載せた．これらの図によれば，東京圏の住宅地価は2008年から

2014年にかけて低下し，その後上昇したが，観察期間では他地域の地価より常に高く，ま

た少なくとも2010年代半ばから後半にかけては，他地域との差が拡大し続けていた．例え

ば，2014年の平均住宅地価は東京圏で平米あたり20.2万円，大阪・名古屋圏で10.9万円，

非大都市圏で4.4万円であったが，2019年にはそれぞれ23.6万円，11.6万円，4.7万円になっ

た．また，非大都市圏を100とした指数は，2010年には東京圏，大阪・名古屋圏の順に413

と233，2019年では501と246であり，東京圏の住宅地価は2014年から2019年にかけて，非

大都市圏，大阪・名古屋圏双方に対して差を拡大させている．Ⅲ章で述べたように，この

図では物価の地域差を補正していないが，例えば2010年代後半の消費者物価の指数（全国＝

100．各都道府県の総人口で重み付けした値）は東京圏が103，非大都市圏が98.4程度でほ

ぼ安定している．それゆえ，ここで示した住宅地価の趨勢は，物価の地域差を考慮した場

合でも大きくは変わらないと思われる．

以上の住宅地価の地域差を転入超過数の推移と比べると，全体としては地域差が拡大す

る時期と転入超過数が増える時期は一致していた．つまり，両者の関係は当初想定した逆

相関的なものではなかった．一方，2010年代後半の動きを見ると，転入超過数は大きく増

えているが，非大都市圏に対する東京圏の地価の差は伸びが小さく，両者の対応はやや弱

い．したがって，住宅地価においては，有効求人倍率のように2010年代後半における転入

超過数との関係が他の時期と大きく異なるまでには至っていないが，図5による限りでは，
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資料：地価公示
住宅地価は調査地点の平均値．地域区分は本文を参照．

図５ 住宅地価の推移



住宅地価が転入超過数に影響定するという考え方自体も疑問視される．むしろ，転入超過

数から住宅地価への影響を考える方が合理的と思われる．

なお，2020年以降については，東京圏の指数が2022年にかけて低下している．2021年か

ら2022年にかけては転入超過数が回復しているので，少なくともこの時期については地価

と人口移動の間に想定通りの関係が見られる．

(5)東京圏への大学進学者の推移

大学進学にともなう東京圏への転入は，住民票上の移動があれば全体の人口移動のなか

に含まれるので，大学進学は上で取り上げた経済要因とは規定因としての性質が異なる．

ここでは，主として2010年代後半の転入超過数の増加に大学への進学移動が関わっていた

かどうかを観察する．
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資料：学校基本調査
東京圏への進学者割合は，各地域から東京圏へ進学した人数がその地域の大学進学者総数（男女別）に占める割
合．地域区分は本文を参照．

図６ 東京圏への大学進学者数と進学割合の推移



図6に東京圏への大学進学者数の推移を男女別に示した．ここでは高校の所在地を東日

本，西日本（いずれも非大都市圏），および大阪・名古屋圏に分けている．また，実数の

ほかに各地域の大学進学者全体に占める東京圏への進学者の割合も載せた．この図による

と，東京圏への大学進学者は東日本からの男性が最も多いが，2007年の3.4万人からほぼ

一貫して減少し，2019年には2.6万人になった．その後は年により増減があるが，全体と

しては低下傾向が続いている．女性ではやはり東日本からの進学者が多いが，男性よりも

変化が少ない．ただし，2017年からは数が減っている．こうした減少傾向は各地域の進学

者全体に占める割合にも表れている（図6(3)）．東京圏への進学指向は徐々に低下してい

るといえる．

一方，西日本と大阪・名古屋圏からの進学者数は東日本よりもかなり少ないが，男性で

は東日本と同じく減少傾向にある．しかし，女性の進学者数は2013年から2019年ごろまで

おおむね増加していた．また，東京圏への進学者が各地の進学者全体に占める割合も，男

性では低下したが，女性では2010年代半ばから終わりごろまで上昇傾向にあった．

以上のことから，2010年代の大学進学移動では，大阪・名古屋圏と西日本の女性が東京

圏の転入超過数の推移に沿った動きを示していたことが分かる．しかし，数の上で大多数

を占める東日本の男女，さらに大阪・名古屋圏と西日本の男性では進学者数が減少すると

ともに，東京圏への進学指向も弱まっていた．したがって，2010年代，とくにその後半に

おける東京圏の転入超過数の急増は，大部分が進学以外の移動により生じていたと考えら

れる．ただし，進学者のその後の転出（帰還移動等）の動向は別に検討する必要がある．

(6)シフトシェア分析

前項までは主に2010年代後半から2020年代にかけての状況を観察したが，ここでは2019

年と2021年の移動数の変化をシフトシェア分析により検討する．シフトシェア分析はある

事象の変化をいくつかの要素に分解する分析方法であり，人口移動の研究でも石川（1994，

2001），山口他（2000）など使用例は多い．以下では，東京圏における2か年の男女別移

動数の差分を人口規模，移動性，および地理的成分の3要素の変化に分解し，各要素の変

化が移動数の変化に与えた効果を明らかにする．分解は以下の式で行った．

・Mijk ・ ・・Pik・Pik・Mijk

・ ・・・Mi・k・Mi・k・・・・Pik・Pik・・Mijk

・ ・・・Mijk・Mijk・・・・Mi・k・Mi・k・・Mijk

ただし，P：人口，M：移動数，i：出発地，j：到着地，k：年齢．人口と移動数

は男女別の値．△は2019年と2021年の差，*は添え字の各要素の計を表す．

上記の式では，移動数の変化量を右辺第一項（年齢別人口の変化），第二項（移動性の

変化），第三項（到着地の構成＝地理的成分の変化）に分解する．今回の計算は，東京圏
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への転出数，東京圏からの転出数のそれぞれについて，出発地の都道府県別，5歳階級別

に行った．また，計算結果は適宜足し上げ，総計（地域ブロックと年齢の計），および年

齢別，地域ブロック別の結果に分けて示した．

図7に総計の計算結果を示した．まず東京圏への転出数の変化について見ると，各要素

が移動全体の変化に与えた寄与のうち，最も大きいのは地理的成分の変化であった．男性

では転出数の変化量の42.8％，女性では44.2％が転出先の変化，つまり到着地が東京圏か

ら別の場所に変わったことで生じている．一方，移動率の寄与は対象の2年間でより移動

しなくなったことの効果を示すが，この効果の割合も比較的高く，寄与の程度は男性で

35.7％，女性では33.3％であった．また，3つめの人口規模の効果は，各年齢層の人口の

増減が移動数を変化させる効果を表しており，この効果の寄与は男女とも22％程度である．

長距離の人口移動が10歳代後半から30歳代前半で活発なことを踏まえると，この効果の多

くは2年間でこうした青年層で人口が減ったことの寄与を示すと考えられる．この人口規

模の減少には移動や死亡による減少のほかに，少子化による減少分も含まれる５）．

次に，各要素の寄与の構成を見るため，年齢別，地域ブロック別の計算値のなかから全

体の変化に対する割合の大きいものを抜粋して表1に示した．年齢別の表によれば，どの

要素でも15-39歳による寄与の大きさが目立つが，人口規模や移動性では35-49歳の寄与も

一定の割合を占める．やや古いが，これらの年齢では転勤による移動が比較的多いという

データがあるので（国立社会保障・人口問題研究所 2009），移動性に対するこうした年齢
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5）東京圏以外の地域において転出超過がコロナ禍前に増加し，コロナ禍下で減少したとすれば，2019年から

2021年にかけては，人口移動が地域人口の減少を相対的に緩和する方向に作用したことになる．これは移動が

少子化による人口減少を相殺する方向に働くことをも意味するので，少子化自体が転出に与える寄与は，場合

によっては図7に示した人口規模の効果より大きくなる可能性もある．しかし，とくに20歳代以上では人口の

減少分のなかに年少期からの移動に起因する分が多く含まれるため，人口減に対する少子化とその他の寄与を

峻別するには別途詳細な分析が必要になる．

資料：住民基本台帳人口移動報告，住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査

図７ 転出数の変化量に対する要因別の寄与（2019-2021年）



の寄与は，コロナ禍下での転勤移動の状況と関係しているかもしれない．一方，地域ブロッ

ク別の表では，全体として東日本の寄与が大きい．この結果は，コロナ禍での超過数の減

少が対：東日本で大きかったことと整合する（図1）．ただし，西日本や他の大都市圏の

寄与も一定の水準にのぼっており，例えば男性の地理的成分では大阪圏の寄与が最も高かっ

た（9.0％）．これは2010年代以降，大阪・名古屋圏や西日本に対する転入超過が増えたこ

とを反映している．コロナ禍下での転入超過数の減少が東日本だけでなく，それ以外の地

域における移動性向や到着地選択の変化によっても規定されていたことが示唆される．

東京圏からの転出については，上述のように過去の転入の趨勢で相当程度説明できるの

で，概要のみを記す．まず，転出の増加に対する人口規模の寄与は男性では-34.0％だが，

女性では-8.7％と大きくない．一方，移動性は転出数の増加のほとんどを説明しており，
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表１ 転出数の変化量に対する主な寄与（年齢別，地域ブロック別，2019-2021年）

(1)東京圏への転出

a：年齢別

人口規模 移動性 地理的成分

男 女 男 女 男 女

30-34 (6.4) 30-34 (5.8) 20-24 (7.9) 30-34 (6.7) 25-29 (7.3) 20-24 (11.9)

40-44 (4.2) 20-24 (4.9) 45-49 (5.0) 35-39 (5.9) 30-34 (6.1) 25-29 (6.9)

15-19 (3.2) 40-44 (2.9) 30-34 (5.0) 25-29 (3.9) 20-24 (5.1) 30-34 (5.2)

b：地域ブロック別

人口規模 移動性 地理的成分

男 女 男 女 男 女

東北 (4.3)東北 (4.7)北関東 (10.8)北関東 (7.8)大阪圏 (9.0)東北 (9.7)

北関東 (3.6)中部 (3.7)名古屋圏 (6.2)九州･沖縄 (5.2)北関東 (7.9)大阪圏 (9.4)

中部 (3.5)北関東 (3.4)九州･沖縄 (5.2)名古屋圏 (4.9)東北 (7.3)九州･沖縄 (7.4)

(2)東京圏からの転出

a：年齢別

人口規模 移動性

男 女 男 女

30-34 (-29.7) 25-29 (15.8) 35-39 (25.4) 25-29 (21.1)

25-29 (29.5) 30-34 (-12.5) 30-34 (25.0) 20-24 (19.3)

40-44 (-28.0) 40-44 (-9.8) 40-44 (21.2) 30-34 (13.9)

b：地域ブロック別

人口規模 移動性 地理的成分

男 女 男 女 男 女

九州･沖縄 (-5.9)大阪圏 (-1.9)北関東 (21.6)大阪圏 (18.8)北関東 (41.8)北関東 (21.6)

大阪圏 (-5.8)九州･沖縄 (-1.7)大阪圏 (21.5)北関東 (16.4)東北 (-41.7)東北 (-14.0)

北関東 (-4.4)名古屋圏 (-1.0)九州･沖縄 (20.9)九州･沖縄 (16.2)名古屋圏 (-38.8)名古屋圏 (-7.2)

資料：住民基本台帳人口移動報告，住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査
寄与の絶対値が上位の年齢，地域ブロックを示した．地域区分は本文の注1を参照．



男性での寄与は134.0％，女性でも108.7％だった．人口規模の効果は東京圏からの転出を

抑え，転入超過を引き上げているが，その効果を移動の数で見ると，寄与の値が大きい男

性でも計算上は全体で1,178人分の効果にとどまっており，東京圏への転出における人口

規模の寄与6,070人分の効果より少ない．地理的要因については，一地域（東京圏）から

の転出データでは年齢別寄与の都道府県の合計は計算上0になるので，ブロックごとの値

のみを見ると，男性では北関東（41.8％），東北（-41.7％），名古屋圏（-38.8％）で効果

が大きい．また，女性では北関東（21.6％），東北（-14.0％）で絶対値が大きい．コロナ

禍下では遠方への転出が相対的に減り，近場への移動が相対的に増えたことが分かる．こ

うした結果は小坪・中谷（2022）の分析結果とある程度整合する．

Ⅴ．考察

本研究では，コロナ禍下における東京圏の転出超過の急減について，コロナ禍以外の要

因を探るため，2010年代以降の転入超過数の推移や人口学的，社会経済学的要因の影響を

検討してきた．ここで分析の結果とその含意を整理すると，以下のようにまとめられる．

まず，コロナ禍下における転入超過数の減少については，転入が2019年に対して大幅に

減少し，転出が増加したことにより生じていた．しかし，2020年時点の転出数の水準は，

2010年代後半の転入数の増加が時間差をおいて転出に反映された場合と同程度の水準であっ

た．また，シフトシェア分析によれば，転入数の減少はその2割強が主に人口減少に起因

するものだが，このなかには少子化による人口減も含まれる．したがって，こうした過去

の転入や少子化による超過数の減少分は，コロナ禍とは独立に生じえたと考えられる．

次に，2010年代後半の転入超過数の増加は，グラフ上ではそれなりに大きく，結果的に

2020年の減少幅の大きさを強調させる効果を持ったと思われる．しかし，この2010年代後

半の変化は，本稿で取り上げた社会経済変数では説明できなかった．このことが示唆する

ことは以下の2点である．

第一に，少なくとも2010年後半においては，有効求人倍率等の指標と転入超過数の因果

関係の方向は，当初想定したものと逆であった可能性がある．一般に，他の地域より就業

機会が多く，住宅費の安い地域には人が集まりやすいが，流入の増加は求職者数や住宅需

要を増加させる．そのため，人の流入に職や住宅の増加が追いつかなければ，就業機会は

減り，住宅価格は上昇する．本稿で観察した2010年代後半の社会経済変数の推移は，少な

くとも形の上では流入増加後のこうした変化に沿うようにも見えるので，この時期におい

ては人口移動のほうが説明変数であったという解釈も成り立ちうる６）．

第二に，上のような社会経済因との関係を踏まえると，2010年代後半の転入超過数の増

加は通常の社会経済的要因とは別の事象によって引き起こされた可能性が高い．この場合，

当該の事象はこの時期の社会経済的要因が転入超過を引き下げる効果を打ち消しているの
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6）人口移動が社会経済的要因に与える効果は，河野（1963:46），石川（2001）でも言及されている．



で，かなり大きな出来事だったと推測される．この時期の東京圏で大きな出来事といえば，

第一の候補はおそらく東京オリンピック・パラリンピックであろう．東京オリンピック・

パラリンピックは2013年9月に開催が決定され，2017年の東京都の試算によれば，その経

済効果（需要増加額）は直接的・間接的（「レガシー」）効果を合わせて東京都で14.2兆円

とされていた．また，大会前から大会期間中までに誘発される雇用数は，直接効果だけで

東京都で20.7万人分，その他間接効果を含めると東京都で82.8万人，全国では123.4万人と

見積もられていた（東京都 2017）．これは一定の仮定をおいた試算であるが，実際のオリ

ンピック・パラリンピックはコロナ禍により延期，かつ原則無観客開催となったため，現

実の経済効果は推定より低水準であったともいわれる（三﨑 2022）．また，雇用について

は直接的効果の3/4は施設整備と大会運営によるものなので，この分についてはコロナ禍

の影響が小さかったはずだが，雇用創出分は東京圏の地元住民にも吸収されるため，すべ

てが転入超過に結びつくことはなかったはずである．ただ，こうした諸々のことを踏まえ

ても，少なくとも雇用の一部は他地域からの転入増や転出の減少で埋められた可能性があ

るので，2010年代後半の転入超過数がオリンピック効果で上乗せされていたとしても不思

議ではない．また，コロナ後についても，すでに述べたようにオリンピック・パラリンピッ

ク開催前の超過数の動向が長野オリンピック・パラリンピック時の超過数の動きと似てい

ることを踏まえると，長野市の場合と同様，開催（ないし準備終了７））後に超過数が減る

ことは，コロナ禍がなかったとしても起こりえたと思われる．

以上をまとめると，2020年前後で転入超過数の変動が大きくなったのは，1）オリンピッ

ク開催などが原因で2010年代後半の転入数や転入超過数が期間限定で急増していた，2）元々

オリンピック・パラリンピックの終了後は転入超過数が減る可能性があったが，コロナ禍

の発生により転入超過数の減少がさらに進んだ，ためであろうと推測される．

なお，コロナ禍下における転入超過数の評価について一つ付け加えると，すでに述べた

ように，コロナ禍下での転入超過数の減少幅は以前の「方向転換」期よりも比較的小さい．

この点については，人口移動に対するコロナ禍の影響が世間で言われているほどではなかっ

たと解釈することもできるが，この減少幅の小ささはむしろ東京圏への集中傾向が以前よ

り強まっていることを示すように思われる．このことは，例えば東京圏の有効求人倍率が

他地域を下回っているのに転入超過が続いていることにも表れている．長年の少子化によ

り，現在ではどの地域でも人手不足が進行している．こうした状況下では，東京圏への人

口集中過程が景気の指標の地域差と関係なしに進んでいく局面に入った可能性も考慮に入

れる必要がある８）．
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7）例えば新国立競技場は2019年11月，選手村住宅棟等は同年12月に竣工した（読売新聞「新国立完成、デザイ

ン案白紙撤回や工事現場の酷暑乗り越え」2019年12月1日，および東京都（掲載年不明））．

8）海外の研究では，就業機会が全体に豊富で地域差が少ない状況では，職の量や種類の多い大都市部に住むほ

うが移動者にとっては有利であるともいわれている（Green2017）．



Ⅵ．まとめ

本研究では，2020年以降の東京圏の転入超過を規定した要因のうち，主にコロナ禍以外

の要因の影響を明らかにするために，東京圏における2010年代以降の移動の変化と人口学

的・社会経済的な要因の影響を検討した．分析では，はじめに1994年以降の転入超過数の

推移を観察し，転入超過数がコロナ禍直前に大きく増加していたこと，超過数の急増後に

急減期が続く状況がこれまでの「人口移動の方向転換」と共通することを確認した．次に，

転入数と転出数の時間差を検討し，転出数の推移が4年前の転入数の推移をよく反映する

ことを示した．2010年代後半に転入数が急増していた状況下では，2020年以降の転出数は

コロナ禍がなくても増加しうることが示唆された．第三に，有効求人倍率，賃金水準，住

宅地価，および東京圏への大学進学移動の趨勢を検討し，2010年代後半の転入超過数の上

昇がこうした要因により引き起こされたのではないことを明らかにした．このことを踏ま

え，本稿では2010年代後半の転入超過数の急増が東京オリンピック・パラリンピックの開

催準備等によってもたらされた可能性を指摘した．第四に，2019年と2021年の人口移動を

シフトシェア分析で要素分解し，転入数の減少の2割強が人口減に起因するであろうこと

を示した．この人口減には少子化による分が含まれる．最後に，本研究の結論として，

2020年前後における転入超過数の急減はコロナ禍に大きく影響されたが，同時にオリンピッ

ク開催などによる2010年代後半の転入数と転入超過数の急増，長年の少子化による青年人

口の減少にも影響されていたと考えられることを述べた．

ここ30年ほどの東京圏では，何度かの「方向転換」を経験しつつも，おおむね転入超過

の状態が続いてきた．いわゆるリモートワークの動向などを踏まえると，広い意味でのコ

ロナ禍の影響は短期には終わらず，しばらくは何らかの形で人々の移動行動を規定しつづ

ける可能性があるが，そうした一連の影響も東京圏への人口集中という中長期的な人口過

程のなかに位置づけることにより，その意味をより正確に理解することが可能になると思

われる．

（2024年1月25日 査読終了）
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TheCOVID-19PandemicandNetMigrationintheTokyoArea

SHIMIZUMasato

AftertheoutbreakoftheCOVID-19pandemic,netmigrationtotheTokyoAreadeclined

sharply.SinceTokyo'sunipolarpopulationconcentrationhaslonghadvariousadverseeffectson

Japanesesociety,aseeminglynewtrendofreversemigrationhasattractedattention.However,

excessivefocusontheimpactofthepandemicmayleadustooverlookotherfactorsinpopulation

movementthatoccurredaroundtheyear2020.Toplacetherecentdeclineinnetmigrationinthe

contextoflonger-termpopulationchangeintheTokyoArea,thispaperexaminesthetrendinnet

migrationafterthe2010sanditsrelationshiptodemographic/socioeconomicfactors.Theanalysis

revealsthefollowingpoints.

First,theanalysisofthetime-laggedcorrelationbetweenin-migrationandout-migration

indicatesthatthelevelofout-migrationcorrespondswelltothelevelofin-migrationfouryears

earlier.Asforthevolumeofout-migrationin2020,theestimatebasedonthelevelofin-migration

in2016isclosetotheactualvolumeofout-migrationin2020.Out-migrationin2020couldhave

reachedahighleveleveniftheCOVID-19pandemichadnotoccurred.Second,accordingto

demographicshift-shareanalysis,approximatelytwentypercentofthe2019-2021in-migration

declineisexplainedbypopulationdecline.Thispopulationdeclineincludesthedeclinecausedby

Japan'slowfertility,whichbeganlongbeforethepandemic.Third,thedataonemployment

opportunitiesandannualincomeindicatethatregionaldisparitiesineconomicfactorswereshifting

inthedirectionofsuppressingnetmigrationgrowthinthelate2010s.Thisimpliesthatthe

increasednetmigrationinthelate2010s(abenchmarkusedbymanyresearcherstoevaluatethe

effectsofthepandemic)wassomewhattemporary,likelyduetoperiodspecificeventssuchasthe

infrastructureandcommercialdevelopmentfortheTokyo2020OlympicandParalympicGames.

ThesefindingssuggestthatwhiletheCOVID-19pandemichascontributedtothesharpdeclinein

netmigration,pre-pandemicconditionswerealreadyinplacetobringaboutacertainlevelof

declineafter2020.

keywords:TokyoArea,netmigration,COVID-19pandemic,late2010s
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資 料

新聞記事で振り返る2023年の人口問題

今 井 博 之

国立社会保障・人口問題研究所においては，『朝日新聞』，『毎日新聞』，『読売新聞』，

『日本経済新聞』，『産経新聞』，『東京新聞』の6紙の記事のうち，社会保障または人口問

題に関係するものを収集している１）．本稿では，人口問題の2023年における動向を新聞記

事の概観によって振り返る．

人口問題に関する主なできごとを月別に示したものが表1である．新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）は年初までは猛威をふるい，国内の累積の死者は2月7日に7万人

を超えたが２），5月8日には感染症法上の位置づけが「5類」に引き下げられ３），以降は

新聞記事に現れる重要性は比較的小さくなっている．

2023年の日本の人口問題を象徴することばは，岸田文雄首相が1月の記者会見で掲げた

「異次元の少子化対策」であろう４）．その実現のために6月13日に閣議決定された「こど

も未来戦略方針」では，児童手当の拡充，出産費用の保険適用等の具体策が示された５）．

12月22日に閣議決定された「こども未来戦略」では，多子世帯の大学授業料の無償化も盛

り込まれ，少子化対策の財源年間約3.6兆円のうち約1兆円を公的医療保険に上乗せして

徴収する支援金で賄うとされた６）．

世界の人口に関しては，インドの人口が中国を抜いて世界最多となることが話題となっ

た７）．インドでは医療水準の向上に伴って乳児死亡率が低下したとされている．
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1）クリッピング作業は，筆者および研究支援員の峯島靖志氏が担当した．

2）「コロナ死者累計7万人」『日本経済新聞』2023年2月8日朝刊．

3）「コロナ5類移行」『読売新聞』2023年5月8日朝刊．

4）「首相、少子化対策拡充へ」『読売新聞』2023年1月5日朝刊．

5）「児童手当来年10月拡充」『読売新聞』2023年6月14日朝刊．

6）「少子化対策3.6兆円」『読売新聞』2023年12月23日朝刊．

7）「インド人口年内世界最多」『日本経済新聞』2023年4月20日朝刊．
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月 日 できごと

1 4

17

20

27

30

警察庁が2022年の全国の交通事故死者数を2610人と発表した．統計が残る1948年以降で最少を更

新したが，前年からの減少人数は26人にとどまった．（『毎日新聞』2023年1月5日朝刊）

中国国家統計局が，香港，マカオを除く中国本土の総人口が2022年末時点で14億1175万人となり，

前年から85万人の減少となったと発表した．「大躍進」の失敗で多くの餓死者を出した1961年以

来，61年ぶりの人口減少である．（『読売新聞』2023年1月17日夕刊）

厚生労働省が2022年の自殺者数（速報値）を2万1584人と発表した．前年から577人増加してお

り，男性は1万4543人,女性は7041人であった．（『朝日新聞』2023年1月21日朝刊）

厚生労働省が，2022年10月末時点の外国人労働者を前年比5.5％増の182万2725人と発表した．う

ち技能実習生は前年比2.4％減の34万3254人であった．（『東京新聞』2023年1月27日夕刊）

出入国在留管理庁が，2022年の外国人の新規入国者数（速報値）を前年比23倍の342万3000人と

発表した．（『日本経済新聞』2023年1月28日朝刊）

総務省が住民基本台帳に基づく2022年の人口移動報告を発表した．東京都は3万8023人の転入超

過となり，東京23区も2万1420人の転入超過となった．（『読売新聞』2023年1月31日朝刊）

2 17

22

28

出入国在留管理庁が，特定技能の在留資格で働く外国人が2022年12月末時点で13万923人であっ

たと発表した．前年同期の約2.6倍となった．（『読売新聞』2023年2月18日朝刊）

韓国統計庁が2022年の合計特殊出生率（暫定値）を0.78と発表した．経済協力開発機構（OECD）

加盟国で最も低い．（『日本経済新聞』2023年2月23日朝刊）

厚生労働省が人口動態統計の速報値を発表し，2022年の出生数は前年比5.1％減の79万9728人と

なり死亡数は前年比8.9％増の158万2033人となった．（『読売新聞』2023年3月1日朝刊）

3 3

16

24

28

厚生労働省が2020年度の人口動態職業・産業別統計を発表した．働きながら出産した女性は第1

子で62.9％，第2子で57.7％に上り，前回調査の2015年度からそれぞれ17.1ポイント，18.0ポイ

ント上昇した．（『読売新聞』2023年3月4日朝刊）

国立がん研究センターが，2010年にがんと診断された患者約34万人の10年生存率を53.3％と発表

した．算出方法をより実態に近いものに変更したため，2009年を対象とした生存率とは比較でき

ない．（『読売新聞』2023年3月16日朝刊）

出入国在留管理庁が，2022年末時点で日本に在留する外国人が307万5213人であったと発表した．

前年から11％増えて過去最多を更新した．（『日本経済新聞』2023年3月25日朝刊）

東京都が都内の人口の予測を発表した．2030年の1424万人をピークに減少するとした．（『日本経

済新聞』2023年3月29日朝刊）

4 1

4

5

26

政府の子ども政策の司令塔となるこども家庭庁が発足した．（『読売新聞』2023年4月1日朝刊）

世界保健機関が，世界の成人の6人に1人が不妊を経験しているとする報告書を発表した．（『読

売新聞』2023年4月4日夕刊）

厚生労働省に新型コロナウイルス対策を助言する専門家組織の会合において，死者数が例年の水

準をどれだけ上回ったかを表す「超過死亡」が2022年は最大約11万3千人であったとする国立感

染研究所等の推計が示された．2021年の最大約5万人から倍増している．（『産経新聞』2023年4

月6日朝刊）

国立社会保障・人口問題研究所が日本の将来推計人口を発表した．2070年の総人口は2020年から

約3割減少して8700万人となるとした．総人口に占める外国人の割合は2020年の2.2％から2070

年の10.8％まで拡大するとした．（『読売新聞』2023年4月27日朝刊）

5 5

12

世界保健機関のテドロス事務局長が，新型コロナウイルスの世界の現状について「国際的に懸念

される公衆衛生上の緊急事態」の終了を宣言した．（『朝日新聞』2023年5月6日朝刊）

厚生労働省が2020年の市区町村別生命表を発表した．平均寿命は男女ともに川崎市麻生区が最長

であった．（『日本経済新聞』2023年5月13日朝刊）

表１ 人口問題に関する主なできごと：2023年
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月 日 できごと

6 2

8

13

16

19

29

厚生労働省が2022年の人口動態統計（概数）を発表した．出生数は77万747人とされ，死亡数は

156万8961人とされた．合計特殊出生率は1.26となり7年連続で低下した．（『読売新聞』2023年

6月3日朝刊）

同性同士の結婚を認めていない現行制度が憲法に反するとした訴訟において，福岡地裁は賠償請

求を棄却したものの「違憲状態」と判断した．同種の提訴に対する全国5地裁の判決が出そろい，

「違憲」，「違憲状態」，「合憲」がそれぞれ2件，2件，1件となった．（『毎日新聞』2023年6月

8日夕刊）

中国民政省が2022年の婚姻数を683万3千組と発表したことが報じられた．ピークだった2013年

の半数近くにまで落ち込んでいる．（『朝日新聞』2023年6月13日朝刊）

LGBT等性的少数者への理解増進法案が参院本会議で可決されて成立した．性的指向による不

当な差別はあってはならないとされた．（『東京新聞』2023年6月16日夕刊）

旧優生保護法の下で障害者らに不妊手術が強制された問題について，衆参厚生労働委員長が両院

議長に調査報告書を提出した．別の手術と偽った例があることや厚生省（当時）が手術件数を増

やすよう都道府県に通知を出したことも記されている．（『毎日新聞』2023年6月20日朝刊）

厚生労働省が，新型コロナウイルス流行「第8波」の2022年11月-2023年1月に自宅で死亡した

患者が全国で少なくとも1309人いたことを発表した．2022年7-8月の「第7波」では776人であっ

た．（『東京新聞』2023年6月30日朝刊）

7 26

28

総務省が住民基本台帳に基づく2023年1月1日時点の人口を発表した．日本人は1億2242万3038

人で14年連続の減少となり，増加した都道府県はなかった．日本に住む外国人は299万3839人で，

統計を始めた2013年以降の最多を更新した．（『読売新聞』2023年7月26日朝刊）

厚生労働省が2022年の簡易生命表を発表した．女性，男性の平均寿命はそれぞれ87.09歳，81.05

歳であり，いずれも2年連続で前年を下回った．（『朝日新聞』2023年7月29日朝刊）

8 22

30

31

国立社会保障・人口問題研究所が2022年の「全国家庭動向調査」の結果を発表した．夫婦の家事

分担では妻の担う割合が80.6％を占めた．（『産経新聞』2023年8月23日朝刊）

国内で実施された不妊治療の体外受精により2021年に生まれた子どもは6万9797人であったこと

が報じられた．日本産科婦人科学会が調査しているものであり，前年から9416人増えて過去最多

となった．（『読売新聞』2023年8月30日夕刊）

国立がん研究センターのチームが2021年の年齢調整死亡率（人口10万人当たりの死者数）を発表

した．2020年に比べて2.2％増加したが，前年比の増加は東日本大震災があった2011年以来であ

る．（『産経新聞』2023年9月1日朝刊）

9 1

15

17

29

こども家庭庁が，認可保育所等に申し込んでも入れない待機児童が2023年4月1日時点で2680人

であったと発表した．1994年の調査開始以降で最少となった．（『読売新聞』2023年9月1日夕刊）

厚生労働省が，100歳以上の高齢者が2023年9月15日時点で9万2139人になったと発表した．女

性は8万1589人で男性は1万550人である．（『読売新聞』2023年9月15日夕刊）

総務省が2023年9月15日時点の人口推計を発表し，65歳以上の高齢者は3623万人であり前年比1

万人減であるとした．（『読売新聞』2023年9月18日朝刊）

厚生労働省が2023年版の労働経済白書を発表した．2013年からの5年間の調査により年収200万

円未満の20代男性では結婚した割合が約 1割にとどまることが指摘されている．（『朝日新聞』

2023年10月4日朝刊）

表１ 人口問題に関する主なできごと：2023年（つづき）
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月 日 できごと

10 20

25

2023年版の自殺対策白書が閣議決定された．著名人の自殺報道が他の人の自殺を増やす現象「ウェ

ルテル効果」への言及があった．（『毎日新聞』2023年10月21日朝刊）

手術を性別変更の条件とする性同一性障害特例法の要件の憲法適合性が争われた家事審判におい

て，最高裁大法廷は生殖不能手術要件を違憲と判断した．（『毎日新聞』2023年10月26日朝刊）

11 9

11

17

23

24

28

米国勢調査局が，米国の人口が将来的に減少する予測を発表した．ピークを2080年の3億7000万

人とした．（『日本経済新聞』2023年11月11日朝刊）

国立社会保障・人口問題研究所の釜野さおり氏らのチームが住民基本台帳を基にした性の多様性

に関する全国調査の結果を発表したことが，報じられた．LGBTを含む性的マイノリティーで

あるとの回答は3.5％であった．（『東京新聞』2023年11月11日夕刊）

京都大学の西浦博教授のチームが新型コロナウイルスワクチンの接種の効果について推計結果を

まとめたことが，報じられた．国内の2021年2-11月の感染者，死者は接種によってそれぞれ92.6

％，97.2％減少しているとされた．（『日本経済新聞』2023年11月17日朝刊）

東京都が2022年の都人口動態統計年報（確定数）を発表したことが報じられた．合計特殊出生率

は6年連続で低下して1.04となった．（『東京新聞』2023年11月23日朝刊）

技能実習と特定技能の両制度の見直しを検討してきた政府の有識者会議が，技能実習に代わる新

制度「育成就労」（仮称）の創設を盛り込んだ最終報告書を取りまとめた．「転籍」の制限が緩和

される方向となっている．（『毎日新聞』2023年11月25日朝刊）

望まない妊娠を防ぐ緊急避妊薬（アフターピル）を医師の処方箋なしで試験販売する調査研究が

始まった．厚生労働省から委託された日本薬剤師会が全国145か所の薬局で実施する．（『読売新

聞』2023年11月28日夕刊）

12 21

22

26

27

熊本市の慈恵病院が，2年間で21人の女性が「内密出産」をしたと発表した．病院の担当者のみ

に身元を明かして出産する仕組みであり，21人すべてが県外居住であった．（『朝日新聞』2023年

12月22日朝刊）

国立社会保障・人口問題研究所が日本の地域別将来推計人口を発表した．2050年には46道府県で

75歳以上の割合が20％を超えるとした．（『朝日新聞』2023年12月23日朝刊）

公的医療保険の対象が2022年4月に拡大した不妊治療について，厚生労働省が集計結果をまとめ

たことが報じられた．2022年度の医療費は895億5622万円であり，患者数は37万3575人であった．

経済的負担の軽減で治療が受けやすくなったとみられている．（『読売新聞』2023年12月26日朝刊）

内閣府が日本各地の経済動向を分析するリポート「地域の経済」を発表した．国勢調査を基に20-

34歳の未婚女性1に対する未婚男性の人口を都道府県別に調べ，東北，北関東，甲信越は未婚男

性の比率が高いと指摘した．（『日本経済新聞』2023年12月28日朝刊）

表１ 人口問題に関する主なできごと：2023年（つづき）
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日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）１）

―令和2（2020）～32（2050）年―

小池司朗，菅桂太，藤井多希子，小山泰代，貴志匡博，

久井情在，中川雅貴，大泉嶺，井上希，西岡八郎２），

江崎雄治３），山内昌和４），丸山洋平５）

Ⅰ．推計方法の概要

1． 推計期間

推計期間は，令和2（2020）～32（2050）年まで5年ごとの30年間とした．

2．推計の対象となる地域

本推計の対象とした地域は，令和5（2023）年12月1日現在の1,883市区町村（東京23
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国立社会保障・人口問題研究所では，新たな地域別の将来人口推計を行った．この推計は，市区

町村別に将来人口を推計したものである．ただし，福島県においては平成23（2011）年3月に発生

した東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故の影響が甚大で長期に及んでいるため，浜通

り地域に属する13市町村（いわき市，相馬市，南相馬市，広野町，楢葉町，富岡町，川内村，大熊

町，双葉町，浪江町，葛尾村，新地町，飯舘村）についてはそれらの市町村をひとつにまとめた地

域を単位（「浜通り地域」）として推計し，浜通り地域以外の中通り地域，会津地域については市町

村別に推計した．

この新しい推計の結果は，国立社会保障・人口問題研究所がすでに公表した「日本の将来推計人

口（令和5年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）（以下，「全国推計」とする）による男女・年齢別

推計人口の値と合致する．

以下，この新しい推計の概要を報告する．なお，本推計で用いた「人口動態統計」の集計結果に

は，統計法第32条・第33条に基づき調査票情報を二次利用したものが含まれている．

1）本稿は，令和5（2023）年12月22日に公表した資料のうちの概要に基づいている．ただし，紙幅の都合で概

要に収められた図表は一部削除した．本推計の結果の詳細は研究所のHP（https://www.ipss.go.jp）をご覧

いただきたい．

2）元・国立社会保障・人口問題研究所

3）専修大学文学部

4）早稲田大学教育・総合科学学術院

5）札幌市立大学デザイン学部



区（特別区），および20政令指定都市の175区と，この他の769市，736町，180村），および

福島県「浜通り地域」から成る1,884地域である．20政令指定都市は，北海道札幌市，宮

城県仙台市，埼玉県さいたま市，千葉県千葉市，神奈川県横浜市，神奈川県川崎市，神奈

川県相模原市，新潟県新潟市，静岡県静岡市，静岡県浜松市，愛知県名古屋市，京都府京

都市，大阪府大阪市，大阪府堺市，兵庫県神戸市，岡山県岡山市，広島県広島市，福岡県

北九州市，福岡県福岡市，熊本県熊本市であり，これら政令指定都市については区を単位

として将来人口を推計し，区別の将来人口の合計を市の将来人口とした．

3． 推計方法

5歳以上の年齢階級の推計においては，コーホート要因法を用いた．コーホート要因法

は，ある年の男女・年齢別人口を基準として，ここに人口動態率などの仮定値を当てはめ

て将来人口を計算する方法である．コーホート要因法では，5歳以上の人口推計において

は生残率と移動率の仮定値が必要であるが，0-4歳人口の推計においては生残率と移動率

に加えて出生率および出生性比に関する仮定値が必要である．しかしながら，市区町村別

の出生率は年による変動が大きいことから，本推計では0-4歳人口を子ども女性比および

0-4歳性比の仮定値によって推計した．したがって，本推計においては，(1)基準人口，(2)

将来の生残率，(3)将来の移動率，(4)将来の子ども女性比，(5)将来の0-4歳性比，が必要

となる．本推計のフローチャートは図1の通りである．

4． 基準人口

推計の出発点となる基準人口は，「国勢調査報告」（総務省統計局）による令和 2

（2020）年10月1日現在，市区町村別，男女・年齢（5歳階級）別人口（総人口）である．

ただし，福島県「浜通り地域」については，男女・年齢（5歳階級）別人口（総人口）の

13市町村の合計を基準人口に用いた．いずれも，令和2年国勢調査の参考表として公表さ

れている「令和2年国勢調査に関する不詳補完結果」を用いている．

5． 将来の生残率

生残率の仮定値設定では「全国推計」から得られる全国の男女・年齢別生残率を利用し

た．ただし，生残率には明らかな地域差が存在するため，次のように仮定値を設定した．

55-59歳→60-64歳以下の年齢については，市区町村間の生残率の差は極めて小さいため，

都道府県別に将来の生残率を仮定し，それを各都道府県に含まれる市区町村の仮定値とし

た．具体的には，まず，「日本版死亡データベース」（https://www.ipss.go.jp/p-toukei/

JMD/）の全国及び都道府県別生命表を用いて，平成27（2015）～令和2（2020）年の都

道府県別，男女・年齢別生残率を計算した．次に，この都道府県別，男女・年齢別生残率

の全国に対する相対的較差（比）を計算し，令和27（2045）～令和32（2050）年の全国値

との相対的較差が，平成27（2015）～令和2（2020）年における相対的較差の2分の1と

なるよう直線的に減少させた．その上で，この相対的較差と「全国推計」から得られる全
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国の男女・年齢別生残率を利用して，将来の生残率を設定した．

60-64歳→65-69歳以上については，同じ都道府県に属する市区町村間においても生残率

の差が大きく，将来人口推計に対して生残率がおよぼす影響も大きくなるため，都道府県

とそれに含まれる市区町村の較差を利用して生残率の仮定値を設定した．具体的には，ま

ず，平成12（2000）年から令和2（2020）年の「市区町村別生命表」（厚生労働省）から，

平成12（2000）～令和2（2020）年について5年毎に4期間の市区町村別，男女・年齢別

生残率を計算した．次に，平成12（2000）～令和2（2020）年の「日本版死亡データベー

ス」を用いて当該市区町村が所属する都道府県の男女・年齢別生残率を計算した．これら

生残率の相対的較差を令和27（2045）～32（2050）年の期間まで一定と仮定し，55-59歳

→60-64歳以下と同じ方法で設定した都道府県別の将来の生残率を用いて，市区町村別の

将来の生残率を設定した．

ただし，令和2（2020）年以後の死亡状況は大きく変化し，この変化の地域差も大きかっ

た．そのため，将来の生残率のうち令和2（2020）～7（2025）年については，「日本版

死亡データベース」による都道府県別生命表を用いて得た生残率，基準人口と「人口動態

統計」個票データを二次利用して得た死亡数による市区町村別，男女別，令和2（2020）

年国勢調査時年齢コーホート別の死亡率を用いて，令和2（2020）～4（2022）年の死亡

の地域差を反映させた．

6． 将来の移動率

本推計では，将来の人口移動に関して，転出数と転入数に分けて推計を行った．転出数

の推計には男女・年齢別転出率の仮定値，転入数の推計には男女・年齢別配分率の仮定値

をそれぞれ用いた．転出率は地域別人口に占める域外への転出数の割合，配分率は全地域

の転入数に占める地域別の転入数のシェアを表す．以下では，転出率および配分率を総称

して移動率と表現する．

地域別にみた男女・年齢別の人口移動傾向は，一時的な要因によって大きく変化するこ

とがあるため，一定の規則性をみいだすことが難しい．そこで原則として，平成17

（2005）～22（2010）年，平成22（2010）～27（2015）年，平成27（2015）～令和 2

（2020）年の3期間に観察された地域別の平均的な人口移動傾向が令和27（2045）～32

（2050）年まで継続すると仮定した．男女・年齢別転出率については，上述3期間の平均

的な値を令和27（2045）～32（2050）年まで一定として仮定値を設定した．一方，配分率

については，上述3期間の平均的な値をベースとし，推計期間中における推計対象地域の

人口規模の変化や転入元となる他地域の人口分布の変化を考慮する形で，令和27（2045）

～32（2050）年までの仮定値を設定した．なお，配分率に乗ずる全国の転入数は，「全国

推計」による人口から各地域に生残する人口の合計値を引いた値とした．

ただし，上述3期間の移動率が大きく変動している地域については，突発的な変化がみ

られた期間を除外して算出された移動率を仮定値として設定するなどした．また，令和2

（2020）年の国勢調査と前後して，新型コロナウイルスの感染拡大等により人口移動傾向
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が大きく変化した地域については，令和2（2020）～7（2025）年に限定し，「住民基本

台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査」（総務省）を利用して，令和2（2020）年

国勢調査以降における人口移動傾向の変化を仮定値に加味することとした．

7． 将来の子ども女性比

本推計では，出生に関する仮定値に子ども女性比を用いた．今回の推計では，子ども女

性比を0-4歳人口の20-44歳女性人口に対する比と定義する．通常，子ども女性比は15-49

歳女性人口に対する比とするのが一般的であるものの，15-19歳と45-49歳の年齢別出生率

は非常に低く，これらの年齢別人口が今後相対的に大きくなる市区町村において0-4歳人

口が過大になる可能性があることから，20-44歳女性人口に対する比を用いる．

将来の市区町村別子ども女性比の仮定値設定では，市区町村別の子ども女性比の全国の

子ども女性比に対する相対的較差を用いた．具体的には，平成17（2005）年，平成22

（2010）年，平成27（2015）年，令和2（2020）年の4時点における市区町村別の子ども

女性比の全国に対する相対的較差（比）を算出した．そのうえで，原則として平成17

（2005）～令和2（2020）年の較差の趨勢が令和7（2025）年まで続くと仮定して，直線

的に延長することにより令和7（2025）年の市区町村別の較差を設定し，その後令和7

（2025）～32（2050）年までは一定と仮定した．このように設定した市区町村別の子ども

女性比の相対的較差を，「全国推計」による令和7（2025）～32（2050）年の男女・5歳

階級別人口による将来の子ども女性比に乗じて得た市区町村別の子ども女性比を仮定値と

した．

ただし，令和7（2025）年以後の子ども女性比の設定にあたっては，平成17（2005）～

令和2（2020）年の5年毎4時点の相対的較差の変化が直線的かどうかを市区町村別に検

討し，直線的に推移している場合には過去の趨勢を令和7（2025）年まで延長し，そうで

ない場合には直近の地域差の動向を投影した．まず，1時点の較差のみが極端な値の場合，

当該時点を除く直線的な趨勢を延長した．平成22（2010）～令和2（2020）年の較差が明

瞭に変化（低下）している場合には平成17（2005）以後の4時点ではなく3時点，場合に

よっては直近2時点の較差の趨勢を投影した．また，平成27（2015）～令和2（2020）年

の2時点の較差がほとんど変化していない場合には，令和2（2020）年の較差が令和7

（2025）年まで継続するとして，将来に投影した．

8． 将来の0-4歳性比

「7．将来の子ども女性比」により将来の0-4歳人口が推計されるが，これを男女の別

に振り分けるためには，将来の0-4歳性比の仮定値が必要となる．

これについては，「全国推計」による全国の令和7（2025）年以降令和32（2050）年ま

での0-4歳性比を各年次の仮定値とし，全地域の0-4歳推計人口に一律に適用した．
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図１ 地域別将来人口推計のフローチャート



Ⅱ．都道府県別にみた推計結果の概要

1． 都道府県別総人口の推移

(1)46道府県で令和2（2020）年以後の総人口は一貫して減少し，令和22（2040）年以

降はすべての都道府県で一貫して減少する

先に公表された「日本の将来推計人口（令和5年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）

（以下，「全国推計」）によれば，わが国の総人口は長期にわたって減少が続く．平成27

（2015）年から令和2（2020）年の都道府県別の総人口の推移をみると，39道府県で総人

口が減少している．今回の推計によれば（表1；表2；表3；表Ⅱ-1），総人口が減少す

る都道府県数は今後も増え，令和2（2020）年から令和7（2025）年にかけて東京都を除

く46道府県で総人口が減少する．令和22（2040）年から令和27（2045）年以降は，東京都

を含むすべての都道府県で総人口が減少するようになる．

総人口の増加率をみると，すべての都道府県で時間の経過とともに減少が加速する傾向

にある．令和2（2020）年から令和7（2025）年にかけては総人口の増加率が-5％を下回

るのは12県であるが，その数は次第に増し，令和17（2035）年から令和22（2040）年にか

けては17道県，令和27（2045）年から令和32（2050）年にかけては25道県となる．なお，

令和27（2045）年から令和32（2050）年には，8県で総人口の増加率が-7.5％を下回る．
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表１ 都道府県別総人口の推移
（1,000人）

順位

令和2年
（2020）

令和17年
（2035）

令和32年
（2050）

全国 126,146 全国 116,639 全国 104,686

1 東京都 14,048 東京都 14,459 東京都 14,399

2 神奈川県 9,237 神奈川県 9,012 神奈川県 8,524

3 大阪府 8,838 大阪府 8,167 大阪府 7,263

4 愛知県 7,542 愛知県 7,211 愛知県 6,676

5 埼玉県 7,345 埼玉県 7,101 埼玉県 6,634

… … … …

43 福井県 767 福井県 672 秋田県 560

44 徳島県 720 徳島県 601 島根県 497

45 高知県 692 島根県 581 徳島県 481

46 島根県 671 高知県 568 高知県 451

47 鳥取県 553 鳥取県 479 鳥取県 406



このように都道府県単位での今後の人口減少は加速し，令和2（2020）年を100とした

令和32（2050）年の総人口の指数が100を超えるのは東京都（102.5）のみとなり，残る46

道府県では令和32（2050）年の総人口は令和2（2020）年を下回る．なかでも，秋田県の

指数は58.4であり，令和2（2020）年と比べて令和32（2050）年の総人口は4割以上少な

くなる．次いで，青森県（61.0），岩手県（64.7），高知県（65.2），長崎県（66.2），山形

県（66.6），徳島県（66.8），福島県（68.0），和歌山県（68.5），山口県（69.0），新潟県

（69.3）の順にこの指数は小さく，これらの11県で令和32（2050）年の総人口は令和2

（2020）年と比べて3割以上少なくなる．

地域ブロック別にみると，平成27（2015）年から令和2（2020）年にかけて，すでに南

関東以外の地域ブロックで総人口が減少しているが，令和 7（2025）年から令和12

（2030）年にかけて南関東においても総人口が減少し，以後令和32（2050）年まですべて

の地域ブロックで総人口が減少する．

(2)今後も東京都と周辺県の総人口が全国の総人口に占める割合は増大する

令和2（2020）年の国勢調査によると，全国の総人口に占める割合が最も大きかったの

は東京都（11.1％），次いで神奈川県（7.3％），大阪府（7.0％）の順である．今回の推計

によれば，全国の総人口に占める割合は，東京都や神奈川県では今後徐々に上昇するが，
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表３ 令和２（2020）年の総人口を100としたときの指数でみた総人口

順位

令和17年
（2035）

令和32年
（2050）

全国 92.5 全国 83.0

1 東京都 102.9 東京都 102.5

2 沖縄県 98.9 沖縄県 94.8

3 神奈川県 97.6 神奈川県 92.3

4 千葉県 96.7 千葉県 90.5

5 埼玉県 96.7 埼玉県 90.3

… … …

43 長崎県 82.7 長崎県 66.2

44 岩手県 82.2 高知県 65.2

45 高知県 82.1 岩手県 64.7

46 青森県 80.4 青森県 61.0

47 秋田県 78.3 秋田県 58.4

表２ 総人口が減少する都道府県数

平成27（2015）～
令和2（2020）年

令和2（2020）
～7（2025）年

令和7（2025）
～12（2030）年

令和12（2030）
～17（2035）年

令和17（2035）
～22（2040）年

令和22（2040）
～27（2045）年

令和27（2045）
～32（2050）年

39 46 46 46 46 47 47



大阪府では概ね横ばいで推移し，令和32（2050）年には東京都（13.8％），神奈川県（8.1

％），大阪府（6.9％）となる．この他の道府県については，埼玉県や千葉県，愛知県といっ

た大都市圏に含まれる県と，滋賀県，福岡県，沖縄県で全国の総人口に占める割合がやや

上昇する．

地域ブロック別にみると（表4），令和2（2020）年に全国の総人口に占める割合が最

も高かったのは南関東で29.3％であった．南関東の総人口が全国の総人口に占める割合は

今後も上昇し，令和32（2050）年には33.7％に達する．一方で，南関東以外の地域ブロッ

クでは低下幅に差があるものの，総人口が全国の総人口に占める割合はすべての地域ブロッ

クで一貫して低下する．

2． 年齢（0-14歳，15-64歳，65歳以上，75歳以上）別人口および割合の推移

(1) 0-14歳人口および0-14歳人口割合はすべての都道府県で減少傾向となる

「全国推計」によれば，全国の0-14歳人口は低い出生率のもとで今後減少を続ける．

今回の推計によれば（表Ⅱ-2），今後すべての都道府県で0-14歳人口は概ね一貫して減少

する．
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地域区分
北海道：北海道 東北：青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県 北関東：茨城
県，栃木県，群馬県 南関東：埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県 中部：新潟県，富山県，
石川県，福井県，山梨県，長野県，岐阜県，静岡県，愛知県 近畿：三重県，滋賀県，京都府，
大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県 中国：鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県 四
国：徳島県，香川県，愛媛県，高知県 九州・沖縄：福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，
宮崎県，鹿児島県，沖縄県

表４ 全国の総人口に占める各地域ブロックの総人口の割合
（％）

ブロック
令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

北海道 4.1 4.1 4.0 3.9 3.8 3.7 3.6

東北 6.8 6.6 6.4 6.2 6.0 5.8 5.6

関東 34.6 35.3 35.9 36.6 37.3 38.0 38.7

北関東 5.3 5.3 5.2 5.2 5.1 5.1 5.0

南関東 29.3 30.0 30.7 31.4 32.2 32.9 33.7

中部 16.8 16.6 16.5 16.5 16.4 16.3 16.2

近畿 17.7 17.6 17.6 17.4 17.3 17.2 17.0

中国 5.8 5.7 5.6 5.5 5.4 5.4 5.3

四国 2.9 2.8 2.8 2.7 2.6 2.6 2.5

九州・沖縄 11.3 11.2 11.2 11.1 11.1 11.1 11.0



また，0-14歳人口が各都道府県の総人口に占める割合をみると（表5；表Ⅱ-3），令和

2（2020）年から令和17（2035）年まですべての都道府県で低下する．0-14歳人口の割合

は他の年齢別人口の推移に影響されるため，0-14歳人口の規模は減少するが，0-14歳人口

の割合が上昇する都道府県数は，令和17（2035）年から令和22（2040）年にかけて35都道

府県，令和22（2040）年から令和27（2045）年にかけて27道県，令和27（2045）年から令

和32（2050）年にかけて5県で微増となる．令和32（2050）年時点で，0-14歳人口の割合

が最も高いのは沖縄県（13.8％），最も低いのは秋田県（6.9％）である．

(2) 15-64歳人口および15-64歳人口割合は東京都以外今後一貫して減少する

「全国推計」によれば，全国の15-64歳人口は今後一貫して減少する．今回の推計によ

れば（表Ⅱ-4），15-64歳人口は東京都を除く46道府県で今後一貫して減少するが，東京都

は5年ごとにみると令和12（2030）年にピークとなり，それ以降減少する．

また，15-64歳人口が各都道府県の総人口に占める割合は（表6；表Ⅱ-5），他の年齢別

人口の推移に影響されるため，15-64歳人口が減少しても令和2（2020）年から令和7

（2025）年に7都府県，令和7（2025）年から令和12（2030）年にかけて6県で15-64歳人

口割合が僅かに上昇するものの，全般的には各都道府県とも低下傾向で推移する．令和32

（2050）年時点で，15-64歳人口の割合が最も高いのは東京都（60.4％），最も低いのは秋

田県（43.2％）である．
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表５ 0-14歳人口の割合
（％）

順位

令和2年
（2020）

令和17年
（2035）

令和32年
（2050）

全国 11.9 全国 10.0 全国 9.9

1 沖縄県 16.6 沖縄県 14.1 沖縄県 13.8

2 滋賀県 13.6 熊本県 11.4 熊本県 11.6

3 佐賀県 13.5 福岡県 11.2 福岡県 11.3

4 熊本県 13.2 佐賀県 11.2 佐賀県 11.3

5 宮崎県 13.1 滋賀県 11.1 宮崎県 11.2

… … … …

43 徳島県 10.9 高知県 8.7 山形県 8.5

44 高知県 10.9 北海道 8.6 福島県 8.2

45 北海道 10.7 岩手県 8.3 岩手県 8.0

46 青森県 10.5 青森県 8.0 青森県 7.4

47 秋田県 9.7 秋田県 7.2 秋田県 6.9



(3)65歳以上人口は大幅な増加が続く大都市圏や沖縄県と，減少が続くそれ以外の地域

に分かれる

「全国推計」によれば，全国の65歳以上人口は2043年のピークまで増加し，それ以降減

少することが見通されている．今回の推計によれば（表Ⅱ-6），令和2（2020）年から令

和7（2025）年にかけて10府県で65歳以上人口は減少する．それ以降の期間で65歳以上人

口が減少するのは，令和7（2025）年から令和12（2030）年にかけて23県，令和12（2030）

年から令和17（2035）年にかけて24道県に増えた後，令和17（2035）年から令和22

（2040）年にかけて13県となる．その後，全国の65歳以上人口がピークを迎える令和22

（2040）年から令和27（2045）年にかけて36道県，令和27（2045）年から令和32（2050）

年にかけては44道府県で65歳以上人口は減少する．

このように65歳以上人口が減少する都道府県の数は，令和17（2035）年から令和22

（2040）年の期間を除いて増える傾向がある．令和2（2020）年から令和32（2050）年ま

での間に65歳以上人口が最大となる年次をみると，令和22（2040）年が15道県で最も多く，

次いで令和7（2025）年が12県の順になっている（表7）．秋田県，島根県，山口県，高

知県など9県では令和2（2020）年に65歳以上人口が最大となっており，令和17（2035）

年から令和22（2040）年を除けば，これらの 9県では令和 2（2020）年から令和32

（2050）年にかけて65歳以上人口は減少し続ける．また，令和2（2020）年の値を100とし

たときの令和32（2050）年の65歳以上人口の指数が100未満になるのは26道県であり，す

なわち，これら26道県では令和32（2050）年の65歳以上人口は令和2（2020）年を下回る

（図2；表Ⅱ-6）．

一方，東京都と愛知県，沖縄県では令和2（2020）年から令和32（2050）年にかけて65

歳以上人口は一貫して増加する．令和32（2050）年の65歳以上人口を，令和2（2020）年
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表６ 15-64歳人口の割合
（％）

順位

令和2年
（2020）

令和17年
（2035）

令和32年
（2050）

全国 59.5 全国 57.6 全国 52.9

1 東京都 66.1 東京都 64.7 東京都 60.4

2 神奈川県 62.7 愛知県 59.8 神奈川県 55.0

3 愛知県 61.7 神奈川県 59.7 愛知県 54.7

4 埼玉県 61.1 埼玉県 59.2 埼玉県 54.6

5 沖縄県 60.8 千葉県 59.1 千葉県 54.5

…

43 宮崎県 54.3 鹿児島県 51.8 長崎県 46.2

44 山口県 53.9 高知県 51.6 岩手県 46.2

45 高知県 53.6 青森県 51.0 高知県 45.7

46 島根県 53.6 長崎県 50.9 青森県 44.2

47 秋田県 52.8 秋田県 49.3 秋田県 43.2



の値を100としたときの指数でみると，沖縄県（141.1）と東京都（133.3）の指数は130以

上，神奈川県（126.3），愛知県（120.8），滋賀県（120.8）の指数は120以上である．これ

らの5都県では令和2（2020）年から令和32（2050）年にかけて65歳以上人口が20％以上

増加する（図2；表Ⅱ-6）．令和32（2050）年時点で65歳以上人口の規模が大きいのは，

東京都，神奈川県，大阪府，埼玉県，愛知県，千葉県など大都市圏に属する都府県である．

(4)令和32（2050）年には25道県で65歳以上人口割合が40％を超える

65歳以上人口が総人口に占める割合は，各都道府県とも今後一貫して上昇する．65歳以

上人口割合が30％を超える都道府県数は令和 2（2020）年では30道県だが，令和12

（2030）年には38道府県，そして令和22（2040）年までに東京都を除く46道府県で65歳以

上人口割合が30％を超えるようになる（表8；表Ⅱ-7）．65歳以上人口割合が40％を超え

る都道府県は令和2（2020）年時点ではゼロであるが，令和7（2025）年には秋田県の1

県，そして令和22（2040）年には12県，令和32（2050）年には25道県に増える．令和32
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図２ 令和２（2020）年の65歳以上人口を100としたときの令和32（2050）年の

65歳以上人口の指数

表７ 令和２（2020）年以降で65歳以上人口が最大となる年次別都道府県数

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035)

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

9 12 0 0 15 8 3



（2050）年に65歳以上人口割合が最も高いのは秋田県（49.9％）であり，最も低いのは東

京都（29.6％）である．大都市圏に属する都県や沖縄県では令和2（2020）年から令和32

（2050）年にかけて65歳以上人口が急増するが，65歳以上人口割合は相対的に低い水準に

とどまる（図3）．
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図３ 令和32（2050）年の65歳以上人口の指数（令和２（2020）年＝100）と

65歳以上人口の割合

表８ 65歳以上人口の割合
（％）

順位

令和2年
（2020）

令和17年
（2035）

令和32年
（2050）

全国 28.6 全国 32.3 全国 37.1

1 秋田県 37.5 秋田県 43.5 秋田県 49.9

2 高知県 35.5 青森県 40.9 青森県 48.4

3 山口県 34.6 高知県 39.7 岩手県 45.9

4 島根県 34.2 岩手県 39.3 高知県 45.6

5 徳島県 34.2 徳島県 39.1 徳島県 44.8

… … … …

43 滋賀県 26.3 埼玉県 30.7 福岡県 35.1

44 神奈川県 25.6 神奈川県 30.2 神奈川県 35.0

45 愛知県 25.3 愛知県 29.2 愛知県 34.5

46 東京都 22.7 沖縄県 28.3 沖縄県 33.6

47 沖縄県 22.6 東京都 25.2 東京都 29.6



(5)75歳以上人口は令和12（2030）年まで全都道府県で増加し，その後は減少傾向に転

じるが，大都市圏や沖縄県では再度著しく増加する

「全国推計」によれば，全国の75歳以上人口は当面は増加傾向が続く．今回の推計によ

れば（表Ⅱ-8），75歳以上人口は令和12（2030）年まですべての都道府県で増加する．し

かし，75歳以上人口の増加率は令和12（2030）年から令和22（2040）年前後にかけて縮小

し，その後，75歳以上人口は一貫して減少する県もある一方で，大都市圏では令和32

（2050）年にかけて再度急増する．75歳以上人口が減少するのは，令和12（2030）年から

令和17（2035）年にかけては31都道府県，令和17（2035）年から令和22（2040）年にかけ

ては40道府県だが，令和22（2040）年から令和27（2045）年にかけて27道県，令和27

（2045）年から令和32（2050）年は8県となる．残る39都道府県では令和27（2045）年か

ら令和32（2050）年にかけて75歳以上人口は増加し，特に大都市圏の増加幅が著しい．

令和32（2050）年の75歳以上人口を，令和2（2020）年の値を100としたときの指数で

みると，沖縄県（179.3），神奈川県（152.9），滋賀県（150.2）では指数が150以上，すな

わち令和2（2020）年から令和32（2050）年にかけて75歳以上人口が1.5倍以上に増加す

る（図4）．このうち沖縄県では，令和2（2020）年と比べて令和32（2050）年の75歳以

上人口の規模は約1.8倍になる（表Ⅱ-8）．令和32（2050）年時点で75歳以上人口が多いの

は，東京都，神奈川県，大阪府，埼玉県，愛知県など大都市圏に属する都府県である．
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図４ 令和２（2020）年の75歳以上人口を100としたときの令和32（2050）年の

75歳以上人口の指数



(6)令和32（2050）年には46道府県で75歳以上人口割合が2割を超える

75歳以上人口が総人口に占める割合は，他の年齢別人口の推移に影響されるため，令和

12（2030）年から令和17（2035）年の埼玉県，千葉県，東京都，大阪府などのように僅か

に低下する場合もあるものの，各都道府県とも今後ほぼ一貫して上昇する．特に令和2

（2020）年から令和7（2025）年と令和27（2045）年から令和32（2050）年の期間で上昇

幅が著しい都道府県が多い．75歳以上人口割合が20％を超える都道府県は令和2（2020）

年時点ではゼロであるが，令和32（2050）年には46道府県で20％を超える（表9；表Ⅱ-9）．

令和32（2050）年に最も75歳以上人口割合が高いのは秋田県（32.2％），次いで青森県

（31.1％）であり，この2県では総人口の3割以上が75歳以上人口となる．最も低いのは

東京都（17.5％）であり，唯一20％を下回る．大都市圏に属する都県や沖縄県では令和2

（2020）年から令和32（2050）年にかけて75歳以上人口が急増するが，75歳以上人口割合

は相対的に低い水準にとどまる（図5）．
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表９ 75歳以上人口の割合
（％）

順位

令和2年
（2020）

令和17年
（2035）

令和32年
（2050）

全国 14.7 全国 19.2 全国 23.2

1 秋田県 19.9 秋田県 28.3 秋田県 32.2

2 高知県 19.0 高知県 25.8 青森県 31.1

3 島根県 18.4 青森県 25.3 高知県 29.5

4 山口県 18.3 徳島県 25.1 岩手県 29.1

5 山形県 17.9 山形県 24.8 徳島県 28.8

… … … …

43 神奈川県 13.3 大阪府 17.7 千葉県 22.0

44 滋賀県 13.1 神奈川県 16.8 愛知県 21.4

45 愛知県 13.0 愛知県 16.5 福岡県 21.3

46 東京都 12.1 沖縄県 16.5 沖縄県 20.4

47 沖縄県 10.8 東京都 13.3 東京都 17.5
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図５ 令和32（2050）年の75歳以上人口の指数（令和２（2020）年＝100）と

75歳以上人口の割合
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表Ⅱ-1 都道府県別総人口と指数（令和２（2020）年＝100）

地 域

総人口（1,000人） 指数（令和2(2020)年＝100）

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

令和17年
（2035）

令和32年
（2050）

全 国 126,146 123,262 120,116 116,639 112,837 108,801 104,686 92.5 83.0

北 海 道 5,225 5,007 4,792 4,562 4,319 4,068 3,820 87.3 73.1
青 森 県 1,238 1,157 1,077 996 914 833 755 80.4 61.0
岩 手 県 1,211 1,138 1,066 995 924 853 783 82.2 64.7
宮 城 県 2,302 2,239 2,172 2,097 2,014 1,924 1,830 91.1 79.5
秋 田 県 960 888 819 752 686 622 560 78.3 58.4

山 形 県 1,068 1,005 945 886 828 769 711 83.0 66.6
福 島 県 1,833 1,732 1,640 1,546 1,449 1,349 1,247 84.4 68.0
茨 城 県 2,867 2,783 2,688 2,584 2,473 2,359 2,245 90.1 78.3
栃 木 県 1,933 1,867 1,802 1,732 1,658 1,581 1,502 89.6 77.7
群 馬 県 1,939 1,878 1,815 1,746 1,673 1,597 1,521 90.1 78.4

埼 玉 県 7,345 7,316 7,224 7,101 6,953 6,794 6,634 96.7 90.3
千 葉 県 6,284 6,258 6,179 6,076 5,956 5,824 5,690 96.7 90.5
東 京 都 14,048 14,199 14,349 14,459 14,507 14,483 14,399 102.9 102.5
神奈川県 9,237 9,201 9,122 9,012 8,869 8,703 8,524 97.6 92.3
新 潟 県 2,201 2,084 1,974 1,863 1,751 1,637 1,525 84.6 69.3

富 山 県 1,035 986 942 898 852 806 762 86.8 73.6
石 川 県 1,133 1,092 1,057 1,019 979 937 897 90.0 79.2
福 井 県 767 733 703 672 639 606 573 87.6 74.7
山 梨 県 810 782 749 716 681 646 612 88.4 75.5
長 野 県 2,048 1,974 1,899 1,822 1,743 1,663 1,582 89.0 77.2

岐 阜 県 1,979 1,901 1,820 1,734 1,646 1,557 1,468 87.6 74.2
静 岡 県 3,633 3,511 3,386 3,254 3,116 2,973 2,829 89.6 77.9
愛 知 県 7,542 7,453 7,346 7,211 7,050 6,870 6,676 95.6 88.5
三 重 県 1,770 1,703 1,637 1,568 1,496 1,422 1,347 88.6 76.1
滋 賀 県 1,414 1,399 1,376 1,346 1,309 1,267 1,223 95.2 86.5

京 都 府 2,578 2,518 2,445 2,361 2,267 2,170 2,076 91.6 80.5
大 阪 府 8,838 8,676 8,438 8,167 7,874 7,570 7,263 92.4 82.2
兵 庫 県 5,465 5,310 5,145 4,964 4,767 4,564 4,358 90.8 79.7
奈 良 県 1,324 1,272 1,215 1,151 1,083 1,015 950 86.9 71.8
和歌山県 923 875 827 778 728 679 632 84.3 68.5

鳥 取 県 553 527 503 479 454 430 406 86.5 73.3
島 根 県 671 640 610 581 553 525 497 86.6 74.1
岡 山 県 1,888 1,832 1,774 1,713 1,646 1,578 1,510 90.7 80.0
広 島 県 2,800 2,704 2,618 2,526 2,428 2,328 2,230 90.2 79.6
山 口 県 1,342 1,268 1,199 1,129 1,059 991 926 84.1 69.0

徳 島 県 720 679 640 601 561 520 481 83.5 66.8
香 川 県 950 911 875 838 800 762 724 88.2 76.2
愛 媛 県 1,335 1,267 1,203 1,139 1,074 1,008 945 85.3 70.8
高 知 県 692 648 608 568 528 488 451 82.1 65.2
福 岡 県 5,135 5,073 4,989 4,886 4,762 4,623 4,479 95.1 87.2

佐 賀 県 811 783 752 720 688 654 621 88.8 76.5
長 崎 県 1,312 1,230 1,159 1,086 1,012 940 869 82.7 66.2
熊 本 県 1,738 1,682 1,622 1,558 1,493 1,425 1,355 89.6 78.0
大 分 県 1,124 1,078 1,031 984 936 888 841 87.6 74.9
宮 崎 県 1,070 1,024 979 934 889 843 797 87.3 74.5

鹿児島県 1,588 1,518 1,448 1,378 1,309 1,240 1,171 86.8 73.7
沖 縄 県 1,467 1,462 1,459 1,451 1,438 1,419 1,391 98.9 94.8

減少県 39 46 46 46 46 47 47

注1）指数とは，令和2（2020）年の総人口を100としたときの総人口の値のこと．
注2）減少県とは，5年前より総人口が減少した都道府県の数のこと．



―90―

表Ⅱ-2 都道府県別0-14歳人口と指数（令和２（2020）年＝100）

地 域

総人口（1,000人） 指数（令和2(2020)年＝100）

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

令和17年
（2035）

令和32年
（2050）

全 国 15,032 13,633 12,397 11,691 11,419 11,027 10,406 77.8 69.2

北 海 道 557 491 430 392 371 351 325 70.4 58.4
青 森 県 130 111 94 80 72 64 56 61.5 43.0
岩 手 県 133 113 95 83 76 70 62 62.5 47.0
宮 城 県 269 241 213 196 187 178 165 72.8 61.5
秋 田 県 93 77 63 54 49 44 39 58.1 41.5

山 形 県 120 103 88 78 72 67 60 64.6 50.2
福 島 県 207 178 155 137 126 115 103 66.2 49.5
茨 城 県 335 296 262 241 232 222 207 71.9 61.7
栃 木 県 228 198 174 160 155 148 138 70.2 60.3
群 馬 県 227 198 177 164 159 151 140 72.4 61.6

埼 玉 県 873 807 749 720 714 696 663 82.5 76.0
千 葉 県 737 678 631 608 605 591 565 82.6 76.7
東 京 都 1,568 1,524 1,476 1,467 1,486 1,481 1,440 93.5 91.8
神奈川県 1,086 998 929 906 906 890 852 83.4 78.4
新 潟 県 248 214 184 165 155 144 132 66.4 53.2

富 山 県 116 101 90 82 79 75 69 70.2 59.6
石 川 県 137 122 110 103 101 97 92 75.2 66.6
福 井 県 96 84 74 67 64 61 57 70.4 59.0
山 梨 県 93 83 74 68 65 62 58 73.3 62.2
長 野 県 245 216 192 177 172 164 152 72.4 62.1

岐 阜 県 243 213 187 172 165 156 143 71.0 59.1
静 岡 県 439 384 340 318 308 295 275 72.3 62.6
愛 知 県 980 896 826 793 784 762 722 80.9 73.7
三 重 県 213 187 166 154 148 141 130 72.3 60.8
滋 賀 県 192 174 158 150 147 142 133 78.0 69.4

京 都 府 294 265 241 227 220 210 196 77.0 66.5
大 阪 府 1,032 941 864 816 795 759 704 79.1 68.2
兵 庫 県 667 599 537 499 484 465 435 74.8 65.2
奈 良 県 155 137 121 110 105 99 92 71.1 59.2
和歌山県 106 93 82 73 69 64 58 69.5 54.8

鳥 取 県 69 62 55 50 48 46 43 72.6 62.6
島 根 県 82 74 66 61 59 56 53 74.8 64.4
岡 山 県 233 211 192 180 175 168 158 77.0 67.5
広 島 県 354 318 285 268 262 254 241 75.6 68.1
山 口 県 154 134 117 106 101 96 89 69.1 57.8

徳 島 県 78 69 59 53 49 46 41 67.3 52.8
香 川 県 115 102 90 83 80 77 72 72.1 62.5
愛 媛 県 154 135 116 104 99 94 87 67.7 56.3
高 知 県 75 65 56 49 46 43 39 65.7 52.3
福 岡 県 667 625 577 549 540 528 506 82.2 75.9

佐 賀 県 109 99 88 81 77 74 70 74.0 64.0
長 崎 県 165 146 127 112 104 97 90 68.2 54.8
熊 本 県 229 211 191 178 171 165 158 77.7 68.9
大 分 県 136 121 108 100 96 93 88 73.1 64.3
宮 崎 県 140 125 111 102 98 94 89 72.9 63.4

鹿児島県 208 187 165 151 143 137 130 72.8 62.6
沖 縄 県 244 229 213 204 201 198 192 83.7 78.5

注）指数とは，令和2（2020）年の0-14歳人口を100としたときの0-14歳人口の値のこと．
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表Ⅱ-3 都道府県別0-14歳人口の割合
（％）

地 域
令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

全 国 11.9 11.1 10.3 10.0 10.1 10.1 9.9

北 海 道 10.7 9.8 9.0 8.6 8.6 8.6 8.5
青 森 県 10.5 9.6 8.7 8.0 7.8 7.7 7.4
岩 手 県 11.0 9.9 8.9 8.3 8.2 8.2 8.0
宮 城 県 11.7 10.8 9.8 9.3 9.3 9.2 9.0
秋 田 県 9.7 8.7 7.7 7.2 7.1 7.0 6.9

山 形 県 11.3 10.2 9.3 8.8 8.7 8.7 8.5
福 島 県 11.3 10.3 9.4 8.9 8.7 8.5 8.2
茨 城 県 11.7 10.6 9.8 9.3 9.4 9.4 9.2
栃 木 県 11.8 10.6 9.6 9.2 9.3 9.3 9.2
群 馬 県 11.7 10.5 9.7 9.4 9.5 9.5 9.2

埼 玉 県 11.9 11.0 10.4 10.1 10.3 10.2 10.0
千 葉 県 11.7 10.8 10.2 10.0 10.2 10.2 9.9
東 京 都 11.2 10.7 10.3 10.1 10.2 10.2 10.0
神 奈 川 県 11.8 10.8 10.2 10.1 10.2 10.2 10.0
新 潟 県 11.3 10.3 9.3 8.8 8.8 8.8 8.6

富 山 県 11.2 10.3 9.5 9.1 9.3 9.3 9.1
石 川 県 12.1 11.2 10.4 10.1 10.3 10.4 10.2
福 井 県 12.5 11.5 10.6 10.0 10.1 10.0 9.9
山 梨 県 11.4 10.6 9.9 9.5 9.6 9.6 9.4
長 野 県 12.0 10.9 10.1 9.7 9.9 9.9 9.6

岐 阜 県 12.3 11.2 10.3 9.9 10.0 10.0 9.8
静 岡 県 12.1 10.9 10.0 9.8 9.9 9.9 9.7
愛 知 県 13.0 12.0 11.2 11.0 11.1 11.1 10.8
三 重 県 12.1 11.0 10.2 9.8 9.9 9.9 9.6
滋 賀 県 13.6 12.5 11.5 11.1 11.2 11.2 10.9

京 都 府 11.4 10.5 9.8 9.6 9.7 9.7 9.4
大 阪 府 11.7 10.8 10.2 10.0 10.1 10.0 9.7
兵 庫 県 12.2 11.3 10.4 10.0 10.2 10.2 10.0
奈 良 県 11.7 10.8 10.0 9.6 9.7 9.8 9.6
和 歌 山 県 11.4 10.7 9.9 9.4 9.4 9.4 9.2

鳥 取 県 12.4 11.7 10.9 10.4 10.5 10.7 10.6
島 根 県 12.2 11.6 10.8 10.5 10.6 10.7 10.6
岡 山 県 12.4 11.5 10.8 10.5 10.6 10.6 10.4
広 島 県 12.6 11.8 10.9 10.6 10.8 10.9 10.8
山 口 県 11.5 10.6 9.7 9.4 9.6 9.7 9.6

徳 島 県 10.9 10.1 9.2 8.8 8.8 8.8 8.6
香 川 県 12.1 11.2 10.3 9.9 10.0 10.1 9.9
愛 媛 県 11.6 10.6 9.7 9.2 9.2 9.3 9.2
高 知 県 10.9 10.0 9.2 8.7 8.7 8.8 8.7
福 岡 県 13.0 12.3 11.6 11.2 11.3 11.4 11.3

佐 賀 県 13.5 12.6 11.7 11.2 11.2 11.3 11.3
長 崎 県 12.5 11.8 10.9 10.3 10.2 10.3 10.4
熊 本 県 13.2 12.5 11.8 11.4 11.5 11.6 11.6
大 分 県 12.1 11.2 10.5 10.1 10.3 10.4 10.4
宮 崎 県 13.1 12.2 11.4 11.0 11.0 11.1 11.2

鹿 児 島 県 13.1 12.3 11.4 11.0 10.9 11.0 11.1
沖 縄 県 16.6 15.6 14.6 14.1 14.0 13.9 13.8
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表Ⅱ-4 都道府県別15-64歳人口と指数（令和２（2020）年＝100）

地 域

総人口（1,000人） 指数（令和2(2020)年＝100）

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

令和17年
（2035）

令和32年
（2050）

全 国 75,088 73,101 70,757 67,216 62,133 58,323 55,402 89.5 73.8

北 海 道 2,989 2,829 2,670 2,484 2,235 2,029 1,867 83.1 62.5
青 森 県 690 625 567 508 441 383 333 73.7 48.3
岩 手 県 671 618 570 521 461 407 362 77.7 53.9
宮 城 県 1,385 1,332 1,282 1,215 1,113 1,021 944 87.7 68.1
秋 田 県 507 455 411 371 323 278 242 73.1 47.7

山 形 県 587 540 502 464 417 373 336 79.2 57.2
福 島 県 1,046 962 894 826 739 660 593 79.0 56.7
茨 城 県 1,682 1,613 1,546 1,454 1,322 1,220 1,139 86.5 67.8
栃 木 県 1,143 1,087 1,041 979 892 823 769 85.7 67.3
群 馬 県 1,128 1,088 1,042 977 887 821 772 86.6 68.5

埼 玉 県 4,488 4,472 4,385 4,202 3,924 3,744 3,619 93.6 80.6
千 葉 県 3,814 3,809 3,741 3,588 3,357 3,209 3,103 94.1 81.4
東 京 都 9,284 9,439 9,487 9,354 9,064 8,857 8,700 100.8 93.7
神奈川県 5,790 5,769 5,645 5,383 5,043 4,829 4,691 93.0 81.0
新 潟 県 1,232 1,149 1,082 1,001 897 807 735 81.3 59.6

富 山 県 582 551 525 491 440 403 377 84.5 64.9
石 川 県 658 630 606 573 522 485 462 87.0 70.2
福 井 県 436 413 392 369 335 307 285 84.6 65.4
山 梨 県 467 445 416 383 346 320 299 82.0 64.0
長 野 県 1,148 1,103 1,049 980 888 819 771 85.4 67.2

岐 阜 県 1,134 1,083 1,026 953 857 784 729 84.1 64.3
静 岡 県 2,101 2,018 1,931 1,808 1,647 1,528 1,433 86.1 68.2
愛 知 県 4,655 4,609 4,511 4,315 4,013 3,806 3,649 92.7 78.4
三 重 県 1,027 984 936 875 791 731 684 85.1 66.6
滋 賀 県 850 838 818 781 722 675 641 91.9 75.4

京 都 府 1,527 1,495 1,440 1,354 1,232 1,144 1,080 88.7 70.7
大 阪 府 5,363 5,301 5,114 4,803 4,387 4,108 3,899 89.6 72.7
兵 庫 県 3,197 3,087 2,961 2,775 2,518 2,338 2,202 86.8 68.9
奈 良 県 750 708 664 609 538 487 448 81.2 59.7
和歌山県 509 476 443 406 360 326 298 79.7 58.5

鳥 取 県 306 285 271 256 233 213 197 83.7 64.3
島 根 県 360 340 326 310 285 264 247 86.2 68.6
岡 山 県 1,082 1,046 1,014 967 887 828 783 89.3 72.3
広 島 県 1,623 1,557 1,509 1,430 1,308 1,220 1,155 88.1 71.2
山 口 県 724 677 643 598 534 484 445 82.7 61.5

徳 島 県 395 364 340 313 278 248 224 79.3 56.7
香 川 県 534 508 490 464 422 389 365 87.0 68.4
愛 媛 県 737 690 651 607 544 492 451 82.3 61.2
高 知 県 371 342 318 293 258 229 206 79.0 55.5
福 岡 県 3,035 2,979 2,932 2,837 2,665 2,519 2,401 93.5 79.1

佐 賀 県 454 429 409 388 358 331 307 85.5 67.7
長 崎 県 715 647 600 553 495 445 402 77.3 56.2
熊 本 県 963 914 874 832 773 718 671 86.4 69.7
大 分 県 614 580 554 524 480 442 413 85.4 67.3
宮 崎 県 580 544 516 489 449 413 383 84.2 65.9

鹿児島県 864 802 757 713 659 605 558 82.6 64.6
沖 縄 県 892 871 858 836 794 760 732 93.7 82.0

注）指数とは，令和2（2020）年の15-64歳人口を100としたときの15-64歳人口の値のこと．
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表Ⅱ-5 都道府県別15-64歳人口の割合
（％）

地 域
令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

全 国 59.5 59.3 58.9 57.6 55.1 53.6 52.9

北 海 道 57.2 56.5 55.7 54.4 51.7 49.9 48.9
青 森 県 55.7 54.0 52.6 51.0 48.3 45.9 44.2
岩 手 県 55.4 54.3 53.5 52.4 49.9 47.7 46.2
宮 城 県 60.2 59.5 59.0 57.9 55.3 53.1 51.6
秋 田 県 52.8 51.3 50.2 49.3 47.0 44.7 43.2

山 形 県 54.9 53.7 53.1 52.4 50.4 48.4 47.2
福 島 県 57.1 55.6 54.5 53.4 51.0 49.0 47.6
茨 城 県 58.7 58.0 57.5 56.3 53.5 51.7 50.7
栃 木 県 59.1 58.2 57.8 56.5 53.8 52.1 51.2
群 馬 県 58.2 57.9 57.4 55.9 53.0 51.4 50.8

埼 玉 県 61.1 61.1 60.7 59.2 56.4 55.1 54.6
千 葉 県 60.7 60.9 60.5 59.1 56.4 55.1 54.5
東 京 都 66.1 66.5 66.1 64.7 62.5 61.2 60.4
神 奈 川 県 62.7 62.7 61.9 59.7 56.9 55.5 55.0
新 潟 県 56.0 55.1 54.8 53.7 51.3 49.3 48.2

富 山 県 56.2 55.9 55.7 54.7 51.6 50.0 49.5
石 川 県 58.1 57.6 57.3 56.2 53.3 51.8 51.5
福 井 県 56.9 56.3 55.8 54.9 52.4 50.7 49.8
山 梨 県 57.7 56.8 55.5 53.6 50.8 49.4 48.9
長 野 県 56.1 55.9 55.3 53.8 51.0 49.2 48.8

岐 阜 県 57.3 56.9 56.4 55.0 52.0 50.4 49.6
静 岡 県 57.8 57.5 57.0 55.6 52.9 51.4 50.7
愛 知 県 61.7 61.8 61.4 59.8 56.9 55.4 54.7
三 重 県 58.0 57.8 57.2 55.8 52.9 51.4 50.8
滋 賀 県 60.1 59.9 59.4 58.0 55.1 53.3 52.4

京 都 府 59.2 59.4 58.9 57.4 54.4 52.7 52.0
大 阪 府 60.7 61.1 60.6 58.8 55.7 54.3 53.7
兵 庫 県 58.5 58.1 57.5 55.9 52.8 51.2 50.5
奈 良 県 56.6 55.7 54.7 52.9 49.7 48.0 47.1
和 歌 山 県 55.2 54.4 53.6 52.2 49.4 48.0 47.2

鳥 取 県 55.3 54.2 53.9 53.5 51.3 49.6 48.6
島 根 県 53.6 53.1 53.4 53.3 51.6 50.3 49.7
岡 山 県 57.3 57.1 57.2 56.4 53.9 52.5 51.8
広 島 県 58.0 57.6 57.6 56.6 53.9 52.4 51.8
山 口 県 53.9 53.4 53.6 53.0 50.4 48.8 48.1

徳 島 県 54.9 53.6 53.1 52.2 49.6 47.8 46.6
香 川 県 56.2 55.8 56.0 55.4 52.8 51.1 50.4
愛 媛 県 55.2 54.4 54.1 53.3 50.6 48.8 47.8
高 知 県 53.6 52.8 52.2 51.6 48.8 46.8 45.7
福 岡 県 59.1 58.7 58.8 58.1 56.0 54.5 53.6

佐 賀 県 55.9 54.8 54.4 53.9 52.1 50.5 49.4
長 崎 県 54.5 52.6 51.8 50.9 48.9 47.4 46.2
熊 本 県 55.4 54.3 53.9 53.4 51.8 50.4 49.5
大 分 県 54.6 53.8 53.7 53.3 51.3 49.8 49.1
宮 崎 県 54.3 53.1 52.7 52.3 50.6 49.0 48.0

鹿 児 島 県 54.4 52.8 52.3 51.8 50.3 48.8 47.7
沖 縄 県 60.8 59.6 58.8 57.6 55.2 53.6 52.6
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表Ⅱ-6 都道府県別65歳以上人口と指数（令和２（2020）年＝100）

地 域

総人口（1,000人） 指数（令和2(2020)年＝100）

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

令和17年
（2035）

令和32年
（2050）

全 国 36,027 36,529 36,962 37,732 39,285 39,451 38,878 104.7 107.9

北 海 道 1,679 1,688 1,691 1,687 1,713 1,688 1,628 100.4 96.9
青 森 県 418 421 416 407 401 387 365 97.5 87.5
岩 手 県 407 408 401 391 386 376 359 96.0 88.2
宮 城 県 648 666 677 687 714 725 720 106.1 111.2
秋 田 県 360 356 344 327 315 300 280 90.9 77.8

山 形 県 361 362 355 344 339 330 315 95.3 87.2
福 島 県 580 592 591 583 584 573 551 100.5 95.0
茨 城 県 851 874 879 889 919 917 899 104.6 105.7
栃 木 県 562 582 587 593 612 610 595 105.4 105.9
群 馬 県 585 592 596 605 627 625 609 103.5 104.1

埼 玉 県 1,984 2,037 2,090 2,178 2,316 2,354 2,352 109.8 118.6
千 葉 県 1,734 1,770 1,807 1,880 1,994 2,024 2,022 108.4 116.6
東 京 都 3,195 3,236 3,385 3,638 3,957 4,144 4,259 113.9 133.3
神奈川県 2,361 2,434 2,548 2,723 2,920 2,983 2,981 115.3 126.3
新 潟 県 721 721 709 697 699 686 659 96.7 91.3

富 山 県 337 333 328 325 333 328 315 96.5 93.6
石 川 県 337 341 341 344 356 354 344 101.9 101.9
福 井 県 235 236 236 235 240 238 231 100.1 98.3
山 梨 県 250 255 260 264 270 265 255 105.8 102.0
長 野 県 655 655 657 664 683 680 658 101.5 100.6

岐 阜 県 602 606 607 609 624 617 596 101.0 99.0
静 岡 県 1,093 1,109 1,115 1,128 1,160 1,151 1,120 103.2 102.5
愛 知 県 1,907 1,948 2,009 2,103 2,252 2,301 2,305 110.2 120.8
三 重 県 530 532 535 539 556 550 534 101.8 100.8
滋 賀 県 372 387 400 415 441 450 449 111.7 120.8

京 都 府 756 759 765 780 815 816 800 103.1 105.7
大 阪 府 2,442 2,434 2,460 2,548 2,693 2,703 2,660 104.3 108.9
兵 庫 県 1,601 1,623 1,648 1,690 1,765 1,761 1,721 105.5 107.5
奈 良 県 420 426 429 432 440 429 411 102.8 97.9
和歌山県 308 306 303 298 300 290 276 96.9 89.6

鳥 取 県 179 180 177 173 173 171 166 96.7 92.8
島 根 県 230 226 218 210 209 205 197 91.6 86.0
岡 山 県 573 575 569 566 585 582 570 98.9 99.6
広 島 県 823 829 825 829 858 854 834 100.7 101.3
山 口 県 465 457 439 425 424 411 392 91.4 84.4

徳 島 県 246 246 241 235 234 226 215 95.4 87.5
香 川 県 302 301 295 291 298 296 288 96.3 95.3
愛 媛 県 443 443 436 428 431 423 406 96.5 91.7
高 知 県 245 241 234 226 224 217 206 92.0 83.8
福 岡 県 1,433 1,469 1,481 1,500 1,558 1,576 1,571 104.7 109.7

佐 賀 県 249 255 254 252 252 250 244 101.2 98.1
長 崎 県 433 438 432 421 414 397 377 97.2 87.1
熊 本 県 546 557 557 548 548 541 527 100.4 96.4
大 分 県 374 377 369 360 360 353 341 96.3 91.1
宮 崎 県 349 355 352 343 342 336 325 98.2 93.2

鹿児島県 517 529 525 514 508 498 483 99.4 93.4
沖 縄 県 331 363 387 410 443 461 468 123.9 141.1

注）指数とは，令和2（2020）年の65歳以上人口を100としたときの65歳以上人口の値のこと．
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表Ⅱ-7 都道府県別65歳以上人口の割合
（％）

地 域
令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

全 国 28.6 29.6 30.8 32.3 34.8 36.3 37.1

北 海 道 32.1 33.7 35.3 37.0 39.7 41.5 42.6
青 森 県 33.7 36.3 38.6 40.9 43.9 46.4 48.4
岩 手 県 33.6 35.8 37.6 39.3 41.8 44.1 45.9
宮 城 県 28.1 29.7 31.2 32.8 35.4 37.7 39.4
秋 田 県 37.5 40.1 42.0 43.5 45.9 48.3 49.9

山 形 県 33.8 36.0 37.6 38.8 40.9 42.9 44.3
福 島 県 31.7 34.2 36.1 37.7 40.3 42.5 44.2
茨 城 県 29.7 31.4 32.7 34.4 37.2 38.9 40.0
栃 木 県 29.1 31.2 32.6 34.2 36.9 38.6 39.6
群 馬 県 30.2 31.5 32.9 34.7 37.5 39.1 40.0

埼 玉 県 27.0 27.8 28.9 30.7 33.3 34.7 35.5
千 葉 県 27.6 28.3 29.2 30.9 33.5 34.8 35.5
東 京 都 22.7 22.8 23.6 25.2 27.3 28.6 29.6
神 奈 川 県 25.6 26.5 27.9 30.2 32.9 34.3 35.0
新 潟 県 32.8 34.6 35.9 37.4 39.9 41.9 43.2

富 山 県 32.6 33.8 34.8 36.2 39.1 40.7 41.4
石 川 県 29.8 31.2 32.3 33.7 36.4 37.8 38.3
福 井 県 30.6 32.2 33.6 35.0 37.6 39.3 40.3
山 梨 県 30.8 32.6 34.6 36.9 39.6 41.0 41.7
長 野 県 32.0 33.2 34.6 36.5 39.2 40.9 41.6

岐 阜 県 30.4 31.9 33.3 35.1 37.9 39.6 40.6
静 岡 県 30.1 31.6 32.9 34.7 37.2 38.7 39.6
愛 知 県 25.3 26.1 27.3 29.2 31.9 33.5 34.5
三 重 県 29.9 31.2 32.7 34.4 37.2 38.7 39.6
滋 賀 県 26.3 27.6 29.1 30.8 33.7 35.5 36.7

京 都 府 29.3 30.1 31.3 33.0 35.9 37.6 38.5
大 阪 府 27.6 28.1 29.2 31.2 34.2 35.7 36.6
兵 庫 県 29.3 30.6 32.0 34.0 37.0 38.6 39.5
奈 良 県 31.7 33.5 35.3 37.5 40.6 42.3 43.3
和 歌 山 県 33.4 34.9 36.6 38.3 41.2 42.7 43.7

鳥 取 県 32.3 34.1 35.2 36.1 38.2 39.7 40.9
島 根 県 34.2 35.3 35.8 36.1 37.8 39.0 39.7
岡 山 県 30.3 31.4 32.0 33.1 35.5 36.9 37.8
広 島 県 29.4 30.7 31.5 32.8 35.3 36.7 37.4
山 口 県 34.6 36.0 36.7 37.6 40.0 41.5 42.3

徳 島 県 34.2 36.3 37.7 39.1 41.7 43.5 44.8
香 川 県 31.8 33.0 33.7 34.7 37.3 38.8 39.7
愛 媛 県 33.2 35.0 36.3 37.5 40.2 41.9 43.0
高 知 県 35.5 37.2 38.5 39.7 42.5 44.4 45.6
福 岡 県 27.9 29.0 29.7 30.7 32.7 34.1 35.1

佐 賀 県 30.6 32.5 33.8 34.9 36.7 38.2 39.3
長 崎 県 33.0 35.6 37.3 38.8 40.9 42.3 43.4
熊 本 県 31.4 33.1 34.3 35.2 36.7 37.9 38.8
大 分 県 33.3 35.0 35.8 36.6 38.4 39.8 40.5
宮 崎 県 32.6 34.7 35.9 36.7 38.5 39.9 40.8

鹿 児 島 県 32.5 34.9 36.3 37.3 38.8 40.2 41.2
沖 縄 県 22.6 24.8 26.5 28.3 30.8 32.5 33.6
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表Ⅱ-8 都道府県別75歳以上人口と指数（令和２（2020）年＝100）

地 域

総人口（1,000人） 指数（令和2(2020)年＝100）

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

令和17年
（2035）

令和32年
（2050）

全 国 18,602 21,547 22,613 22,384 22,275 22,772 24,332 120.3 130.8

北 海 道 856 985 1,056 1,047 1,028 1,010 1,041 122.4 121.6
青 森 県 212 237 252 252 246 238 235 118.7 110.5
岩 手 県 215 233 245 245 239 230 228 113.8 105.9
宮 城 県 323 370 408 418 418 419 440 129.5 136.1
秋 田 県 191 205 215 213 203 188 180 111.5 94.7

山 形 県 191 206 219 220 214 203 199 115.0 104.3
福 島 県 294 325 354 362 358 347 347 123.1 117.9
茨 城 県 420 499 542 542 532 534 565 129.2 134.5
栃 木 県 271 325 357 362 355 354 372 133.5 137.3
群 馬 県 296 347 370 367 361 365 388 123.9 131.0

埼 玉 県 994 1,211 1,282 1,260 1,259 1,326 1,463 126.7 147.1
千 葉 県 877 1,056 1,109 1,085 1,082 1,137 1,250 123.7 142.6
東 京 都 1,694 1,917 1,944 1,927 2,027 2,240 2,518 113.8 148.6
神奈川県 1,231 1,464 1,528 1,517 1,568 1,703 1,883 123.2 152.9
新 潟 県 375 419 442 437 423 410 416 116.7 111.0

富 山 県 176 205 209 202 193 190 203 114.6 115.1
石 川 県 172 205 214 211 206 205 220 122.8 127.9
福 井 県 122 138 145 145 143 141 146 118.4 119.3
山 梨 県 131 148 157 158 159 161 167 121.3 127.6
長 野 県 356 395 410 406 402 405 426 114.3 119.7

岐 阜 県 312 361 375 368 361 361 381 118.0 122.3
静 岡 県 566 654 686 679 670 677 714 120.0 126.2
愛 知 県 981 1,163 1,207 1,190 1,211 1,285 1,428 121.3 145.7
三 重 県 277 315 326 321 319 322 341 115.8 122.9
滋 賀 県 186 224 242 245 249 256 279 132.1 150.2

京 都 府 397 470 482 465 459 471 510 117.3 128.5
大 阪 府 1,288 1,505 1,518 1,445 1,439 1,525 1,686 112.1 130.9
兵 庫 県 831 974 1,013 997 994 1,023 1,101 120.0 132.6
奈 良 県 218 259 272 265 259 260 271 122.0 124.7
和歌山県 164 184 188 183 178 175 180 111.6 110.0

鳥 取 県 93 104 111 111 108 102 104 119.4 111.4
島 根 県 123 135 139 136 129 122 123 110.4 100.1
岡 山 県 304 348 359 353 340 336 359 116.0 118.1
広 島 県 427 501 519 508 492 492 526 118.8 123.0
山 口 県 245 278 285 273 255 243 250 111.4 101.8

徳 島 県 126 144 152 151 144 137 139 119.5 109.8
香 川 県 156 181 188 184 176 171 180 118.0 115.7
愛 媛 県 231 262 273 270 261 251 259 116.9 112.1
高 知 県 131 147 151 146 139 131 133 111.4 101.1
福 岡 県 717 846 915 919 904 904 956 128.2 133.3

佐 賀 県 126 142 156 159 156 151 151 126.1 119.9
長 崎 県 221 247 266 268 260 247 242 121.2 109.5
熊 本 県 285 318 343 349 343 330 329 122.5 115.5
大 分 県 195 221 234 233 222 212 214 119.1 109.7
宮 崎 県 179 202 218 222 216 205 204 123.6 113.6

鹿児島県 267 292 319 329 323 308 302 123.1 113.0
沖 縄 県 158 182 217 239 253 265 284 150.8 179.3

注）指数とは，令和2（2020）年の75歳以上人口を100としたときの75歳以上人口の値のこと．
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表Ⅱ-9 都道府県別75歳以上人口の割合
（％）

地 域
令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

全 国 14.7 17.5 18.8 19.2 19.7 20.9 23.2

北 海 道 16.4 19.7 22.0 23.0 23.8 24.8 27.2
青 森 県 17.2 20.5 23.4 25.3 26.9 28.5 31.1
岩 手 県 17.8 20.5 23.0 24.6 25.9 26.9 29.1
宮 城 県 14.0 16.5 18.8 19.9 20.8 21.8 24.0
秋 田 県 19.9 23.1 26.2 28.3 29.6 30.3 32.2

山 形 県 17.9 20.5 23.1 24.8 25.8 26.4 28.1
福 島 県 16.0 18.8 21.6 23.4 24.7 25.7 27.8
茨 城 県 14.6 17.9 20.2 21.0 21.5 22.6 25.2
栃 木 県 14.0 17.4 19.8 20.9 21.4 22.4 24.8
群 馬 県 15.3 18.5 20.4 21.0 21.6 22.8 25.5

埼 玉 県 13.5 16.5 17.8 17.7 18.1 19.5 22.1
千 葉 県 14.0 16.9 17.9 17.9 18.2 19.5 22.0
東 京 都 12.1 13.5 13.5 13.3 14.0 15.5 17.5
神 奈 川 県 13.3 15.9 16.7 16.8 17.7 19.6 22.1
新 潟 県 17.0 20.1 22.4 23.5 24.1 25.1 27.3

富 山 県 17.0 20.8 22.2 22.5 22.7 23.6 26.6
石 川 県 15.2 18.8 20.2 20.7 21.0 21.9 24.5
福 井 県 16.0 18.8 20.6 21.6 22.4 23.2 25.5
山 梨 県 16.1 18.9 21.0 22.1 23.3 25.0 27.2
長 野 県 17.4 20.0 21.6 22.3 23.0 24.4 26.9

岐 阜 県 15.7 19.0 20.6 21.2 21.9 23.2 25.9
静 岡 県 15.6 18.6 20.3 20.9 21.5 22.8 25.2
愛 知 県 13.0 15.6 16.4 16.5 17.2 18.7 21.4
三 重 県 15.7 18.5 19.9 20.5 21.3 22.6 25.3
滋 賀 県 13.1 16.0 17.6 18.2 19.0 20.2 22.8

京 都 府 15.4 18.7 19.7 19.7 20.2 21.7 24.6
大 阪 府 14.6 17.3 18.0 17.7 18.3 20.1 23.2
兵 庫 県 15.2 18.3 19.7 20.1 20.8 22.4 25.3
奈 良 県 16.4 20.3 22.4 23.1 23.9 25.6 28.6
和 歌 山 県 17.7 21.0 22.7 23.5 24.5 25.8 28.5

鳥 取 県 16.8 19.7 22.0 23.2 23.7 23.8 25.6
島 根 県 18.4 21.1 22.8 23.4 23.4 23.3 24.8
岡 山 県 16.1 19.0 20.2 20.6 20.7 21.3 23.8
広 島 県 15.3 18.5 19.8 20.1 20.3 21.1 23.6
山 口 県 18.3 21.9 23.8 24.2 24.1 24.5 27.0

徳 島 県 17.5 21.2 23.8 25.1 25.7 26.4 28.8
香 川 県 16.4 19.9 21.4 21.9 21.9 22.4 24.9
愛 媛 県 17.3 20.7 22.7 23.7 24.3 24.9 27.4
高 知 県 19.0 22.7 24.8 25.8 26.4 26.9 29.5
福 岡 県 14.0 16.7 18.3 18.8 19.0 19.6 21.3

佐 賀 県 15.6 18.2 20.7 22.1 22.7 23.1 24.4
長 崎 県 16.9 20.1 23.0 24.7 25.7 26.3 27.9
熊 本 県 16.4 18.9 21.1 22.4 23.0 23.2 24.3
大 分 県 17.4 20.6 22.7 23.6 23.8 23.9 25.5
宮 崎 県 16.8 19.7 22.3 23.7 24.3 24.3 25.6

鹿 児 島 県 16.8 19.3 22.0 23.9 24.7 24.9 25.8
沖 縄 県 10.8 12.5 14.9 16.5 17.6 18.7 20.4



Ⅲ．市区町村別にみた推計結果の概要

将来人口推計の結果を市区町村別に報告するにあたり，区別に推計を実施した20政令指

定都市（札幌市，仙台市，さいたま市，千葉市，横浜市，川崎市，相模原市，新潟市，静

岡市，浜松市，名古屋市，京都市，大阪市，堺市，神戸市，岡山市，広島市，北九州市，

福岡市，熊本市）については市を単位とし，東京23区は区を単位とした．したがって，こ

の「Ⅲ．市区町村別にみた推計結果の概要」で対象となる市区町村は，令和5（2023）年

12月1日現在の1,728市区町村（789市，東京23区，736町，180村）である．なお，福島県

「浜通り地域」としてまとめて将来人口を推計した13市町村（いわき市，相馬市，南相馬

市，広野町，楢葉町，富岡町，川内村，大熊町，双葉町，浪江町，葛尾村，新地町，飯舘

村）はここには含まれていない．

なお，本章におけるパーセンテージ表記のうち，複数の項目を合計したパーセンテージ

については，四捨五入により各項目のそれぞれのパーセンテージを合計した値と一致しな

い場合がある．

1． 市区町村別総人口の推移

(1)令和32（2050）年には，4分の1以上の市区町村で総人口が5千人未満になる

先に公表された「日本の将来推計人口（令和5年推計）」（出生中位・死亡中位推計）

（以下，「全国推計」）によれば，わが国の総人口は今後長期的に減少する．今回の推計に

よれば，ほとんどの市区町村で今後総人口が減少するため，総人口が5千人未満の市区町

村が顕著に増加する（図6）．
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注1）グラフ中の数字は市区町村数，カッコ内の数字は1,728市区町村に占める割合（％）．
注2）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある．

図６ 令和２（2020）年と令和32（2050）年における総人口の規模別にみた市区町村数と割合



総人口の規模別に市区町村数の変化をみると，令和2（2020）年から令和32（2050）年

にかけて，総人口が5万人以上の市区町村数は523から411に減少する．他方で，総人口が

5万人未満の市区町村数は1,205から1,317に増加する．しかし，その内訳をみると，総人

口が1万人以上5万人未満の市区町村数は684から580へ減少するのに対し，総人口が5千

人未満の市区町村数は283から482へ1.7倍増となる．その結果，総人口が5千人未満の市

区町村の全市区町村に占める割合は，令和2（2020）年の16.4％から令和32（2050）年に

は27.9％へと11.5ポイント上昇する．

(2)令和32（2050）年には，北海道の3分の2以上の市区町村で総人口が5千人未満に

なる

地域ブロック別にみると，令和32（2050）年に総人口が5千人未満の市区町村が最も多

くなるのは北海道（122），次いで東北（80），中部ならびに九州・沖縄（69）の順であり，

これら4ブロックで総人口が5千人未満の市区町村（482）の70.5％を占める．このうち

東北は，令和2（2020）年から令和32（2050）年にかけてその数が35から80へ2.3倍に増

加する．また，北海道では，令和32（2050）年には，3分の2以上の122市区町村で総人

口が5千人未満になる．

他方で，南関東は人口集中の著しい地域であり，総人口の規模の大きい市区町村が多い．

このため，令和32（2050）年においても総人口が5万人以上の市区町村の割合が55.7％で

あるのに対し，総人口が5千人未満の市区町村は11.3％にとどまる．

(3)令和27（2045）年から令和32（2050）年にかけては99％の市区町村で総人口が減少

する

国勢調査によれば，平成27（2015）年から令和2（2020）年にかけてすでに1,416市区

町村（全市区町村の81.9％）で総人口が減少している．今回の推計によれば（表10），総

人口が減少する市区町村は今後も増加し，令和7（2025）年から令和12（2030）年にかけ

ては1,610市区町村（93.2％），令和17（2035）年から令和22（2040）年にかけては1,674市

区町村（96.9％），令和27（2045）年から令和32（2050）年にかけては1,709市区町村

（98.9％）で総人口が減少する．
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(4)令和32（2050）年には，令和2（2020）年に比べて総人口が半数未満となる市区町

村が約2割に達する

「全国推計」によれば，令和32（2050）年の総人口を，令和2（2020）年の総人口を100

としたときの指数でみると，83.0となる．今回の推計によると（図7），指数が100以上，

すなわち令和32（2050）年の総人口が令和2（2020）年以上となる市区町村数は77（全市

区町村の4.5％）である．残る1,651市区町村（95.5％）は指数が100未満であり，その内訳

をみると，70以上100未満の市区町村数は605（35.0％），50以上70未満の市区町村数は705

（40.8％），50未満の市区町村数は341（19.7％）である．すなわち，令和32（2050）年ま

でに，全市区町村の約6割を占める1,046市区町村で，令和2（2020）年に比べて総人口

が3割以上減少し，全市区町村の約2割を占める341市区町村では令和2（2020）年に比

べて総人口が半数未満になる．

(5)令和32（2050）年の総人口が令和2（2020）年以上となる市区町村は大都市とその

郊外ならびに沖縄県に多い

令和32（2050）年の総人口の指数（令和2（2020）年＝100とした場合）を，地域ブロッ

ク別にみると，南関東を除くすべてのブロックで100未満の市区町村が9割以上を占める．

なかでも北海道，東北，中国，四国は全市区町村で総人口の指数が100未満であり，中部，

近畿では総人口の指数が100未満の市区町村の割合が98％以上と高い値を示す．また，総
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注1）総人口の指数とは，令和2（2020）年の総人口を100としたときの総人口の値のこと．
注2）グラフ中の数字は市区町村数，カッコ内の数字は1,728市区町村に占める割合（％）．
注3）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある．

図７ 令和32（2050）年における総人口の指数別市区町村数と割合

（令和２（2020）年＝100とした場合）

表10 総人口が減少する市区町村数と割合

平成27（2015）～
令和2（2020）年

令和7（2025）～
令和12（2030）年

令和17（2035）～
令和22（2040）年

令和27（2045）～
令和32（2050）年

人口減少市区町村数 1,416 1,610 1,674 1,709

人口減少市区町村割合（％） 81.9 93.2 96.9 98.9

注）令和5（2023）年12月1日現在の1,728市区町村に組替えた値で集計．平成27（2015）～令和2（2020）年
は国勢調査による実績値．



人口の指数が60未満，すなわち令和2（2020）年に比べて総人口が令和32（2050）年まで

に4割以上減少する市区町村数は，東北（148），北海道（129），中部（100）の順に多い．

総人口の指数が60未満の市区町村の割合が高いのは，北海道（72.1％），東北（69.2％），

四国（60.0％）の順で，これらのブロックでは6～7割強の市区町村で総人口が4割以上

減少する．

令和32（2050）年の総人口の指数が100以上の市区町村が多いのは，南関東（45），九州・

沖縄（19）の順である．また，総人口の指数が100以上の市区町村の割合が最も高いのも

南関東（21.2％），次いで九州・沖縄（6.9％）の順となる．南関東は大都市とその郊外に

相当する地域であり，九州・沖縄については沖縄県の影響が大きい．

2． 年齢（0-14歳，15-64歳，65歳以上，75歳以上）別人口の推移

(1)令和32（2050）年には，99％の市区町村で0-14歳人口が令和2（2020）年を下回る

「全国推計」によれば，わが国の0-14歳人口は今後減少する．令和32（2050）年の0-14

歳人口を，令和2（2020）年の0-14歳人口を100としたときの指数でみると，69.2となる．

今回の推計によれば（図8），指数が100以上，すなわち令和32（2050）年の0-14歳人

口が令和2（2020）年以上となる市区町村数は17（全市区町村の1.0％）である．残る

1,711市区町村（99.0％）は指数が100未満であり，その内訳をみると，70以上100未満の

市区町村数は332（19.2％），50以上70未満の市区町村数は529（30.6％），30以上50未満の

市区町村数は663（38.4％），30未満の市区町村数は187（10.8％）である．すなわち，令

和32（2050）年には，全市区町村の99.0％の1,711市区町村で令和2（2020）年の0-14歳

人口を下回り，49.2％の850市区町村で令和2（2020）年の半数未満となる．

―101―

注1）0-14歳人口の指数とは，令和2（2020）年の0-14歳人口を100としたときの0-14歳人口の値のこと．
注2）グラフ中の数字は市区町村数，カッコ内の数字は1,728市区町村に占める割合（％）．
注3）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある．

図８ 令和32（2050）年における0-14歳人口の指数別市区町村数と割合

（令和２（2020）年＝100とした場合）



(2)令和32（2050）年には，令和2（2020）年に比べて15-64歳人口が半数未満となる市

区町村が4割を超える

「全国推計」によれば，わが国の15-64歳人口は今後減少する．令和32（2050）年の15-

64歳人口を，令和2（2020）年の15-64歳人口を100としたときの指数でみると，73.8とな

る．

今回の推計によれば（図9），指数が100以上，すなわち令和32（2050）年の15-64歳人

口が令和2（2020）年以上となる市区町村数は19（全市区町村の1.1％）である．残る

1,709市区町村（98.9％）は指数が100未満であり，その内訳をみると，70以上100未満の

市区町村数は416（24.1％），50以上70未満の市区町村数は594（34.4％），30以上50未満の

市区町村数は627（36.3％），30未満の市区町村数は72（4.2％）である．すなわち，令和32

（2050）年には，全市区町村の40.5％を占める699市区町村で，令和2（2020）年に比べて

15-64歳人口が半数未満となる．

(3)令和32（2050）年には，令和2（2020）年に比べて65歳以上人口が増える市区町村

は3割を超える一方，約7割の市区町村で令和2（2020）年を下回る

「全国推計」によれば，わが国の65歳以上人口は2043年のピークまで増加し，それ以降

減少することが見通されている．令和32（2050）年の65歳以上人口を，令和2（2020）年

の65歳以上人口を100としたときの指数でみると，全国の令和27（2045）年の指数は109.5，

令和32（2050）年の指数は107.9となる．

今回の推計によれば（図10），令和2（2020）年を100としたときの令和32（2050）年の

指数が100以上，すなわち令和32（2050）年の65歳以上人口が令和2（2020）年以上とな

る市区町村数は546（全市区町村の31.6％）であり，その内訳をみると，100以上150未満

の市区町村数は507（29.3％），150以上の市区町村数は39（2.3％）である．残る1,182市区

町村（68.4％）は指数が100未満であり，その内訳をみると，50以上100未満の市区町村数

は1,094（63.3％），50未満の市区町村数は88（5.1％）である．このように，65歳以上人口
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注1）15-64歳人口の指数とは，令和2（2020）年の15-64歳人口を100としたときの15-64歳人口の値のこと．
注2）グラフ中の数字は市区町村数，カッコ内の数字は1,728市区町村に占める割合（％）．
注3）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある．

図９ 令和32（2050）年における15-64歳人口の指数別市区町村数と割合

（令和２（2020）年＝100とした場合）



が増加して令和32（2050）年には令和2（2020）年の1.5倍や2倍に至る市区町村もある

一方で，7割近い市区町村では令和2（2020）年を下回り，半数未満になる市区町村もあ

る．

総人口の減少に伴い，65歳以上人口も今後は増加から停滞ないし減少に転じる市区町村

が増える．令和2（2020）年以降令和32年（2050）年までの間に65歳以上人口が最大とな

る年次をみると，令和2（2020）年が845市区町村（48.9％）で最も多く，令和32（2050）

年が239市区町村（13.8％），令和7（2025）年が226市区町村（13.1％），令和27（2045）

年が194市区町村（11.2％）の順になっている．令和7（2025）年までに65歳以上人口が

最大になるのは1,071市区町村（62.0％）である（表11）．

推計期間の早い時期に65歳以上人口が最大となる市区町村のほとんどで，その後65歳以

上人口は一貫して減少する（表12）．令和22（2040）年までの間に65歳以上人口が最大と

なる1,295市区町村のうち，9割を超える1,170市区町村（90.3％）では，65歳以上人口が

最大となった後は一貫して減少する．ただし，このうち65歳以上人口が最大となる時期が，

推計期間の前半である令和2（2020）年から12（2030）年の市区町村についてみると，最

大時期が早いほど一貫して減少する市区町村の割合が高い傾向がある．なお，令和 2

（2020）年に65歳以上人口が最大となる市区町村には，平成27（2015）～令和2（2020）

年以前から65歳以上人口が減少している市区町村も含まれる．
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表11 令和２（2020）年以降で65歳以上人口が最大となる年次別市区町村数と割合

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

市区町村数 845 226 37 11 176 194 239

割合（％） 48.9 13.1 2.1 0.6 10.2 11.2 13.8

注1）令和5（2023）年12月1日現在の1,728市区町村に組替えた値で集計．
注2）65歳以上人口が最大となる年次が複数あった6市区町村については，後の年次を最大となる年として集
計した．

注1）65歳以上人口の指数とは，令和2（2020）年の65歳以上人口を100としたときの65歳以上人口の値のこと．
注2）グラフ中の数字は市区町村数，カッコ内の数字は1,728市区町村に占める割合（％）．
注3）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある．

図10 令和32（2050）年における65歳以上人口の指数別市区町村数と割合

（令和２（2020）年＝100とした場合）



また，推計の基準となる令和2（2020）年の65歳以上人口の割合が高いほど，65歳以上

人口が最大となる年次も早くなる傾向がみられる（表13）．令和2（2020）年の65歳以上

人口割合が40％以上の市区町村のうち，65歳以上人口が最大となる年次が令和7（2025）

年以前である市区町村の割合は99.8％（446市区町村のうち445）であるのに対し，65歳以

上人口割合が40％未満の場合には48.8％（1,282市区町村のうち626）にとどまる．

―104―

表13 令和２（2020）年の65歳以上人口割合別にみた令和２（2020）年以降65歳以上人口が

最大となる年次別市区町村数と割合

2020年の65歳
以上人口割合
（％）

令和2（2020）年以降で65歳以上人口が最大となる年次

総 数
令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

市区町村数

20%未満 32 1 31

20～30% 458 10 7 8 1 76 158 198

30～40% 792 407 202 27 10 100 36 10

40～50% 387 370 16 1

50%以上 59 58 1

（再掲）

40%未満 1,282 417 209 36 11 176 194 239

40%以上 446 428 17 1 0 0 0 0

割合（％）

20%未満 100.0 3.1 96.9

20～30% 100.0 2.2 1.5 1.7 0.2 16.6 34.5 43.2

30～40% 100.0 51.4 25.5 3.4 1.3 12.6 4.5 1.3

40～50% 100.0 95.6 4.1 0.3

50%以上 100.0 98.3 1.7

（再掲）

40%未満 100.0 32.5 16.3 2.8 0.9 13.7 15.1 18.6

40%以上 100.0 96.0 3.8 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0

表12 令和２（2020）年以降令和22（2040）年までの65歳以上人口が最大となる年次別にみた

その後65歳以上人口が一貫して減少する市区町村数と割合

令和2（2020）年以降令和22（2040）年までの65歳以上人口が最大となる年次

総 数
令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

市区町村数

総数 1,295 845 226 37 11 176

最大となった年次以後

一貫して減少注1) 1,170 771 184 29 11 175

割合（％）

総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

最大となった年次以後

一貫して減少注1) 90.3 91.2 81.4 78.4 100.0 99.4

注1）令和5（2023）年12月1日現在の1,728市区町村に組替えた値で集計．
注2）65歳以上人口が最大となる年次が複数あった6市区町村については，後の年次を最大となる年として
集計した．



(4)令和32（2050）年には， 1割を超える市区町村で75歳以上人口が令和2（2020）年

の1.5倍以上になる

「全国推計」によれば，わが国の75歳以上人口は，令和17（2035）年から令和22

（2040）年にかけて一時的に減少するものの，令和32（2050）年まで増加することが見通

されている．令和2（2020）年の75歳以上人口を100としたときの令和32（2050）年の指

数を全国についてみると，130.8となる．

今回の推計によれば（図11），令和2（2020）年を100としたときの令和32（2050）年の

指数が100以上，すなわち令和32（2050）年の75歳以上人口が令和2（2020）年以上とな

る市区町村数は952（55.1％）であり，その内訳をみると，100以上150未満の市区町村数

は741（42.9％），150以上200未満の市区町村数は195（11.3％），200以上の市区町村数は16

（0.9％）である．令和32（2050）年には，全市区町村の12.2％を占める211市区町村で，

令和2（2020）年に比べて75歳以上人口が5割以上増加し，なかでも16市区町村（0.9％）

では2倍以上となる．他方，指数が100未満，すなわち令和2（2020）年より75歳以上人

口が少ない市区町村は776市区町村（44.9％）であり，32市区町村（1.9％）では令和32

（2050）年の75歳以上人口は令和2（2020）年の半数未満になる．

令和2（2020）年以降令和32年（2050）年までの間に75歳以上人口が最大となる年次を

みると，令和12（2030）年が594市区町村（全市区町村の34.4％）で最も多く，次いで令

和32（2050）年が520市区町村（同30.1％）で多い（表14）．

令和32（2050）年に75歳以上人口が最大となる市区町村が約3割を占めるものの，総人

口の減少に伴い，今後は75歳以上人口も増加から停滞もしくは減少に転じる市区町村が多

くなる．令和7（2025）年までに75歳以上人口が最大となるのは310市区町村（同17.9％），

令和12（2030）年から令和22（2040）年までに75歳以上人口が最大となるのは894市区町

村（同51.7％）である．
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注1）75歳以上人口の指数とは，令和2（2020）年の75歳以上人口を100としたときの75歳以上人口の値のこと．
注2）グラフ中の数字は市区町村数，カッコ内の数字は1,728市区町村に占める割合（％）．
注3）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある．

図11 令和32（2050）年における75歳以上人口の指数別市区町村数と割合

（令和２（2020）年＝100とした場合）



令和22（2040）年までに1,204市区町村（同69.7％）で75歳以上人口が最大となるが，

その多くでその後75歳以上人口は減少する（表15）．令和22（2040）年までに75歳以上人

口が最大になる1,204市区町村のうち，最大となった後に75歳以上人口が一貫して減少す

るのは893市区町村（74.2％）である．75歳以上人口が最大になる年次別にみると，令和

7（2025）年の84.0％と令和 2（2020）年の78.3％は高い割合を示し，これら令和 7

（2025）年までに最大になる345市区町村の81.0％で，その後75歳以上人口は一貫して減少

する．なお，令和 2（2020）年に75歳以上人口が最大になる市区町村には，平成27

（2015）～令和2（2020）年以前から75歳以上人口が減少している市区町村も含まれる．

また，65歳以上人口の場合と同様に，推計の基準となる令和2（2020）年の75歳以上人

口割合が高いほど，75歳以上人口が最大となる年次も早くなる傾向がみられる（表16）．

令和2（2020）年の75歳以上人口割合が25％以上の市区町村のうち，75歳以上人口の最大

時期が令和7（2025）年以前である市区町村の割合は81.1％（201市区町村のうち163）で

あるのに対し，75歳以上人口割合が25％未満の場合には9.6％（1,527市区町村のうち147）

と大きな差がみられる．
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表15 令和２（2020）年以降令和22（2040）年までの75歳以上人口が最大になる年次別にみた

その後75歳以上人口が一貫して減少する市区町村数と割合

令和2（2020）年以降令和22（2040）年までの75歳以上人口が最大となる年次

総 数
令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

市区町村数

総数 1,204 166 144 594 265 35

最大となった年次以後

一貫して減少注1) 893 130 121 416 200 26

割合（％）

総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

最大となった年次以後

一貫して減少注1) 74.2 78.3 84.0 70.0 75.5 74.3

注1）最大となった年次以後，75歳以上人口が一貫して減少する市区町村．

表14 令和２（2020）年以降で75歳以上人口が最大となる年次別市区町村数と割合

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

市区町村数 166 144 594 265 35 4 520

割合（％） 9.6 8.3 34.4 15.3 2.0 0.2 30.1

注1）令和5（2023）年12月1日現在の1,728市区町村に組替えた値で集計．
注2）75歳以上人口が最大となる年次が複数あった15市区町村については，後の年次を最大となる年として集
計した．



(5)令和32（2050）年の75歳以上人口が令和2（2020）年以上となる市区町村は大都市

とその郊外に多い

令和32（2050）年の75歳以上人口の指数（令和2（2020）年＝100とした場合）を，地

域ブロック別にみると，地域差がみられる．75歳以上人口の指数が100未満の市区町村の

割合が高いのは北海道（76.0％），四国（70.5％），中国（70.1％），東北（65.0％）の順で

ある．逆に，75歳以上人口の指数が100以上の市区町村の割合についてみると，南関東

（87.3％），北関東（80.8％）の順に高い．このうち南関東では，75歳以上人口の指数が150

以上，すなわち令和2（2020）年に比べて75歳以上人口が5割以上増加する市区町村が

32.1％を占め，増加幅が大きい市区町村も多い．令和32（2050）年の75歳以上人口が令和

2（2020）年以上となる市区町村は，大都市とその郊外を中心に分布する．

3． 年齢（0-14歳，15-64歳，65歳以上，75歳以上）別人口割合の推移

(1)令和32（2050）年には，0-14歳人口割合10％未満の市区町村が3分の2を超える

「全国推計」によれば，全国の0-14歳人口が総人口に占める割合は令和2（2020）年

の11.9％から令和32（2050）年の9.9％へ低下する．

今回の推計によれば（図12），令和2（2020）年から令和32（2050）年にかけて0-14歳

人口割合が低下するのは1,659市区町村（全市区町村の96.0％）である．この間に，0-14歳
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表16 令和２（2020）年の75歳以上人口割合別にみた令和２（2020）年以降75歳以上人口が

最大となる年次別市区町村数と割合

2020年の75歳
以上人口割合
（％）

令和2（2020）年以降で75歳以上人口が最大となる年次

総 数
令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

市区町村数

15%未満 471 2 19 45 15 2 388

15～20% 631 2 22 293 166 14 2 132

20～25% 425 49 72 248 50 6

25～30% 156 76 44 32 4

30%以上 45 39 4 2

（再掲）

25%未満 1,527 51 96 560 261 35 4 520

25%以上 201 115 48 34 4 0 0 0

割合（％）

15%未満 100.0 0.4 4.0 9.6 3.2 0.4 82.4

15～20% 100.0 0.3 3.5 46.4 26.3 2.2 0.3 20.9

20～25% 100.0 11.5 16.9 58.4 11.8 1.4

25～30% 100.0 48.7 28.2 20.5 2.6

30%以上 100.0 86.7 8.9 4.4

（再掲）

25%未満 100.0 3.3 6.3 36.7 17.1 2.3 0.3 34.1

25%以上 100.0 57.2 23.9 16.9 2.0 0.0 0.0 0.0



人口割合が10％未満の市区町村数は499（28.9％）から1,182（68.4％）へ増加するのに対

し，0-14歳人口割合が14％以上の市区町村数は177（10.2％）から50（2.9％）へ減少する．

(2)令和32（2050）年には，15-64歳人口割合50％未満の市区町村が7割を超える

「全国推計」によれば，全国の15-64歳人口が総人口に占める割合は令和2（2020）年

の59.5％から令和32（2050）年の52.9％へ低下する．

今回の推計によれば（図13），令和2（2020）年から令和32（2050）年にかけて15-64歳

人口割合が低下するのは1,689市区町村（全市区町村の97.7％）である．この間に，15-64

歳人口割合が50％未満の市区町村は450から1,229へ2.7倍，全市区町村の26.0％から71.1％

へ45.1ポイント増となるのに対し，15-64歳人口割合が60％以上の市区町村数は257

（14.9％）から36（2.1％）へ減少する．
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注1）グラフ中の数字は市区町村数，カッコ内の数字は1,728市区町村に占める割合（％）．
注2）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある．

図13 令和２（2020）年と令和32（2050）年における15-64歳人口割合別市区町村数と割合

注1）グラフ中の数字は市区町村数，カッコ内の数字は1,728市区町村に占める割合（％）．
注2）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある．

図12 令和２（2020）年と令和32（2050）年における0-14歳人口割合別市区町村数と割合



(3)令和32（2050）年には，65歳以上人口割合50％以上の市区町村が3割を超える

「全国推計」によれば，全国の65歳以上人口が総人口に占める割合は令和2（2020）年

の28.6％から令和32（2050）年の37.1％へ上昇する．

今回の推計によれば（図14），令和2（2020）年から令和32（2050）年にかけて65歳以

上人口割合が上昇するのは1,696市区町村（全市区町村の98.1％）である．この間に，65

歳以上人口割合が50％以上の市区町村数は59（3.4％）から557（32.2％）に増加するのに

対し，30％未満の市区町村数は490（28.4％）から51（3.0％）へ減少する．

(4)令和32（2050）年には，75歳以上人口割合30％以上の市区町村が4割を超える

「全国推計」によれば，全国の75歳以上人口が総人口に占める割合は令和2（2020）年

の14.7％から令和32（2050）年の23.2％へ上昇する．

今回の推計によれば（図15），令和2（2020）年から令和32（2050）年にかけて75歳以

上人口割合が上昇するのは1,713市区町村（全市区町村の99.1％）である．この間に，75

歳以上人口割合が30％以上の市区町村数は45（2.6％）から789（45.7％）に増加するのに

対し，15％未満の市区町村数は471（27.3％）から19（1.1％）に減少する．
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注1）グラフ中の数字は市区町村数，カッコ内の数字は1,728市区町村に占める割合（％）．
注2）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある．

図14 令和２（2020）年と令和32（2050）年における65歳以上人口割合別市区町村数と割合



(5)北海道，東北，中国，四国で年齢構成の高齢化が進む市区町村の割合が高い

これまで述べてきたように，各市区町村の年齢構成は全般的にみて高齢化が進行する結

果となっているが，地域ブロック別にみるとその状況は異なる．著しく高齢化が進行する

市区町村の割合が高いのは，東北や四国であり，例えば東北では，令和32（2050）年の15-

64歳人口割合が50％未満の市区町村の割合が89.3％を占めると同時に，同年の75歳以上人

口割合が30％以上の市区町村の割合は70.1％にのぼる．

上記の4ブロックと対照的なのは南関東である．南関東は，令和32（2050）年に15-64

歳人口割合が50％未満の市区町村の割合は40.1％と低く，75歳以上人口割合が30％以上の

市区町村の割合は25.0％と全体の4分の1にとどまっている．
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注1）グラフ中の数字は市区町村数，カッコ内の数字は1,728市区町村に占める割合（％）．
注2）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある．

図15 令和２（2020）年と令和32（2050）年における75歳以上人口割合別市区町村数と割合
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資 料

地域ブロック内および三大都市圏との人口移動
―都道府県別，年齢別5歳階級別転入率，転出率，

転入超過率（2021年，2022年）―

貴志匡博・清水昌人

「住民基本台帳人口移動報告」の年次統計によれば，日本の都道府県間の人口移動数は

コロナ禍下で減少したが，2022年には255.3万人まで回復し，コロナ禍前の水準（2019年

256.8万人）に近づいた．また，各地の人口移動も，例えば東京圏の転入超過数が2021年か

ら2022年にかけて増加に転じるなど，総じてコロナ禍前の状態に近づきつつあるように見え

る．本稿では，こうした2021年以降の都道府県間移動の動向を把握するため，一昨年に引

き続き，年齢別，地域別移動率の資料を作成した．使用した統計は「住民基本台帳人口移

動報告」の年齢別，都道府県別OD表（外国人含む総数），および「住民基本台帳に基づ

く人口，人口動態及び世帯数調査」である．移動率の計算方法については本誌77巻1号の

資料と後掲表の注を参照されたい．以下では例年と同様，年齢総数と15-19歳から25-29歳

までの結果を示す．その他の男女別，全年齢別の値は後日弊所のHPに掲載予定である．

今回の資料のポイントは以下の3点にまとめられる．

① 年齢総数について県外との移動を見ると，ほとんどの都道府県では転入率，転出率

ともに前年より上昇していた．ただし，転入と転出を比べると，転出率の上昇のほうが上

回る地域が多かったため，28道県では前年よりも転出超過が拡大した．一方，東京都では

他の諸県と異なり，転入率が大きく上昇し，転出率は低下した．その結果，転入超過率は

前年よりも大幅に上昇した（＋0.24ポイント）．

② 同様に年齢総数について，地域ブロック内と大都市圏別の値を見ると，地方ブロッ

ク内からの転入率と東京圏との転入・転出率で上昇傾向が目立つ．上昇ポイントの大きい

地域は関東に多いが，地域ブロック内の移動では東海や九州にも上昇幅の大きな県がある．

転入超過率については，対東京圏と対大阪圏で低下した地域が多い．とくに東京圏に対し

ては42道府県で転入超過率が低下した．

③ 東京圏との転出入を年齢別に見ると，25-29歳で転出超過の拡大傾向が鮮明である

（図1）．前年に比べると，44の道府県で転入超過率が低下している．一方，15-19歳では

東京圏への転出超過が縮小した地域のほうが多い（28都道府県）．2021年以降の人口移動

では，すべての年齢に転出傾向の高まりに伴う転出超過の拡大といった同じ変化が起きて

いたわけではないことが示唆される．

＊移動率の計算では中條健実氏から多大な協力を得た．記して感謝申し上げる．
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表１ 都道府県別の転入率（男女総数）：2021，2022年
（％）

都道
府県

年齢計 15-19歳

都道府県外
から

地域ブロッ
ク内から2）

東京圏
から

名古屋圏
から

大阪圏
から

都道府県外
から

地域ブロッ
ク内から2）

東京圏
から

名古屋圏
から

大阪圏
から

2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022

全 国 1） 1.96 2.03 - - 0.45 0.46 0.12 0.13 0.20 0.21 2.56 2.55 - - 0.34 0.34 0.15 0.16 0.21 0.20

北海道 1.00 1.05 - - 0.48 0.49 0.06 0.07 0.10 0.10 1.92 1.94 - - 0.72 0.71 0.12 0.13 0.17 0.17

青 森 1.34 1.39 0.41 0.43 0.49 0.49 0.04 0.04 0.05 0.06 2.75 2.83 0.97 1.10 0.78 0.63 0.03 0.05 0.22 0.26

岩 手 1.39 1.40 0.61 0.59 0.41 0.44 0.05 0.06 0.04 0.05 2.18 2.04 1.33 1.23 0.39 0.35 0.05 0.05 0.04 0.04

宮 城 2.02 2.09 0.82 0.86 0.63 0.63 0.07 0.07 0.08 0.09 4.05 4.25 2.77 2.85 0.55 0.56 0.05 0.08 0.09 0.10

秋 田 1.12 1.15 0.44 0.45 0.39 0.40 0.03 0.03 0.04 0.04 2.11 2.01 0.93 0.87 0.40 0.39 0.12 0.13 0.10 0.08

山 形 1.20 1.23 0.48 0.48 0.37 0.38 0.03 0.04 0.04 0.04 2.69 2.76 1.38 1.41 0.45 0.45 0.09 0.11 0.04 0.07

福 島 1.32 1.34 0.37 0.36 0.50 0.51 0.04 0.04 0.06 0.05 1.56 1.71 0.64 0.65 0.41 0.42 0.03 0.04 0.04 0.04

茨 城 1.95 2.07 1.33 1.39 1.11 1.17 0.08 0.09 0.09 0.10 2.04 2.03 1.06 1.06 0.81 0.87 0.07 0.09 0.12 0.12

栃 木 1.86 1.98 1.25 1.33 0.86 0.92 0.09 0.09 0.07 0.08 2.12 1.98 1.13 1.12 0.61 0.65 0.08 0.06 0.06 0.06

群 馬 1.76 1.88 1.23 1.30 0.92 0.96 0.08 0.09 0.07 0.08 2.08 2.02 1.17 1.07 0.71 0.61 0.09 0.10 0.07 0.08

埼 玉 2.57 2.60 1.83 1.82 1.50 1.47 0.09 0.10 0.13 0.14 2.56 2.44 1.24 1.22 0.79 0.79 0.10 0.10 0.09 0.11

千 葉 2.53 2.59 1.69 1.71 1.44 1.43 0.11 0.11 0.17 0.18 2.50 2.44 1.12 1.13 0.75 0.74 0.10 0.10 0.12 0.11

東 京 3.04 3.19 1.65 1.73 1.39 1.45 0.18 0.20 0.33 0.35 4.38 4.26 1.51 1.56 0.93 1.00 0.26 0.27 0.34 0.30

神奈川 2.56 2.58 1.58 1.58 1.40 1.38 0.13 0.14 0.20 0.20 2.88 2.82 1.14 1.15 0.79 0.81 0.14 0.13 0.17 0.16

新 潟 1.01 1.04 0.06 0.06 0.46 0.47 0.04 0.05 0.06 0.06 1.87 1.74 0.12 0.10 0.44 0.42 0.07 0.08 0.08 0.07

富 山 1.24 1.36 0.30 0.34 0.33 0.35 0.17 0.20 0.14 0.15 1.49 1.49 0.42 0.37 0.18 0.20 0.34 0.32 0.15 0.15

石 川 1.69 1.70 0.38 0.40 0.41 0.38 0.23 0.22 0.24 0.23 3.84 3.41 0.93 0.80 0.50 0.42 0.56 0.51 0.42 0.29

福 井 1.44 1.30 0.26 0.23 0.25 0.23 0.24 0.20 0.31 0.29 1.21 1.29 0.20 0.21 0.12 0.10 0.29 0.29 0.26 0.25

山 梨 1.94 1.98 1.28 1.28 1.07 1.05 0.11 0.13 0.10 0.10 3.32 3.49 1.58 1.63 1.07 1.13 0.22 0.31 0.14 0.16

長 野 1.51 1.60 0.86 0.90 0.70 0.74 0.17 0.19 0.11 0.11 1.31 1.41 0.58 0.62 0.41 0.44 0.20 0.19 0.10 0.10

岐 阜 1.48 1.66 0.79 0.90 0.22 0.23 0.74 0.84 0.13 0.14 1.35 1.48 0.65 0.77 0.12 0.11 0.57 0.70 0.10 0.12

静 岡 1.53 1.61 0.32 0.36 0.64 0.66 0.32 0.36 0.13 0.12 1.59 1.60 0.30 0.37 0.59 0.56 0.30 0.37 0.11 0.09

愛 知 1.59 1.64 0.48 0.50 0.39 0.40 0.34 0.36 0.22 0.21 1.83 1.84 0.60 0.66 0.15 0.17 0.41 0.45 0.16 0.13

三 重 1.69 1.78 0.64 0.70 0.27 0.28 0.58 0.63 0.31 0.32 1.62 1.76 0.64 0.77 0.16 0.16 0.58 0.69 0.27 0.28

滋 賀 2.08 2.23 1.04 1.06 0.27 0.28 0.26 0.31 1.02 1.04 2.42 2.54 0.86 0.90 0.25 0.26 0.34 0.44 0.83 0.85

京 都 2.25 2.36 1.04 1.07 0.41 0.42 0.17 0.19 0.82 0.85 4.49 4.71 1.24 1.30 0.55 0.57 0.40 0.46 0.94 1.02

大 阪 1.90 1.97 0.76 0.79 0.41 0.41 0.16 0.17 0.64 0.66 2.20 2.22 0.66 0.67 0.17 0.18 0.17 0.18 0.50 0.51

兵 庫 1.66 1.72 0.72 0.75 0.31 0.32 0.11 0.12 0.66 0.69 1.86 1.84 0.55 0.58 0.17 0.15 0.11 0.13 0.45 0.48

奈 良 1.83 1.83 1.10 1.09 0.25 0.24 0.14 0.15 1.03 1.01 2.31 2.40 1.00 1.00 0.19 0.25 0.23 0.24 0.87 0.85

和歌山 1.25 1.31 0.72 0.77 0.17 0.19 0.11 0.10 0.70 0.74 1.37 1.46 0.76 0.87 0.11 0.09 0.12 0.14 0.74 0.85

鳥 取 1.60 1.57 0.58 0.55 0.25 0.23 0.07 0.07 0.39 0.41 2.70 2.55 0.98 0.76 0.21 0.20 0.14 0.20 0.67 0.74

島 根 1.60 1.58 0.64 0.64 0.23 0.27 0.09 0.07 0.28 0.28 3.20 2.84 1.15 1.03 0.32 0.31 0.16 0.16 0.68 0.60

岡 山 1.54 1.56 0.38 0.40 0.25 0.25 0.09 0.08 0.35 0.35 2.24 2.27 0.62 0.71 0.14 0.10 0.12 0.10 0.41 0.40

広 島 1.61 1.64 0.42 0.43 0.33 0.33 0.08 0.08 0.27 0.26 2.56 2.47 0.80 0.78 0.19 0.19 0.09 0.09 0.32 0.27

山 口 1.64 1.73 0.42 0.46 0.28 0.28 0.07 0.08 0.20 0.19 3.85 3.90 0.67 0.91 0.31 0.31 0.16 0.17 0.37 0.32

徳 島 1.30 1.37 0.30 0.31 0.22 0.23 0.06 0.06 0.36 0.38 1.91 1.88 0.50 0.53 0.15 0.14 0.11 0.06 0.58 0.56

香 川 1.72 1.75 0.44 0.45 0.30 0.30 0.08 0.07 0.35 0.35 1.73 2.10 0.60 0.67 0.12 0.21 0.08 0.08 0.36 0.41

愛 媛 1.37 1.38 0.27 0.27 0.26 0.27 0.06 0.07 0.25 0.25 2.19 1.96 0.51 0.42 0.18 0.17 0.09 0.07 0.34 0.26

高 知 1.33 1.37 0.33 0.34 0.26 0.26 0.07 0.08 0.30 0.29 2.73 2.65 0.57 0.59 0.27 0.23 0.23 0.22 0.68 0.59

福 岡 2.00 2.08 0.79 0.82 0.45 0.46 0.09 0.10 0.20 0.21 3.52 3.49 2.21 2.13 0.21 0.26 0.07 0.09 0.16 0.16

佐 賀 1.96 2.05 1.29 1.35 0.24 0.26 0.07 0.07 0.12 0.12 2.35 2.60 1.86 1.99 0.13 0.17 0.06 0.08 0.11 0.09

長 崎 1.62 1.70 0.81 0.83 0.30 0.31 0.07 0.07 0.14 0.14 2.80 2.90 1.73 1.79 0.23 0.27 0.08 0.08 0.21 0.19

熊 本 1.66 1.79 0.88 0.94 0.29 0.31 0.08 0.09 0.13 0.14 2.20 2.40 1.58 1.73 0.18 0.17 0.08 0.07 0.11 0.10

大 分 1.65 1.79 0.85 0.92 0.29 0.31 0.07 0.08 0.14 0.15 2.64 2.45 1.68 1.51 0.28 0.24 0.07 0.06 0.16 0.16

宮 崎 1.66 1.74 0.79 0.83 0.33 0.35 0.09 0.09 0.15 0.16 2.87 2.86 1.59 1.72 0.36 0.29 0.12 0.13 0.24 0.16

鹿児島 1.64 1.68 0.70 0.74 0.37 0.35 0.08 0.09 0.20 0.20 2.63 2.62 1.49 1.64 0.28 0.24 0.12 0.13 0.22 0.20

沖 縄 1.81 1.86 - - 0.71 0.69 0.15 0.16 0.25 0.25 1.76 1.75 - - 0.35 0.39 0.14 0.13 0.19 0.18

資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」,総務省自治行政局「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

率は外国人を含む総人口について.分母となる人口の総数には年齢不詳を案分した人数を含む.1）全国の「都道府県外」は都道府県間の移動率. 各大都市圏の値は各大都
市圏からの転入率.分母は当該大都市圏以外の人口.2）「地域ブロック内から」の値は各都道府県が所在する地域ブロック内からの転入率（都道府県内移動はのぞく）. 例
えば鳥取県の転入率は鳥取県を除く中国地方各県からの転入数を鳥取県の人口で割ったもの.

地域ブロック 北海道：北海道 東北：青森県,岩手県,宮城県,秋田県,山形県,福島県 関東：茨城県,栃木県,群馬県,埼玉県,千葉県,東京都,神奈川県,山梨県,
長野県 北陸：新潟県,富山県,石川県,福井県 東海：岐阜県,静岡県,愛知県,三重県 近畿：滋賀県,京都府,大阪府,兵庫県,奈良県,和歌山県 中国：鳥取県,島根
県,岡山県,広島県,山口県 四国：徳島県,香川県,愛媛県,高知県 九州：福岡県,佐賀県,長崎県,熊本県,大分県,宮崎県,鹿児島県 沖縄：沖縄県

大都市圏 東京圏：埼玉県,千葉県,東京都,神奈川県 名古屋圏：岐阜県,愛知県,三重県 大阪圏：京都府,大阪府,兵庫県,奈良県
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表１ 都道府県別の転入率（男女総数）：2021，2022年（つづき）
（％）

都道
府県

20-24歳 25-29歳

都道府県外
から

地域ブロッ
ク内から2）

東京圏
から

名古屋圏
から

大阪圏
から

都道府県外
から

地域ブロッ
ク内から2）

東京圏
から

名古屋圏
から

大阪圏
から

2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022

全 国 1） 8.89 9.37 - - 1.74 1.81 0.56 0.63 0.99 1.06 7.73 8.22 - - 1.77 1.85 0.49 0.55 0.81 0.85

北海道 4.43 4.81 - - 1.99 2.10 0.25 0.34 0.48 0.53 3.64 3.80 - - 1.74 1.81 0.23 0.25 0.40 0.36

青 森 6.88 7.04 2.14 2.32 2.63 2.47 0.13 0.17 0.35 0.36 5.37 5.53 1.69 1.62 2.03 2.14 0.16 0.16 0.19 0.24

岩 手 7.60 7.78 3.54 3.42 2.08 2.38 0.24 0.25 0.25 0.27 5.60 6.10 2.37 2.43 1.73 1.99 0.24 0.34 0.18 0.26

宮 城 9.20 9.73 4.44 4.72 2.50 2.55 0.23 0.26 0.37 0.41 6.74 7.32 2.43 2.68 2.33 2.46 0.25 0.24 0.33 0.36

秋 田 6.53 6.88 2.73 2.91 2.11 2.15 0.16 0.18 0.28 0.30 5.38 5.48 2.03 1.97 2.01 2.14 0.19 0.14 0.17 0.23

山 形 6.29 6.74 2.61 2.63 1.97 2.04 0.14 0.17 0.17 0.19 5.22 5.64 1.98 2.01 1.70 1.88 0.16 0.19 0.18 0.20

福 島 5.85 6.19 1.74 1.74 2.19 2.34 0.18 0.19 0.23 0.23 5.17 5.40 1.38 1.30 2.00 2.14 0.18 0.21 0.24 0.22

茨 城 7.89 8.77 5.01 5.40 4.11 4.50 0.33 0.39 0.41 0.58 8.08 8.86 5.50 5.96 4.55 4.90 0.39 0.40 0.42 0.50

栃 木 8.60 9.23 5.37 5.88 3.79 4.10 0.45 0.44 0.39 0.45 7.88 8.40 5.45 5.77 3.70 3.98 0.42 0.41 0.34 0.40

群 馬 7.65 8.36 4.97 5.53 3.72 4.06 0.38 0.40 0.38 0.44 7.44 8.04 5.13 5.52 3.77 4.01 0.40 0.48 0.35 0.36

埼 玉 10.2710.46 6.60 6.56 4.86 4.68 0.42 0.46 0.60 0.6610.4210.67 7.96 7.93 6.69 6.52 0.36 0.42 0.48 0.53

千 葉 10.1510.47 5.92 5.93 4.66 4.49 0.51 0.53 0.81 0.88 9.9110.20 7.06 7.09 6.08 6.02 0.42 0.47 0.64 0.70

東 京 15.0415.78 7.18 7.42 5.48 5.66 0.94 1.02 1.71 1.8210.4011.34 6.29 6.77 5.54 5.90 0.62 0.68 1.15 1.26

神奈川 11.0611.17 5.71 5.76 4.62 4.61 0.63 0.65 0.99 1.0210.0510.23 6.87 6.80 6.25 6.11 0.51 0.55 0.74 0.75

新 潟 5.25 5.52 0.34 0.40 2.27 2.26 0.19 0.23 0.34 0.36 4.22 4.50 0.28 0.27 2.02 2.05 0.19 0.21 0.23 0.28

富 山 5.90 6.94 1.45 1.85 1.50 1.56 0.77 1.00 0.76 0.84 5.37 5.97 1.28 1.49 1.37 1.50 0.81 0.92 0.65 0.61

石 川 6.47 7.08 1.46 1.64 1.45 1.52 0.88 0.95 1.01 0.93 6.62 6.88 1.58 1.72 1.71 1.59 0.81 0.89 0.97 0.93

福 井 6.30 5.91 1.02 1.10 1.07 0.83 0.94 0.90 1.54 1.53 6.09 5.69 1.13 1.06 1.01 1.07 1.04 0.83 1.33 1.25

山 梨 7.76 8.25 4.76 5.10 3.89 4.08 0.38 0.67 0.44 0.43 7.58 7.68 5.13 4.98 4.32 4.04 0.44 0.49 0.40 0.46

長 野 6.60 7.53 3.47 3.87 2.71 2.97 0.79 0.98 0.59 0.55 6.32 6.69 3.51 3.52 2.78 2.69 0.73 0.90 0.47 0.52

岐 阜 6.13 7.52 3.04 3.94 0.91 1.00 2.79 3.70 0.67 0.68 6.58 7.67 3.60 4.24 1.01 1.08 3.34 3.99 0.59 0.67

静 岡 7.29 8.08 1.61 1.89 2.71 2.99 1.61 1.89 0.72 0.71 6.22 6.91 1.36 1.72 2.56 2.69 1.36 1.72 0.57 0.60

愛 知 6.91 7.43 2.13 2.33 1.46 1.57 1.58 1.77 0.97 1.05 5.89 6.30 1.88 2.00 1.45 1.57 1.41 1.49 0.85 0.87

三 重 7.43 8.46 2.71 3.29 1.22 1.24 2.46 3.02 1.42 1.65 7.44 8.00 3.02 3.37 1.17 1.21 2.76 3.09 1.31 1.38

滋 賀 8.01 9.30 3.75 4.24 1.01 1.11 1.02 1.32 3.65 4.13 8.69 9.60 4.52 4.60 1.17 1.24 1.12 1.44 4.45 4.52

京 都 10.2210.88 4.25 4.57 1.61 1.63 0.78 0.94 3.31 3.59 8.68 9.26 4.52 4.68 1.55 1.64 0.63 0.71 3.59 3.69

大 阪 8.57 8.87 3.41 3.52 1.43 1.43 0.67 0.75 2.77 2.83 7.38 7.87 3.31 3.42 1.62 1.69 0.61 0.70 2.83 2.89

兵 庫 6.92 7.16 2.75 2.84 1.03 1.05 0.49 0.52 2.45 2.54 6.97 7.28 3.38 3.51 1.25 1.26 0.49 0.51 3.15 3.25

奈 良 6.14 6.19 3.31 3.30 0.90 0.80 0.51 0.62 3.01 2.98 7.40 7.78 4.63 4.81 0.96 1.02 0.56 0.67 4.34 4.47

和歌山 5.47 5.65 3.15 3.26 0.60 0.63 0.52 0.50 3.01 3.10 5.47 5.92 3.19 3.44 0.74 0.87 0.43 0.50 3.09 3.30

鳥 取 7.17 7.28 2.63 2.61 0.88 0.85 0.23 0.32 2.13 2.13 6.06 6.27 2.35 2.18 0.94 0.95 0.25 0.26 1.41 1.62

島 根 7.22 8.03 3.21 3.61 0.77 1.09 0.35 0.35 1.32 1.43 6.41 6.41 2.85 2.81 0.94 1.08 0.31 0.27 1.03 1.04

岡 山 6.91 7.09 1.89 1.99 0.85 0.86 0.29 0.30 1.62 1.65 5.64 5.63 1.48 1.46 0.92 0.89 0.33 0.33 1.29 1.26

広 島 7.05 7.38 1.93 2.09 1.17 1.22 0.33 0.34 1.32 1.33 5.90 6.06 1.57 1.62 1.24 1.24 0.32 0.32 1.01 1.04

山 口 8.03 8.88 2.07 2.46 1.11 1.20 0.32 0.38 1.11 1.14 6.44 6.98 1.80 1.93 1.07 1.09 0.27 0.34 0.76 0.77

徳 島 6.24 6.82 1.48 1.50 0.83 0.99 0.30 0.30 1.93 2.14 5.26 5.80 1.27 1.34 0.85 1.06 0.26 0.33 1.45 1.43

香 川 7.39 7.97 1.96 1.95 1.04 1.06 0.29 0.28 1.64 1.73 6.53 7.01 1.62 1.73 1.13 1.18 0.27 0.27 1.41 1.48

愛 媛 6.48 6.91 1.25 1.26 0.98 1.14 0.28 0.32 1.26 1.32 5.55 5.50 1.05 1.07 1.07 1.05 0.26 0.28 1.05 1.05

高 知 6.88 7.09 1.61 1.92 1.06 1.02 0.36 0.40 1.83 1.70 5.21 5.81 1.28 1.46 1.07 1.04 0.27 0.36 1.22 1.33

福 岡 8.64 8.97 3.99 4.16 1.45 1.43 0.31 0.36 0.82 0.87 6.50 7.09 2.40 2.61 1.62 1.72 0.33 0.39 0.72 0.75

佐 賀 8.86 9.28 5.81 6.38 1.12 0.91 0.28 0.35 0.59 0.54 7.78 8.03 5.12 5.27 0.99 1.06 0.29 0.27 0.50 0.39

長 崎 7.95 8.60 4.30 4.79 1.24 1.19 0.34 0.36 0.72 0.71 6.63 6.99 3.41 3.58 1.18 1.23 0.32 0.27 0.60 0.55

熊 本 7.80 8.49 4.47 5.02 1.17 1.09 0.33 0.34 0.65 0.68 6.46 7.22 3.36 3.84 1.21 1.19 0.34 0.39 0.50 0.59

大 分 7.26 8.33 4.07 4.54 1.07 1.14 0.27 0.38 0.63 0.70 6.51 7.78 3.31 3.92 1.16 1.33 0.28 0.36 0.54 0.63

宮 崎 8.07 9.16 4.00 4.68 1.43 1.70 0.37 0.46 0.88 0.86 6.69 7.03 3.27 3.35 1.42 1.51 0.29 0.29 0.53 0.65

鹿児島 8.08 8.57 3.75 4.39 1.59 1.39 0.35 0.44 1.00 0.86 6.19 6.73 2.70 3.01 1.35 1.29 0.31 0.34 0.71 0.78

沖 縄 6.44 6.61 - - 2.28 2.13 0.51 0.55 1.06 1.18 5.89 6.29 - - 2.35 2.36 0.49 0.51 0.87 0.86
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表２ 都道府県別の転出率（男女総数）：2021，2022年
（％）

都道
府県

年齢計 15-19歳

都道府県外
へ

地域ブロッ
ク内へ2） 東京圏へ 名古屋圏へ 大阪圏へ

都道府県外
へ

地域ブロッ
ク内へ2） 東京圏へ 名古屋圏へ 大阪圏へ

2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022

全 国1） 1.96 2.03 - - 0.54 0.57 0.11 0.12 0.20 0.21 2.56 2.55 - - 0.91 0.87 0.13 0.13 0.32 0.32

北海道 1.04 1.12 - - 0.53 0.56 0.06 0.07 0.10 0.10 2.09 2.09 - - 1.12 1.09 0.08 0.08 0.24 0.26

青 森 1.68 1.75 0.53 0.53 0.65 0.67 0.05 0.05 0.06 0.06 5.90 5.55 1.99 1.88 2.54 2.26 0.10 0.09 0.18 0.18

岩 手 1.64 1.76 0.67 0.72 0.56 0.59 0.06 0.07 0.05 0.06 4.97 5.09 1.83 2.13 2.00 1.88 0.07 0.11 0.11 0.11

宮 城 2.05 2.06 0.62 0.60 0.84 0.84 0.08 0.08 0.10 0.10 3.48 3.36 1.24 1.27 1.48 1.33 0.05 0.06 0.16 0.17

秋 田 1.42 1.43 0.55 0.54 0.53 0.54 0.04 0.04 0.05 0.05 5.94 5.25 2.29 2.13 2.34 1.97 0.07 0.09 0.15 0.15

山 形 1.47 1.56 0.54 0.58 0.55 0.56 0.04 0.04 0.04 0.05 4.92 4.86 1.45 1.57 2.21 2.03 0.07 0.05 0.12 0.13

福 島 1.65 1.70 0.41 0.42 0.70 0.72 0.05 0.05 0.06 0.06 3.55 3.44 0.86 0.87 1.72 1.65 0.05 0.05 0.10 0.08

茨 城 1.88 2.05 1.33 1.45 1.10 1.20 0.07 0.08 0.09 0.10 2.71 2.89 1.95 2.02 1.60 1.67 0.06 0.06 0.10 0.12

栃 木 1.88 1.99 1.33 1.43 0.94 1.03 0.08 0.09 0.08 0.08 2.68 2.71 1.91 1.96 1.43 1.53 0.05 0.07 0.13 0.09

群 馬 1.74 1.90 1.27 1.39 0.98 1.07 0.08 0.08 0.07 0.08 2.18 2.16 1.61 1.53 1.32 1.26 0.05 0.07 0.10 0.11

埼 玉 2.19 2.26 1.56 1.62 1.25 1.30 0.08 0.08 0.11 0.11 1.77 1.74 1.08 1.07 0.82 0.83 0.06 0.05 0.10 0.09

千 葉 2.27 2.46 1.56 1.68 1.29 1.37 0.09 0.10 0.15 0.15 1.93 2.17 1.28 1.47 1.01 1.17 0.06 0.07 0.11 0.12

東 京 3.00 2.91 1.94 1.88 1.69 1.63 0.12 0.13 0.25 0.25 1.73 1.65 1.04 0.99 0.86 0.82 0.05 0.05 0.15 0.16

神奈川 2.22 2.28 1.42 1.47 1.25 1.29 0.10 0.11 0.16 0.17 1.58 1.62 0.82 0.88 0.68 0.73 0.05 0.05 0.11 0.11

新 潟 1.27 1.31 0.07 0.07 0.66 0.68 0.05 0.06 0.07 0.08 3.08 2.88 0.21 0.23 1.83 1.66 0.07 0.06 0.21 0.21

富 山 1.42 1.48 0.33 0.31 0.43 0.48 0.18 0.19 0.17 0.17 2.54 2.42 0.64 0.51 0.81 0.79 0.32 0.30 0.29 0.34

石 川 1.79 1.91 0.34 0.36 0.51 0.54 0.23 0.26 0.26 0.28 2.53 2.59 0.37 0.34 0.74 0.70 0.27 0.29 0.50 0.59

福 井 1.66 1.78 0.27 0.31 0.36 0.37 0.26 0.28 0.39 0.39 2.35 2.17 0.51 0.37 0.48 0.45 0.29 0.25 0.56 0.63

山 梨 1.86 1.89 1.26 1.30 1.06 1.07 0.11 0.11 0.08 0.09 2.95 2.90 2.04 1.96 1.80 1.70 0.16 0.16 0.16 0.17

長 野 1.51 1.57 0.88 0.91 0.72 0.74 0.18 0.19 0.11 0.11 3.34 3.13 2.02 1.75 1.68 1.47 0.37 0.39 0.25 0.26

岐 阜 1.74 1.85 0.92 0.96 0.31 0.35 0.86 0.89 0.15 0.16 2.36 2.53 1.04 1.15 0.47 0.49 0.99 1.08 0.24 0.26

静 岡 1.64 1.74 0.33 0.35 0.75 0.80 0.33 0.35 0.13 0.14 3.06 3.08 0.47 0.52 1.45 1.40 0.47 0.52 0.26 0.29

愛 知 1.63 1.75 0.42 0.47 0.52 0.55 0.30 0.33 0.23 0.24 1.63 1.77 0.37 0.42 0.47 0.49 0.25 0.29 0.24 0.27

三 重 1.86 2.03 0.72 0.79 0.36 0.38 0.65 0.71 0.33 0.37 2.54 2.79 0.84 1.05 0.47 0.45 0.78 0.96 0.57 0.60

滋 賀 2.00 2.12 0.89 0.95 0.36 0.37 0.29 0.29 0.87 0.93 2.28 2.25 1.01 1.00 0.25 0.28 0.33 0.30 1.00 0.98

京 都 2.41 2.44 1.18 1.20 0.49 0.52 0.15 0.15 0.91 0.92 2.37 2.21 0.89 0.89 0.48 0.40 0.14 0.12 0.71 0.72

大 阪 1.84 1.90 0.69 0.72 0.50 0.53 0.14 0.14 0.59 0.61 1.50 1.45 0.53 0.56 0.36 0.34 0.09 0.09 0.43 0.45

兵 庫 1.75 1.83 0.77 0.80 0.41 0.43 0.11 0.11 0.71 0.74 1.77 1.82 0.70 0.74 0.37 0.37 0.08 0.08 0.62 0.66

奈 良 1.92 1.92 1.10 1.11 0.31 0.32 0.16 0.15 1.01 1.02 2.40 2.32 1.15 1.22 0.34 0.34 0.24 0.20 1.00 1.04

和歌山 1.46 1.53 0.86 0.89 0.23 0.25 0.11 0.11 0.83 0.86 2.48 2.58 1.55 1.58 0.28 0.34 0.17 0.19 1.51 1.49

鳥 取 1.78 1.81 0.55 0.54 0.32 0.34 0.09 0.09 0.45 0.47 3.78 3.86 1.05 1.01 0.56 0.65 0.17 0.16 1.34 1.39

島 根 1.77 1.85 0.70 0.70 0.29 0.31 0.09 0.10 0.32 0.33 4.98 4.50 1.76 1.77 0.74 0.65 0.13 0.17 1.35 1.00

岡 山 1.71 1.85 0.38 0.39 0.34 0.39 0.10 0.10 0.43 0.47 2.55 2.66 0.51 0.50 0.47 0.46 0.12 0.12 0.79 0.86

広 島 1.87 1.97 0.42 0.43 0.46 0.49 0.11 0.10 0.34 0.35 2.67 2.81 0.57 0.66 0.57 0.59 0.11 0.10 0.62 0.60

山 口 1.86 1.94 0.43 0.45 0.35 0.38 0.08 0.09 0.22 0.22 4.70 4.55 1.00 0.99 0.75 0.69 0.22 0.17 0.56 0.56

徳 島 1.54 1.68 0.34 0.33 0.29 0.32 0.08 0.10 0.44 0.48 2.95 3.22 0.50 0.54 0.48 0.50 0.17 0.24 1.02 1.09

香 川 1.91 2.02 0.39 0.40 0.39 0.42 0.09 0.10 0.44 0.46 3.00 2.86 0.53 0.42 0.51 0.58 0.11 0.13 0.96 0.86

愛 媛 1.58 1.67 0.28 0.29 0.35 0.38 0.08 0.08 0.32 0.32 4.10 4.05 0.50 0.55 0.73 0.70 0.21 0.21 1.07 0.96

高 知 1.54 1.57 0.35 0.35 0.33 0.34 0.08 0.08 0.37 0.37 4.17 4.00 0.69 0.69 0.83 0.79 0.26 0.26 1.42 1.27

福 岡 1.88 1.98 0.65 0.70 0.52 0.54 0.10 0.10 0.22 0.22 2.76 2.76 0.89 0.94 0.74 0.72 0.14 0.14 0.37 0.38

佐 賀 2.11 2.16 1.34 1.37 0.31 0.32 0.08 0.07 0.14 0.14 4.55 4.46 2.58 2.56 0.74 0.71 0.27 0.23 0.41 0.35

長 崎 2.06 2.09 1.09 1.10 0.39 0.40 0.09 0.08 0.16 0.17 6.08 5.69 3.23 3.07 1.03 0.94 0.34 0.22 0.53 0.58

熊 本 1.70 1.81 0.86 0.90 0.35 0.39 0.08 0.09 0.14 0.15 3.88 3.91 1.78 1.84 0.83 0.83 0.30 0.29 0.39 0.44

大 分 1.82 1.93 0.95 1.00 0.34 0.38 0.07 0.07 0.16 0.16 3.78 3.82 1.92 1.96 0.62 0.65 0.17 0.16 0.40 0.40

宮 崎 1.80 1.85 0.87 0.90 0.39 0.40 0.09 0.08 0.17 0.17 6.20 5.71 2.82 2.84 1.47 1.20 0.38 0.27 0.67 0.58

鹿児島 1.73 1.82 0.79 0.81 0.39 0.41 0.09 0.09 0.19 0.20 6.29 6.03 2.84 2.87 1.32 1.23 0.35 0.32 0.89 0.74

沖 縄 1.82 1.95 - - 0.68 0.73 0.15 0.15 0.22 0.24 3.53 3.72 - - 1.28 1.34 0.28 0.28 0.46 0.55

資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」,総務省自治行政局「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

率は外国人を含む総人口について.分母となる人口の総数には年齢不詳を案分した人数を含む.地域ブロック,大都市圏の構成は表１参照.1）全国の「都
道府県外」は都道府県間の移動率.各大都市圏の値は各大都市圏への転出率.分母は当該大都市圏以外の人口.2）「地域ブロック内から」の値は各都道府
県が所在する地域ブロック内への転出率.例えば鳥取県の転出率は鳥取県を除く中国地方各県への転出数を鳥取県の人口で割ったもの.
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表２ 都道府県別の転出率（男女総数）：2021，2022年（つづき）
（％）

都道
府県

20-24歳 25-29歳

都道府県外
へ

地域ブロッ
ク内へ2） 東京圏へ 名古屋圏へ 大阪圏へ

都道府県外
へ

地域ブロッ
ク内へ2） 東京圏へ 名古屋圏へ 大阪圏へ

2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022

全 国1） 8.89 9.37 - - 3.33 3.51 0.52 0.56 0.97 1.01 7.73 8.22 - - 2.19 2.45 0.45 0.48 0.73 0.80

北海道 5.82 6.09 - - 3.38 3.48 0.35 0.34 0.51 0.55 3.93 4.49 - - 2.03 2.30 0.25 0.28 0.38 0.42

青 森 11.4012.10 3.17 3.36 5.38 5.69 0.28 0.33 0.36 0.38 5.92 6.59 1.82 1.92 2.16 2.41 0.26 0.25 0.21 0.32

岩 手 11.3311.79 4.05 4.25 4.94 5.04 0.34 0.41 0.29 0.41 6.06 6.81 2.47 2.72 1.93 2.25 0.21 0.29 0.24 0.27

宮 城 9.9010.09 2.88 2.86 4.65 4.90 0.31 0.32 0.41 0.39 7.42 7.70 2.10 2.00 3.15 3.33 0.29 0.35 0.39 0.43

秋 田 11.5811.19 3.77 3.76 5.40 4.97 0.30 0.32 0.33 0.37 5.31 6.25 2.05 2.23 1.93 2.45 0.20 0.22 0.22 0.26

山 形 10.5711.10 3.41 3.70 4.94 4.89 0.23 0.27 0.25 0.38 5.66 6.25 2.31 2.31 1.88 2.17 0.20 0.25 0.22 0.25

福 島 10.2110.50 2.09 2.24 5.55 5.48 0.23 0.30 0.31 0.32 6.07 6.68 1.50 1.63 2.50 2.77 0.19 0.25 0.27 0.29

茨 城 9.9011.14 7.51 8.31 6.62 7.25 0.32 0.38 0.41 0.45 8.02 9.21 5.82 6.69 4.85 5.60 0.31 0.35 0.41 0.44

栃 木 9.8910.30 7.60 7.99 6.11 6.45 0.33 0.36 0.33 0.35 8.06 8.82 5.77 6.43 4.08 4.62 0.37 0.41 0.33 0.36

群 馬 10.0311.02 7.80 8.44 6.50 6.99 0.35 0.39 0.35 0.40 7.66 8.65 5.63 6.45 4.26 4.95 0.38 0.39 0.30 0.42

埼 玉 8.97 9.18 6.60 6.76 5.47 5.58 0.35 0.36 0.43 0.42 9.43 9.85 7.27 7.64 6.11 6.42 0.31 0.33 0.44 0.44

千 葉 9.6111.11 6.82 7.66 5.80 6.27 0.42 0.50 0.56 0.60 9.7310.77 7.28 7.98 6.29 6.80 0.37 0.40 0.55 0.61

東 京 8.73 8.33 5.39 5.08 4.59 4.30 0.44 0.45 0.79 0.79 9.55 9.31 6.57 6.32 5.89 5.66 0.39 0.41 0.76 0.78

神奈川 8.31 8.46 5.42 5.53 4.79 4.86 0.40 0.42 0.59 0.58 9.04 9.31 6.49 6.67 5.91 6.11 0.38 0.42 0.56 0.59

新 潟 9.34 9.26 0.37 0.39 5.86 5.69 0.35 0.39 0.45 0.44 4.92 5.36 0.28 0.26 2.38 2.69 0.24 0.27 0.32 0.36

富 山 8.28 8.75 1.36 1.47 3.33 3.55 1.10 1.18 1.03 1.04 6.32 6.81 1.47 1.44 1.85 2.14 0.87 0.85 0.74 0.82

石 川 9.4410.38 1.41 1.77 3.31 3.43 1.30 1.45 1.49 1.52 6.99 8.06 1.39 1.57 2.10 2.45 0.92 1.10 0.99 1.10

福 井 9.4510.27 1.15 1.42 2.56 2.71 1.57 1.60 2.58 2.69 6.85 7.75 1.16 1.39 1.60 1.83 1.09 1.17 1.51 1.59

山 梨 10.9111.37 7.98 8.25 7.05 7.18 0.49 0.59 0.43 0.53 7.43 7.76 5.13 5.44 4.32 4.56 0.41 0.45 0.36 0.41

長 野 9.6710.21 6.40 6.70 5.63 5.80 1.12 1.20 0.63 0.65 6.11 6.91 3.57 3.97 2.82 3.19 0.75 0.82 0.43 0.54

岐 阜 9.2010.07 4.52 5.09 2.20 2.35 4.21 4.74 0.93 0.93 8.14 8.96 4.59 4.89 1.43 1.73 4.34 4.57 0.70 0.75

静 岡 8.82 9.44 1.59 1.65 4.88 5.16 1.59 1.65 0.61 0.68 6.57 7.37 1.43 1.56 3.04 3.51 1.43 1.56 0.55 0.60

愛 知 6.29 7.22 1.57 1.93 2.29 2.47 1.05 1.32 0.85 0.95 6.04 6.68 1.57 1.85 2.05 2.21 1.13 1.30 0.84 0.94

三 重 9.3010.82 3.67 4.33 2.16 2.32 3.36 3.92 1.75 2.17 7.80 9.11 3.36 3.77 1.47 1.80 3.10 3.44 1.30 1.56

滋 賀 9.9810.66 4.39 4.83 2.32 2.41 1.34 1.21 4.31 4.73 8.33 9.36 3.97 4.44 1.49 1.70 1.17 1.27 3.92 4.36

京 都 11.2511.47 4.79 4.71 2.89 3.05 0.75 0.84 4.00 3.8910.4710.83 5.53 5.61 2.25 2.54 0.64 0.65 4.36 4.39

大 阪 7.04 7.51 2.23 2.39 2.26 2.41 0.59 0.65 1.83 1.95 7.09 7.38 2.72 2.79 2.12 2.29 0.57 0.58 2.31 2.38

兵 庫 8.72 9.24 3.64 3.87 2.45 2.56 0.56 0.60 3.39 3.56 7.75 8.18 3.77 3.94 1.79 1.91 0.50 0.55 3.51 3.68

奈 良 9.86 9.98 4.94 4.95 2.22 2.42 0.88 0.80 4.55 4.58 9.55 9.63 5.89 5.95 1.52 1.56 0.69 0.71 5.50 5.53

和歌山 9.00 9.18 5.40 5.45 1.73 1.76 0.62 0.59 5.23 5.24 6.67 7.18 3.97 4.25 1.19 1.32 0.47 0.51 3.85 4.11

鳥 取 11.4311.16 2.70 2.71 2.35 2.33 0.62 0.59 3.84 3.65 7.17 7.39 2.28 2.13 1.43 1.73 0.36 0.41 1.62 1.82

島 根 11.3811.58 3.96 3.89 2.32 2.44 0.52 0.55 2.60 2.59 6.51 7.33 2.62 2.72 1.26 1.40 0.40 0.41 1.00 1.26

岡 山 8.69 9.90 1.56 1.76 1.98 2.33 0.46 0.46 2.59 2.82 6.82 7.55 1.57 1.59 1.42 1.69 0.45 0.47 1.60 1.86

広 島 9.3510.30 1.93 2.18 2.59 2.76 0.46 0.53 1.95 2.01 6.76 7.57 1.57 1.58 1.76 2.04 0.44 0.45 1.18 1.31

山 口 12.0812.68 2.24 2.46 2.45 2.69 0.51 0.56 1.63 1.63 7.41 8.03 1.80 1.88 1.49 1.71 0.36 0.38 0.77 0.89

徳 島 9.7810.72 1.60 1.55 2.10 2.47 0.46 0.86 3.39 3.47 6.49 7.14 1.37 1.33 1.31 1.65 0.36 0.40 1.89 2.02

香 川 10.0010.93 1.63 1.72 2.26 2.61 0.48 0.50 2.94 3.09 7.52 8.39 1.42 1.59 1.66 1.85 0.34 0.47 1.61 1.83

愛 媛 9.9510.72 1.33 1.50 2.54 2.74 0.43 0.55 2.49 2.45 6.23 6.85 1.07 1.26 1.48 1.81 0.39 0.37 1.20 1.18

高 知 11.0511.29 1.86 1.74 2.90 2.85 0.54 0.56 3.15 3.33 6.15 6.43 1.45 1.30 1.45 1.59 0.34 0.39 1.39 1.37

福 岡 8.79 9.66 2.80 3.25 2.79 2.98 0.41 0.47 1.02 1.06 6.81 7.54 2.25 2.55 1.98 2.17 0.37 0.41 0.77 0.84

佐 賀 11.6712.04 6.74 7.08 2.38 2.37 0.41 0.40 0.88 0.83 8.34 9.08 5.39 5.78 1.20 1.37 0.27 0.34 0.47 0.57

長 崎 12.1412.69 6.55 6.70 2.55 2.68 0.45 0.48 0.98 1.10 7.49 8.15 3.87 4.06 1.49 1.78 0.30 0.33 0.60 0.68

熊 本 9.9710.81 4.75 5.21 2.59 2.82 0.40 0.48 0.99 0.97 6.40 7.38 3.15 3.57 1.42 1.60 0.29 0.35 0.50 0.61

大 分 10.9611.90 5.10 5.76 2.73 2.91 0.41 0.45 1.17 1.14 7.13 7.83 3.60 3.86 1.47 1.67 0.30 0.32 0.56 0.63

宮 崎 11.3811.49 5.06 5.24 3.04 3.04 0.52 0.51 1.25 1.16 6.67 7.32 3.06 3.33 1.50 1.70 0.29 0.31 0.57 0.67

鹿児島 10.3510.93 4.35 4.56 2.83 2.93 0.50 0.51 1.19 1.39 6.36 6.92 2.93 2.95 1.42 1.69 0.34 0.36 0.56 0.67

沖 縄 8.13 8.10 - - 3.49 3.64 0.65 0.58 1.15 1.11 5.45 6.01 - - 2.22 2.46 0.47 0.58 0.69 0.75



―116―

表３ 都道府県別の転入超過率（男女総数）：2021，2022年
（％）

都道
府県

年齢計 15-19歳

対：都道府
県外

対：地域ブ
ロック内

対：東京圏
対：名古屋

圏
対：大阪圏

対：都道府
県外

対：地域ブ
ロック内

対：東京圏
対：名古屋

圏
対：大阪圏

2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022

全 国 - - - --0.09-0.11 0.01 0.01 0.00 0.00 - - - --0.57-0.53 0.02 0.03-0.11-0.13

北海道 -0.04-0.07 - --0.05-0.07-0.00 0.00 0.00-0.01-0.17-0.14 - --0.40-0.38 0.04 0.05-0.07-0.09

青 森 -0.34-0.37-0.12-0.10-0.16-0.18-0.02-0.01-0.00-0.00-3.15-2.72-1.03-0.78-1.76-1.63-0.06-0.04 0.04 0.08

岩 手 -0.25-0.36-0.05-0.13-0.15-0.15-0.00-0.01-0.01-0.01-2.79-3.05-0.51-0.90-1.61-1.53-0.02-0.06-0.07-0.07

宮 城 -0.03 0.03 0.20 0.26-0.21-0.21-0.01-0.01-0.02-0.01 0.57 0.89 1.53 1.58-0.94-0.77-0.00 0.02-0.08-0.07

秋 田 -0.30-0.29-0.11-0.09-0.14-0.14-0.01-0.01-0.01-0.00-3.83-3.24-1.36-1.26-1.93-1.57 0.05 0.04-0.05-0.07

山 形 -0.27-0.33-0.06-0.10-0.18-0.18-0.00-0.01-0.01-0.01-2.24-2.10-0.07-0.16-1.77-1.58 0.02 0.05-0.08-0.07

福 島 -0.33-0.37-0.04-0.06-0.20-0.21-0.01-0.01-0.01-0.02-1.99-1.73-0.22-0.22-1.31-1.22-0.02-0.01-0.06-0.04

茨 城 0.07 0.02 0.00-0.05 0.01-0.04 0.01 0.01-0.00 0.01-0.66-0.86-0.89-0.95-0.79-0.80 0.01 0.03 0.02 0.00

栃 木 -0.03-0.02-0.08-0.10-0.09-0.11 0.01 0.01-0.01-0.00-0.56-0.73-0.79-0.84-0.82-0.88 0.03-0.01-0.07-0.03

群 馬 0.02-0.02-0.04-0.08-0.06-0.10 0.00 0.01 0.00-0.01-0.10-0.14-0.44-0.47-0.61-0.65 0.04 0.03-0.02-0.03

埼 玉 0.38 0.34 0.27 0.20 0.25 0.17 0.01 0.02 0.01 0.02 0.78 0.69 0.16 0.15-0.03-0.04 0.04 0.05-0.01 0.02

千 葉 0.26 0.14 0.13 0.03 0.14 0.06 0.01 0.01 0.02 0.03 0.57 0.27-0.15-0.33-0.27-0.43 0.04 0.03 0.01-0.01

東 京 0.04 0.28-0.29-0.15-0.30-0.18 0.06 0.07 0.08 0.10 2.65 2.60 0.47 0.57 0.07 0.19 0.21 0.22 0.19 0.14

神奈川 0.35 0.30 0.16 0.10 0.15 0.09 0.03 0.03 0.03 0.03 1.30 1.20 0.32 0.27 0.11 0.09 0.09 0.08 0.06 0.05

新 潟 -0.26-0.27-0.01-0.01-0.21-0.21-0.01-0.01-0.01-0.02-1.21-1.14-0.09-0.13-1.40-1.24-0.00 0.02-0.13-0.13

富 山 -0.18-0.12-0.03 0.03-0.11-0.13-0.01 0.00-0.02-0.02-1.05-0.93-0.22-0.14-0.63-0.59 0.02 0.02-0.13-0.19

石 川 -0.09-0.21 0.04 0.04-0.11-0.16-0.00-0.04-0.03-0.05 1.31 0.81 0.57 0.46-0.24-0.28 0.29 0.22-0.09-0.30

福 井 -0.23-0.48-0.01-0.07-0.11-0.14-0.02-0.09-0.08-0.10-1.14-0.87-0.31-0.16-0.36-0.34-0.00 0.03-0.30-0.39

山 梨 0.08 0.09 0.02-0.02 0.01-0.02 0.00 0.02 0.02 0.00 0.37 0.58-0.46-0.33-0.73-0.57 0.06 0.14-0.02-0.02

長 野 -0.01 0.03-0.02-0.01-0.01-0.00-0.00-0.01 0.00 0.00-2.03-1.72-1.44-1.13-1.27-1.03-0.17-0.20-0.15-0.15

岐 阜 -0.25-0.19-0.12-0.06-0.09-0.12-0.12-0.05-0.02-0.02-1.01-1.05-0.39-0.38-0.35-0.37-0.42-0.38-0.13-0.14

静 岡 -0.11-0.13-0.01 0.01-0.10-0.14-0.01 0.01-0.00-0.01-1.47-1.48-0.17-0.15-0.86-0.84-0.17-0.15-0.15-0.20

愛 知 -0.04-0.11 0.06 0.03-0.13-0.15 0.05 0.03-0.01-0.03 0.20 0.07 0.23 0.24-0.32-0.32 0.16 0.16-0.08-0.14

三 重 -0.17-0.25-0.08-0.10-0.08-0.10-0.07-0.08-0.02-0.06-0.92-1.04-0.20-0.28-0.31-0.29-0.21-0.27-0.30-0.32

滋 賀 0.07 0.11 0.15 0.11-0.09-0.09-0.03 0.02 0.14 0.11 0.15 0.29-0.15-0.10 0.00-0.02 0.02 0.14-0.17-0.13

京 都 -0.15-0.08-0.15-0.13-0.09-0.09 0.01 0.03-0.09-0.07 2.11 2.50 0.35 0.41 0.07 0.17 0.27 0.34 0.23 0.30

大 阪 0.06 0.07 0.07 0.07-0.09-0.12 0.02 0.03 0.05 0.05 0.70 0.77 0.13 0.11-0.19-0.15 0.08 0.09 0.06 0.06

兵 庫 -0.10-0.10-0.05-0.05-0.10-0.11 0.00 0.01-0.05-0.05 0.09 0.03-0.15-0.16-0.20-0.22 0.03 0.05-0.17-0.18

奈 良 -0.10-0.09-0.00-0.03-0.06-0.08-0.02 0.00 0.02-0.01-0.09 0.08-0.15-0.22-0.15-0.09-0.02 0.04-0.13-0.19

和歌山 -0.21-0.22-0.14-0.12-0.06-0.07-0.01-0.01-0.14-0.12-1.11-1.11-0.79-0.71-0.17-0.25-0.05-0.05-0.76-0.65

鳥 取 -0.19-0.24 0.03 0.01-0.07-0.11-0.02-0.02-0.07-0.07-1.07-1.31-0.07-0.26-0.36-0.45-0.04 0.04-0.66-0.65

島 根 -0.17-0.27-0.05-0.06-0.06-0.05-0.01-0.03-0.04-0.05-1.78-1.66-0.61-0.74-0.42-0.34 0.03-0.01-0.67-0.39

岡 山 -0.17-0.29 0.01 0.01-0.09-0.14-0.01-0.01-0.09-0.12-0.32-0.39 0.11 0.21-0.33-0.36-0.01-0.02-0.38-0.46

広 島 -0.25-0.33 0.01 0.00-0.13-0.16-0.02-0.02-0.07-0.09-0.11-0.35 0.23 0.12-0.38-0.40-0.01-0.01-0.30-0.33

山 口 -0.23-0.21-0.01 0.01-0.07-0.10-0.01-0.01-0.02-0.02-0.85-0.65-0.33-0.08-0.44-0.38-0.06-0.01-0.19-0.24

徳 島 -0.24-0.31-0.03-0.02-0.07-0.09-0.01-0.04-0.08-0.10-1.03-1.33-0.01-0.01-0.32-0.36-0.07-0.18-0.44-0.53

香 川 -0.19-0.27 0.06 0.05-0.09-0.12-0.01-0.03-0.09-0.11-1.28-0.76 0.07 0.25-0.39-0.37-0.03-0.05-0.60-0.45

愛 媛 -0.21-0.29-0.01-0.02-0.08-0.11-0.01-0.02-0.07-0.08-1.91-2.09 0.01-0.13-0.54-0.53-0.11-0.14-0.74-0.70

高 知 -0.22-0.20-0.03-0.01-0.07-0.07-0.01 0.00-0.07-0.08-1.44-1.35-0.12-0.10-0.56-0.56-0.02-0.03-0.74-0.68

福 岡 0.11 0.10 0.14 0.12-0.07-0.09-0.00 0.00-0.02-0.02 0.76 0.73 1.32 1.19-0.52-0.46-0.08-0.05-0.21-0.22

佐 賀 -0.16-0.11-0.05-0.02-0.06-0.07-0.01-0.00-0.02-0.02-2.20-1.87-0.72-0.57-0.61-0.54-0.20-0.15-0.30-0.26

長 崎 -0.44-0.40-0.28-0.27-0.09-0.09-0.01-0.01-0.02-0.02-3.29-2.79-1.50-1.28-0.81-0.66-0.26-0.14-0.32-0.39

熊 本 -0.04-0.02 0.02 0.04-0.06-0.08 0.01 0.00-0.01-0.01-1.68-1.51-0.20-0.11-0.65-0.67-0.22-0.21-0.28-0.34

大 分 -0.17-0.14-0.10-0.09-0.06-0.07 0.00 0.01-0.02-0.01-1.14-1.37-0.25-0.45-0.35-0.40-0.10-0.10-0.24-0.24

宮 崎 -0.14-0.11-0.09-0.08-0.06-0.04 0.00 0.01-0.01-0.02-3.33-2.85-1.23-1.13-1.11-0.91-0.26-0.13-0.42-0.42

鹿児島 -0.10-0.14-0.09-0.08-0.02-0.06-0.00-0.00 0.01-0.01-3.66-3.41-1.36-1.23-1.03-0.99-0.23-0.19-0.67-0.54

沖 縄 -0.01-0.09 - - 0.03-0.04 0.00 0.01 0.02 0.01-1.76-1.97 - --0.93-0.95-0.14-0.15-0.27-0.37

資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」,総務省自治行政局「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

転入超過率は転入率（表1）から転出率（表2）を引いたもの.地域ブロック,大都市圏の構成は表1参照.
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表３ 都道府県別の転入超過率（男女総数）：2021，2022年（つづき）
（％）

都道
府県

20-24歳 25-29歳

対：都道府
県外

対：地域ブ
ロック内

対：東京圏
対：名古屋

圏
対：大阪圏

対：都道府
県外

対：地域ブ
ロック内

対：東京圏
対：名古屋

圏
対：大阪圏

2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022

全 国 - - - --1.60-1.70 0.04 0.07 0.03 0.05 - - - --0.42-0.60 0.04 0.06 0.07 0.05

北海道 -1.40-1.28 - --1.39-1.38-0.10 0.00-0.03-0.02-0.29-0.69 - --0.29-0.49-0.02-0.02 0.02-0.07

青 森 -4.52-5.06-1.03-1.05-2.75-3.22-0.15-0.16-0.01-0.02-0.55-1.06-0.13-0.30-0.13-0.27-0.11-0.09-0.02-0.08

岩 手 -3.73-4.00-0.51-0.83-2.86-2.66-0.10-0.16-0.04-0.14-0.47-0.71-0.10-0.30-0.20-0.27 0.04 0.05-0.06-0.01

宮 城 -0.70-0.36 1.56 1.86-2.15-2.35-0.09-0.06-0.04 0.02-0.68-0.38 0.33 0.68-0.82-0.87-0.04-0.11-0.06-0.07

秋 田 -5.05-4.31-1.03-0.85-3.29-2.82-0.14-0.14-0.06-0.07 0.07-0.77-0.02-0.26 0.08-0.31-0.01-0.08-0.05-0.03

山 形 -4.28-4.36-0.80-1.08-2.97-2.85-0.09-0.10-0.08-0.19-0.45-0.61-0.33-0.30-0.17-0.29-0.05-0.05-0.04-0.05

福 島 -4.36-4.31-0.35-0.51-3.36-3.14-0.05-0.11-0.09-0.09-0.90-1.28-0.13-0.32-0.50-0.63-0.02-0.04-0.03-0.08

茨 城 -2.01-2.38-2.50-2.91-2.51-2.75 0.01 0.00-0.00 0.13 0.06-0.36-0.31-0.73-0.31-0.70 0.08 0.05 0.00 0.06

栃 木 -1.29-1.07-2.23-2.12-2.31-2.36 0.12 0.08 0.06 0.10-0.19-0.42-0.32-0.66-0.38-0.64 0.05-0.00 0.01 0.03

群 馬 -2.37-2.66-2.83-2.91-2.78-2.93 0.03 0.01 0.04 0.04-0.22-0.61-0.50-0.93-0.49-0.94 0.02 0.09 0.05-0.06

埼 玉 1.31 1.27 0.00-0.20-0.60-0.90 0.08 0.10 0.17 0.24 0.99 0.82 0.70 0.29 0.58 0.10 0.04 0.09 0.04 0.09

千 葉 0.54-0.64-0.90-1.74-1.14-1.79 0.09 0.04 0.25 0.28 0.18-0.58-0.22-0.89-0.21-0.78 0.05 0.07 0.09 0.08

東 京 6.30 7.45 1.78 2.34 0.89 1.37 0.50 0.57 0.91 1.03 0.86 2.03-0.28 0.44-0.35 0.24 0.23 0.27 0.39 0.48

神奈川 2.75 2.71 0.29 0.24-0.17-0.25 0.23 0.23 0.39 0.43 1.01 0.93 0.37 0.12 0.34-0.00 0.14 0.13 0.18 0.17

新 潟 -4.09-3.74-0.03 0.01-3.59-3.42-0.16-0.16-0.11-0.08-0.70-0.86 0.00 0.01-0.37-0.64-0.05-0.06-0.09-0.08

富 山 -2.38-1.82 0.09 0.38-1.83-2.00-0.33-0.18-0.27-0.19-0.95-0.84-0.20 0.05-0.48-0.63-0.06 0.07-0.09-0.21

石 川 -2.97-3.30 0.05-0.13-1.86-1.92-0.42-0.49-0.48-0.60-0.38-1.18 0.19 0.16-0.39-0.86-0.12-0.21-0.02-0.17

福 井 -3.15-4.36-0.13-0.32-1.49-1.87-0.63-0.70-1.04-1.16-0.76-2.06-0.03-0.33-0.59-0.76-0.04-0.34-0.17-0.34

山 梨 -3.15-3.13-3.22-3.15-3.16-3.11-0.11 0.09 0.01-0.10 0.15-0.08 0.00-0.47-0.00-0.52 0.03 0.04 0.04 0.04

長 野 -3.07-2.69-2.94-2.83-2.92-2.84-0.32-0.22-0.04-0.11 0.20-0.22-0.07-0.45-0.04-0.49-0.01 0.08 0.04-0.02

岐 阜 -3.06-2.54-1.48-1.15-1.29-1.35-1.42-1.04-0.25-0.25-1.56-1.28-1.00-0.65-0.41-0.65-1.00-0.58-0.11-0.08

静 岡 -1.53-1.36 0.02 0.24-2.18-2.17 0.02 0.24 0.10 0.04-0.34-0.46-0.07 0.16-0.48-0.82-0.07 0.16 0.02-0.00

愛 知 0.63 0.21 0.56 0.40-0.83-0.90 0.54 0.44 0.13 0.11-0.15-0.38 0.31 0.15-0.60-0.64 0.28 0.19 0.01-0.07

三 重 -1.87-2.36-0.97-1.04-0.94-1.08-0.90-0.91-0.33-0.52-0.35-1.11-0.34-0.40-0.30-0.59-0.33-0.35 0.01-0.17

滋 賀 -1.97-1.37-0.64-0.58-1.31-1.30-0.32 0.11-0.66-0.61 0.36 0.23 0.54 0.16-0.32-0.47-0.05 0.16 0.53 0.16

京 都 -1.03-0.59-0.54-0.14-1.27-1.42 0.03 0.10-0.69-0.30-1.79-1.57-1.01-0.93-0.70-0.90-0.02 0.06-0.78-0.70

大 阪 1.53 1.36 1.18 1.12-0.82-0.98 0.08 0.10 0.94 0.88 0.29 0.49 0.59 0.63-0.50-0.60 0.04 0.11 0.52 0.52

兵 庫 -1.80-2.08-0.90-1.03-1.41-1.51-0.07-0.09-0.94-1.02-0.78-0.90-0.38-0.44-0.54-0.65-0.01-0.03-0.36-0.42

奈 良 -3.72-3.79-1.64-1.65-1.31-1.62-0.36-0.18-1.54-1.60-2.15-1.84-1.26-1.14-0.56-0.54-0.13-0.04-1.16-1.06

和歌山 -3.53-3.53-2.25-2.19-1.13-1.13-0.10-0.09-2.22-2.15-1.20-1.26-0.78-0.81-0.45-0.45-0.04-0.02-0.76-0.81

鳥 取 -4.26-3.88-0.07-0.10-1.47-1.48-0.39-0.27-1.71-1.52-1.11-1.12 0.07 0.05-0.49-0.78-0.11-0.16-0.20-0.20

島 根 -4.16-3.56-0.75-0.28-1.55-1.35-0.17-0.19-1.28-1.16-0.10-0.92 0.24 0.09-0.32-0.32-0.09-0.14 0.03-0.22

岡 山 -1.78-2.81 0.33 0.23-1.13-1.47-0.17-0.15-0.96-1.17-1.17-1.92-0.09-0.13-0.50-0.80-0.11-0.15-0.31-0.60

広 島 -2.30-2.92 0.00-0.09-1.42-1.54-0.13-0.19-0.63-0.68-0.86-1.52 0.00 0.04-0.52-0.80-0.12-0.14-0.16-0.28

山 口 -4.05-3.80-0.17 0.01-1.34-1.49-0.20-0.18-0.52-0.49-0.97-1.05 0.00 0.04-0.43-0.61-0.09-0.04-0.01-0.12

徳 島 -3.53-3.90-0.12-0.05-1.27-1.48-0.16-0.56-1.47-1.33-1.22-1.34-0.10 0.01-0.46-0.58-0.10-0.07-0.44-0.59

香 川 -2.61-2.96 0.33 0.23-1.22-1.55-0.19-0.21-1.29-1.36-0.98-1.38 0.21 0.14-0.53-0.68-0.07-0.20-0.21-0.34

愛 媛 -3.47-3.81-0.07-0.24-1.56-1.59-0.15-0.23-1.23-1.14-0.68-1.35-0.02-0.19-0.41-0.77-0.12-0.08-0.16-0.13

高 知 -4.17-4.20-0.25 0.18-1.85-1.83-0.18-0.16-1.32-1.64-0.94-0.62-0.18 0.16-0.38-0.55-0.07-0.03-0.17-0.04

福 岡 -0.15-0.69 1.19 0.91-1.34-1.55-0.09-0.11-0.20-0.19-0.31-0.45 0.14 0.06-0.36-0.46-0.04-0.02-0.05-0.09

佐 賀 -2.81-2.76-0.93-0.71-1.27-1.46-0.14-0.06-0.28-0.29-0.57-1.05-0.28-0.50-0.20-0.31 0.02-0.07 0.03-0.18

長 崎 -4.19-4.09-2.25-1.92-1.32-1.49-0.11-0.13-0.26-0.39-0.85-1.16-0.47-0.48-0.32-0.55 0.02-0.06 0.00-0.12

熊 本 -2.18-2.32-0.27-0.19-1.42-1.73-0.07-0.14-0.34-0.29 0.05-0.16 0.21 0.26-0.22-0.41 0.05 0.04-0.00-0.03

大 分 -3.70-3.57-1.03-1.21-1.66-1.77-0.14-0.07-0.54-0.45-0.62-0.05-0.29 0.06-0.31-0.33-0.02 0.05-0.02-0.00

宮 崎 -3.31-2.33-1.06-0.56-1.61-1.34-0.14-0.05-0.37-0.30 0.03-0.29 0.21 0.02-0.08-0.19 0.00-0.01-0.05-0.02

鹿児島 -2.27-2.36-0.60-0.16-1.25-1.54-0.16-0.08-0.18-0.53-0.18-0.18-0.22 0.06-0.07-0.40-0.03-0.02 0.15 0.11

沖 縄 -1.69-1.49 - --1.21-1.51-0.14-0.03-0.09 0.06 0.44 0.28 - - 0.12-0.10 0.02-0.07 0.18 0.11
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図１ 都道府県別，転入超過率（男女計15-19歳，20-24歳，25-29歳）：2021年，2022年

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査』による．

－（マイナス）は転出超過
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ト」の結果概要』を英訳したものである．日本語概要については下記URLを参照のこと．

ThismaterialistheEnglishtranslationoftheSummaryReportreleasedonOctober27,2023.The

originalinJapanesecanbeobtainedfromthefollowingURL:

https://www.ipss.go.jp/projects/j/SOGI2/ZenkokuSOGISummary20231027R1.pdf.

TheauthorsandthetranslatorwouldliketothankDianaKhorofHoseiUniversityforeditorial

assistanceinpreparingtheEnglishversionofthisreport.
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Ourresearchteamiscurrentlyworkingonthesurveyreport,whichistobereleasedin

Spring2024.Thissummarypresentsselectedfindingsofthesurvey.

・ Thetextandfigurespresentedinthisreportaresubjecttochangeuponfurther

examinationofthedata.

・ Thisreportincludesaggregateresultsbysuchattributesasrespondents'self-identified

gender,cisgenderandtransgender,sexualorientationidentity,andsoon.However,it

shouldbenotedthatallofthesearedescriptiveresultsofthedistributionofresponsesin

theformofcross-tabulations,andtheydonotindicateacausalrelationshipbetweenthe

attributesandtheresponses.Afterthepublicationofthereport,toexploredifferencesin

responsesbyattributes,weplantocarryoutstatisticalanalysesthattakeotherfactors

intoaccount.

・ ApprovaltoconductthissurveywasobtainedfromtheResearchEthicsReviewCommittee

oftheNationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearch(ApprovalNumber:

IPSS-IBRA#22002).

i)NationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearch;ii)KanazawaUniversity;iii)ShowaWomen'sUniversity;

iv)TheUniversityofTokyo;v)HoseiUniversity;vi)OtemaeUniversity;vii)WasedaUniversity;viii)Doctoralcourse,

GraduateSchoolofEducationandHumanDevelopment,NagoyaUniversity



I. PurposeoftheSurvey

ThesurveywasconductedfromFebruarytoMarch2023on18,000peopleaged18-69living

inJapanwhowereselectedusingastratifiedtwo-stagerandomsamplingmethodfromtheBasic

ResidentRegisters.Itaimsatclarifyinghowdiversesexualorientationsandgenderidentities,as

wellasdatingandmarriageexperiences,arerelatedtopeople'slivingconditionsandattitudes,such

astheirphysicalandmentalhealth,economicsituation,experienceofmovingresidencesanddesire

todoso,experienceofhavingchildrenanddesiretodoso,andrelationshipwithparents.

Thechallengesfacedbysexualandgenderminorities,includinglesbian,gay,bisexual,

transgender,andasexual(LGBTA)peopleinJapanesesociety,arebecomingmoreapparent

throughquantitativesurveysandinterviewstargetingsexualandgenderminorities.However,there

waslimitedresearchavailabletoestimatetheproportionofsexualandgenderminoritiesinJapan

basedondataobtainedthroughrigorousstatisticalproceduresortocomparethelivingconditions

andattitudesofsexualandgenderminoritieswiththoseofnon-sexualandnon-genderminorities.

Therefore,ourresearchteamconductedasurvey(https://www.osaka-chosa.jp/)fromJanuaryto

February2019inOsakaCityonrespondentswhowererandomlyselectedfromtheBasicResident

Register,presentedthedistributionofsexualorientationandgenderidentity,andcomparedtheir

mentalhealthcondition,etc.,bysexualorientationandgenderidentity.

However,sincetheresultsofthe2019surveywerelimitedtothesituationofOsakaresidents,

theresultscouldnotbegeneralizedtothepopulationinJapan.Therefore,wedecidedtoconduct

asurveyof18,000peopleaged18-69livingacrossJapantoexaminetherelationshipsofpeople's

livingconditionsaswellasideasandattitudeswithsexualorientation,genderidentity,and

experiencesofdatingandmarriagewiththeoppositesexandsamesex.

Featuresofthissurveyareasfollows.

First,thesurveyasksaboutsexualorientationandgenderidentitythroughavarietyof

questions,makingitpossible,forexample,todeterminethepercentageofpeoplewhoidentify

themselvesashomosexual,thepercentageofpeoplewhoaresexuallyattractedtobothmenand

women,thepercentageofpeoplewhofeeluncomfortablewiththeirgenderatbirth,andthe

percentageofpeoplewhohavebeeninarelationshipwithamalepartner,etc.

Second,itispossibletomakestatisticalcomparisonsonhowdifferentsexualorientationsand

genderidentitiesleadtodifferencesinlivingconditionsandattitudes.Thismeansthatitispossible

toexaminewhethertherearestatisticallymeaningfuldifferencesinthelivingconditionsand

attitudesofsexualandgenderminoritiescomparedtonon-sexualandnon-genderminorities.

Especiallyitispossibletoidentifyhowtheserelatetotopicscoveredindemographicresearch,

suchasexperiencesofanddesireformarriageanddating,experiencesofanddesireforhaving

children,andexperiencesofanddesireforresidentialmobility,whichhavenotpreviouslybeen
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consideredinrelationtosexualorientationorgenderidentity.

Third,sincethetargetrespondentsarerandomlysampledfromalloverJapan,thefindingsare

expectedtoberepresentativeofthewholepopulationinJapan.A meticulouslydesigned

questionnaireisimportanttoobtainreliabledata.Todevelopalistofquestionsthatwouldallow

everyonetoaccuratelyanswerthequestionabouttheirsexualorientationandgenderidentity,

regardlessofwhetheroneisasexual/genderminorityornot,thissurveyhasbeencarefully

prepared,includingconductingpreparatorystudieswiththecooperationofalargenumberof

people.Withrespecttomarriageandrelationships,thequestionnairedoesnotrestrictresponse

optionstoman/woman,allowingrespondentstoreporttheirpartnerasneithergender.

II. ResultsoftheSurvey

1. Respondents'SexualOrientationsandGenderIdentities

Thesurveyintroduceddemographicquestionsthatidentifysexualandgenderminorities.

Responsestothequestionsonsexualorientationidentityandgenderidentityareasfollows1).

Ofall5,339respondents,4,218(79.0%)selectedtheresponse"heterosexual,"19(0.4%)"gay,

lesbian,homosexual,"95(1.8%)"bisexual,"and49(0.9%)"asexual"whohavenosexualfeelings

towardsanyone,299(5.6%)"don'twanttodecide,haven'tdecided,"and603(11.3%)"donot

understandthequestion."

Overall,5,267(98.7%)oftherespondentsstatedthattheircurrentperceivedgenderisthe

sameasthegendertowhichtheywereassignedatbirth(hereaftersexatbirth)(hereafter

[cisgender]).Incontrast,32respondents(0.6%)statedthattheircurrentperceivedgenderisa

differentgenderfromtheirsexatbirthorthattheyfeeluncomfortablewiththeirsexatbirth

(hereafter[transgender]).Ofthese,14(0.6%)statedtheirsexatbirthas"male"andtheircurrent

perceptionas"woman"(4)or"donotidentifyasamanorawoman"(10);18(0.6%)statedtheir

sexatbirthas"female"andtheircurrentperceptionas"man"(4)or"donotidentifyasamanor

awoman"(14).

Ofallrespondents,140(2.6%)2) canbeidentifiedas"gay/lesbian,""bisexual,"and

[transgender],or186(3.5%)3)if"asexual"wereincluded.Thenumberof"gay/lesbian,""bisexual,"
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1)Althoughthesurveyincludedseveralquestionscapturingtherespondent'ssexualorientation,theresultsbasedonlyon

thesexualorientationidentityquestionarepresentedwitheachoptionmarkedwithquotationmarks("").[Transgender]

and[cisgender]aremarkedwithbrackets([])toemphasizethattherespondentsthemselvesdidnotgivethatanswerbut

thatwecategorizedtransgenderandcisgenderaccordingtothecriteriastatedinthetext.Iftheself-identifiedgenderis

man/woman,theterms[man]and[woman]areusedrespectively.Inaddition,indescribingtheaggregateresults,the

followingabbreviationsareused:"self-identifiedgender"or"genderidentity"fortherespondent'scurrentperceived

genderand"cis/trans"forcisgender/transgender.Whennecessary,"sexualorientationidentity"isalsoabbreviatedas

"sexualorientation."

2)The140respondentsaremadeupof114"gay/lesbian"and"bisexual"(LGB)respondents,plus26[transgender](T)

respondentswhoselectedtheresponseotherthanLGBtothesexualorientationidentityquestion.

3)The186respondentsaremadeupof140LGBTpeopleplus46peoplewhoare"asexual"(A)andnot[transgender].



"asexual,""don'twanttodecide,haven'tdecided,"and[transgender]respondentsaddedupto472

(8.8%),butitshouldbenotedthatanotherpilotsurvey4)indicatedthat22-54%ofthosewho

answered"don'twanttodecide,haven'tdecided"maybeheterosexual.Therefore,weshouldbe

carefulnottoassumethatallrespondentswhoanswered"don'twanttodecide,haven'tdecided"are

sexual/genderminorities.
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*Questiononsexualorientationidentity:

4)Hiramori,Daiki,SaoriKamano,andTakeyoshiIwamoto.2021."AreAllofthe"Undecided"Sexual/GenderMinorities?

AQueerDemographicAnalysisofanExperimentalStudytoImproveSOGIQuestions."Paperpresentedonlineatthe

AnnualMeetingofthePopulationAssociationofAmerica,May7,St.Louis,MO.



2. FamilyandHousingSituationandAspirations

(1)CurrentPartnerRelationship

Answerstoseveralquestionsonmarriageanddatingwerecombinedtoclassifyrespondents'

currentpartnerrelationshipsintofivecategories:"(are)legallymarried,""(are)indefacto

marriage,""(are)cohabiting,""(are)dating"and"noneoftheabove."65.6% "(are)legally

married,"3.8%"(are)indefactomarriage"and0.4%"(are)cohabiting."Thesethreecategories

totaled69.8%,whichcanbetakenasthepercentageofpeoplewholivewiththeirpartner.Onthe

otherhand,4.4%"(are)dating,"and25.8%selected"noneoftheabove,"indicatingthat30.2%of

therespondentsdonotlivewiththeirpartner.
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Byage,"legalmarriage"becomesmorecommonaftertheageof30,while"defactomarriage"

accountsfor10.2%ofthoseaged20-29.Thepercentageof"(are)dating"isaround15%forthose

aged18-19and20-29.

Byself-identifiedgender,thereisnobigdifferencebetweenmenandwomeninthe

percentageof"legalmarriage"and"defactomarriage,"butamongthosewho"donotidentifyas

amanorawoman,"thepercentageof"legalmarriage"isabouthalfofthatof[men]and[women],

whilethepercentageof"cohabitation"ishigherthan[men]and[women],at4.2%.Asimilartrend

isobservedamong[transgender].Also,bysexualorientation,thepercentageof"homosexual/bisex-

ual"in"defactomarriage"washigherthantheothercategories,at8.8%,whilethepercentageof

"noneoftheabove"wasalsohigherthantheothercategories,at43.0%.
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5)Thenumberofpersons(n)fallingintoeachcategorybyage,genderidentity,cis/trans,andsexualorientationidentity

isshowninAppendixTable4intheAppendix.



(2)NumberofChildrenandFutureDesires

About30%(31.6%)ofrespondentshave"two"children,includingthosenotcurrentlyliving

withtherespondents;15.8%have"one"child,and15.6%have"threeormore"children.Adding

thesetocapturethepercentageofthosewithchildrenyielded63.0%,whilethepercentageofthose

withnochildrenwasmorethanone-third(36.4%)ofallrespondents.

Respondentswerethenasked,"Doyouwanttohave(more)children?Adoptedandfoster

childrenareincluded."Thepercentageofrespondentswhosaidtheywantedtohavechildrenwas

23.4%,andbyage,thoseintheir20sshowedthehighestpercentageof66.4%,followedby56.9%

ofthoseaged18-19and45.0%ofthoseintheir30s.Itcanalsobeseenthatabout10%ofthose

intheir40sandapproximately6%ofthoseintheir50swantedchildren.

Byself-identifiedgender,33.3%amongthosewho"donotidentifyasamanorawoman"

wantedchildren,whichwashigherthan[men](24.4%)or[women](22.7%);bycis/trans,higher

percentageof[transgender]respondents(31.3%)wantedchildrenthan[cisgender]respondents

(23.5%);andbysexualorientation,higherpercentageof"homosexual/bisexual"respondents
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(38.6%)wantedchildrenthan"heterosexual"respondents(24.4%).
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(3)CoresidencewithParents

Thissurveyasksaboutthefather's/mother'scurrentplaceofresidence.Focusingonwhether

therespondentsandtheirparentslivedtogetherorseparately,theoverallresultsshowthatfor

nearly40%(39.3%)oftherespondents,thefathersweredeceased,and14%werelivingwith,and

43.7%werelivingseparatelyfromtheirfathers.Byage,over80%ofthoseaged18-19(80.2%)

werelivingwiththeirfathers,butthepercentagedeclineswithageto38.4%forthoseintheir20s

and15.4%forthoseintheir30s.

Withrespecttomothers,theoverallresultsshow thatforabout20% (21.2%)ofthe

respondents,theirmothersweredeceased,andnearly20%(19.7%)werelivingwith,and58.0%

werelivingseparatelyfromtheirmothers.Byage,91.4%ofthoseaged18-19werelivingwith

theirmothers;however,amongthoseintheir20s,thispercentagewaslowerat46.4%,andforthose

intheir30sto50s,percentagesweregenerallyinthe15-18%range.

―127―

24.4 

22.7 

33.3 

23.5 

31.3 

24.4 

38.6 

14.3 

27.8 

13.8 

74.3 

75.6 

66.7 

75.0 

68.8 

74.5 

61.4 

85.7 

71.9 

82.6 

1.2 

1.7 

0.0 

1.5 

0.0 

1.1 

0.0 

0.0 

0.3 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Man

Woman

Do not identify as a
man or a woman

Cisgender

Transgender

Heterosexual

Homosexual/Bisexual

Asexual

Don’t want to decide, 
haven’t decided

Do not understand the
question

Want to have children Do not want to have (any more) N/A

Figure7Whetheronewantstohavechildrenornot(bygenderidentity,cis/trans,

sexualorientationidentity)[n=5,339]



―128―

39.3 

1.7 

4.7 

9.7 

26.9 

54.6 

90.0 

14.0 

80.2 

38.4 

15.4 

10.1 

7.4 

2.0 

43.7 

15.5 

51.1 

68.4 

60.4 

37.1 

7.3 

2.9 

2.6 

5.5 

6.4 

2.3 

0.9 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Total

18-19

20-29

30-39

40-49

50-59

60-70

Deceased Living with father Living separately from father Others N/A

Figure8Coresidencewithfather(total,byage)[n=5,339]

21.2 

0.0 

1.0 

4.3 

8.8 

24.5 

62.6 

19.7 

91.4 

46.4 

18.0 

15.3 

14.6 

7.2 

58.0 

8.6 

51.7 

76.7 

74.5 

59.5 

29.7 

0.8 

0.0 

0.9 

0.9 

1.1 

1.2 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Total

18-19

20-29

30-39

40-49

50-59

60-70

Deceased Living with mother Living separately from mother Others N/A

Figure9Coresidencewithmother(total,byage)[n=5,339]



Byself-identifiedgender,37.5% oftherespondentswho"donotidentifyasamanora

woman"werelivingwiththeirfathers,ahigherpercentagethanfor[men](15.0%)and[women]

(13.1%).Bycis/trans,thepercentageof[cisgender]respondentslivingwiththeirfatheris13.9%,

while43.8%of[transgender]respondentswerelivingwiththeirfathers,showingabigdifference.

Bysexualorientation,"asexual"respondentsshowedthehighestpercentagelivingwiththeir

fathersat36.7%,followedby"homosexual/bisexual"respondentsat31.6%.

Whenitcomestolivingwiththemotherbyself-identifiedgender,thehighestpercentage

(45.8%)ofrespondentslivingwiththeirmotherswerethosewho"donotidentifyasamanora

woman."Bycis/trans,ahighpercentage(50.0%)of[transgender]respondentswerelivingwith

theirmothers.Bysexualorientation,46.9%of"asexual"respondentsand40.4%of"homosexual/

bisexual"respondentswerelivingwiththeirmothers,whichisahighpercentageexceeding40%.
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(4)DesiretoMoveintheFuture

Thissurveyaskedrespondentswhethertheywouldliketomovefromtheircurrentresidence.

Combiningthethreecategoriesof"Iwanttomoveassoonaspossible,""ifpossible,Iwantto

move,"and"eventually,Iwanttomove"as"wanttomove"(indicatedby[]aftereachcategory

inFigures12and13),45.5%,underhalfofallrespondents,saidtheywantedtomove,while54.2%

chose"Iwanttostayinthecurrentlocation."

Byage,thosewho"wanttomove"washighamongthoseaged18-19andthoseintheir20s,

with58.6%ofthoseaged18-19and77.3%ofthoseintheir20sansweringthatthey"wantto

move."Thepercentageofrespondentswho"wanttomove"decreasedfrom55.8%amongthosein

their30sto26.6%amongthoseintheir60s.

Byself-identifiedgender,thepercentageofrespondentswho"wanttomove"wasslightly

higherfor[woman](47.4%)than[man](42.9%),whilethepercentagewasevenhigherforthose

who"donotidentifyasamanorawoman"(66.7%).Bycis/trans,thepercentageofrespondents

who"wanttomove"wasaboutthesamefor[cisgender]respondentsasforallrespondents

(45.4%),butthepercentagewashigherfor[transgender]respondents(65.6%).Bysexual
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orientation,thepercentagesofrespondentswho"wanttomove"were45.2%for"heterosexual"

respondents,76.3%for"homosexual/bisexual"respondents,61.2%for"asexual"respondents,and

57.2%forthosewho"don'twanttodecide,haven'tdecided,"indicatingthatthepercentagesof

thosewho"wanttomove"inallgroupsarehigherthanthatof"heterosexual"respondents.
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3. DailyProblems,Bullying/ViolenceVictimization,andMentalHealth(K6)

(1)DailyProblems

Thisquestionaskedrespondentsiftheyhaveanyproblemsordifficultiesintheirdailylives

amongalistof17items(multipleanswers).Theresultsshowthat"myhealth"wasselectedbythe

highestpercentageofrespondentsamongthe17items,indicatingthatabouthalf(50.4%)ofthe

respondentshadproblemsordifficulties.Inaddition,thefollowingitemswereselectedbyahigh

percentageofrespondents:"Lifeafterretirement,"43.0%;"Currentincomeandhousehold

finances,"38.3%;"Myworkorjob-hunting,"36.9%;and"Myfamily'shealth,"30.7%.Morethan

10%(11.6%)oftherespondentschose"nothinginparticular."
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Byage,genderidentity,cis/trans,andsexualorientation,thefiveitemsnotedabovegenerally

appearedatthetopofthelist.Byage,themostcommonresponseamongthoseaged18-19was

"nothinginparticular"(39.7%),followedby"myromanticloveandmarriage"(31.0%),andamong

thoseaged20-29,"myromanticloveandmarriage"(35.7%)wasthefourthmostcommon

response.Bysexualorientation,"myromanticloveandmarriage"wasalsothefifthmostpopular

response(36.0%)among"homosexual/bisexual"respondents.Wealsofindthatahigherpercentage

ofthoseaged30-39and40-49selected"child(ren)'seducation"(37.2%and38.3%,respectively).

[Transgender]respondentswerealsoshowntobemuchmorelikelytoselect"myhealth"(71.9%)

and"myworkorjob-hunting"(78.1%).Ontheotherhand,thepercentageofthosewhoselected

"nothinginparticular"concerningproblemsordifficultiestendedtobelowestinthe40-49age

group.Norespondentsselectedthisoptionamongthosewho"donotidentifyasamanora

woman"orwhoare[transgender].Bysexualorientation,thepercentageselecting"nothingin

particular"among"homosexual/bisexual"and"asexual"respondentswereabouthalfofthatamong

"heterosexual"respondents.
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(2)ExperiencesofOffensiveJokes,Teasing,orViolentBehaviorfromElementarythroughHigh

School

Fromelementarythroughhighschool,58.0%hadexperienced"offensivejokesandteasing,"

and19.8%hadexperienced"violentacts"fromfriendsandclassmates.Offensivejokesandteasing

suchas"homo,""fag,""dyke,"and"tranny"wereexperiencedby6.9%oftherespondents,and

violencerelatedtothesematterswasexperiencedby1.5%.Inrelationtoethnicity,race,or

nationality,2.6%ofrespondentsexperiencedoffensivejokesandteasingand0.7%violentacts.

Whentheseexperienceswerebrokendownbyself-identifiedgender,cis/trans,andsexual

orientation,thelargestpercentageofrespondentsineachcategoryexperienced"offensivejokesand

teasing,"andthesmallestpercentageexperienced"violentactsinvolvingethnicity,race,or

nationality,"showingadecreaseofreportedexperiencebytheorderlistedfrom(1)to(6).By

self-identifiedgender,respondentswho"donotidentifyasamanorawoman"weremuchmore

likelythan[men]or[women]tohaveexperiencedanyoftheitems.Also,[women]respondents

tendedtobeslightlylesslikelytoreporthavingexperiencedanyoftheitemslisted.Bycis/trans,

[transgender]respondentsweremuchmorelikelythan[cisgender]respondentstohaveexperienced

anyoftheitems,with84.4%havingexperienced"offensivejokesandteasing,"43.8%"violent

acts,"34.4%"homo,""fag,"andotheroffensivejokesandteasing,and9.4%violentactsrelatedto

thesematters.Bysexualorientation,more"homosexual/bisexual"and"asexual"respondentsas

wellasthosewho"don'twanttodecide,haven'tdecided"reportedsuchexperiencesthan

"heterosexual"respondents.Offensivejokesandteasingoverall,aswellasthoserelatedto"homo,"

―135―

58.0 

19.8 

6.9 

1.5 

2.6 

0.7 

41.1 

79.1 

92.1 

97.4 

96.4 

98.3 

0.8 

1.1 

1.0 

1.1 

1.0 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(1) Offensive jokes and teasing

(2) Violent acts

(3) Offensive jokes and teasing involving terms such as
homo, fag, dyke, and tranny

(4) Violent acts involving terms such as homo fag, dyke, and
tranny

(5) Offensive jokes and teasing involving ethnicity, race, or
nationality

(6) Violent acts involving ethnicity, race, or nationality

Yes No N/A

Figure17Experiencesofoffensivejokesandteasing,orviolentactsfromelementarythroughhigh

school[n=5,339]



"fag,""dyke,"and"tranny"wereexperiencedmostfrequentlyby"homosexual/bisexual"

respondents(81.6%and25.4%,respectively),while"violentacts"wasexperiencedmostfrequently

by"asexual"respondents(34.7%).Both"offensivejokesandteasing"and"violentacts"involving

ethnicity,race,ornationalitywereexperiencedmoreoftenbythosewho"donotidentifyasaman

orawoman,"[transgender]respondents,andnon-heterosexualrespondentsthanbyallother

groups.

(3)ExperiencesofOffensiveJokesandTeasingorViolentActsinAdulthood

Eveninadulthood,30.4%hadexperienced"offensivejokesandteasing"fromthosecloseto

them,and8.7%hadexperienced"violentacts."1.9%hadexperiencedoffensivejokesandteasing

involvingtermssuchas"homo,""fag,""dyke,"and"tranny,"and0.4%,violencerelatedtothese

matters.Regardingethnicity,race,ornationality,2.7% hadexperiencedoffensivejokesand

teasing,and0.7%hadexperiencedviolentacts.
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Consideringtheseexperiencesbyself-identifiedgender,cis/trans,andsexualorientation,the

largestpercentageofrespondentsofalmostallgroupshadexperienced"offensivejokesand

teasing,"andthesmallestpercentage"violentactsinvolvingethnicity,race,ornationality,"

showingadecreaseintheorderoftheitemslistedfrom(1)to(6).Byself-identifiedgender,while

thereisvirtuallynodifferenceinresponsestothethreeitemsofviolentacts,morerespondentswho

"donotidentifyasamanorawoman"reportedhavinghadexperiencesinallitemsthan[men]or

[women].Thereiseitherlittledifferencebetween[men]and[women]orfewer[women]having

experiencedanyoftheseitems.[Transgender]respondentsweremorelikelythan[cisgender]

respondentstohaveexperiencedmostitems,with50.0%ofthemreportinghavingexperienced

"offensivejokesandteasing."Bysexualorientation,"homosexual/bisexual"and"asexual"

respondentsaswellasthosewho"don'twanttodecide,haven'tdecided"generallyexperienced

moreoftheseitemsthan"heterosexual"respondents.Amongthevariousitems,"asexual"

respondentsshowedthehighestpercentageofhavingexperienced"offensivejokesandteasing"at

55.1%,while"homosexual/bisexual"respondentsshowedthehighestpercentagefortheother

items,especially"violentacts"andoffensivejokessuchas"homo"and"fag,"at14.9%forboth.

Both"offensivejokesandteasing"and"violentacts"relatedtoethnicity,race,ornationalitywere

experiencedbyhigherpercentageofthosewho"donotidentifyasamanorawoman,"

[transgender]respondents,andnon-heterosexualrespondentsexceptfor"asexual"respondents,

thanbytheothergroups.

Experiencesofoffensivejokesandteasing,aswellasviolentacts,weregenerallyless

commoninadulthoodthaninelementarythroughhighschool,buttherewaslittledifference

betweenthetworegardingethnicandracialmatters.
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(4)MentalStateinthePastMonth(K6score)

Thefollowingsixitemswereaskedtoinquireaboutrespondents'mentalstateinthepast

month:"Didyoufeelnervous?","Didyoufeelhopeless?""Didyoufeelrestlessorfidgety?""Did

youfeelsodepressedthatnothingcouldcheeryouup?""Didyoufeelthateverythingwasan

effort?"and"Didyoufeelworthless?".Theanswertoeachofthesixitemswasscoredasfollows:

0pointsfor"noneofthetime,"1pointfor"alittleofthetime,"2pointsfor"someofthetime,"

3pointsfor"mostofthetime,"and4pointsfor"allofthetime."Thenthescoresofallsixitems

wereaddedtogether(K6score6)).Theresultingscoreswerethendividedintothefollowing
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categories.0to4,5to9,10to12,and13orhigher.Figure21showsthepercentageofrespondents

foreachscorecategory.

Overall,62.0%ofrespondentsscored0-4,22.8%scored5-9,6.9%scored10-12,and7.6%

scored13andabove.Byage,thepercentageofrespondentswhoseK6scorewas5orabove

(indicatedby[]aftereachcategoryinFigures21and22),whichisconsideredasindicating"the

possibilityofhavingpsychologicalstress,"wasinthe40%rangeforthoseintheir20sto40s,

whichtendedtobehigherthanthoseaged18-19andthoseaged50andabove.Thepercentageof

respondentswithaK6scoreof5orhigherwas75.0%forthosewho"donotidentifyasamanor

awoman"comparedto34.4% for[men]and39.5% for[women],71.9% for[transgender]

respondentscomparedto37.3%for[cisgender]respondents,36.4%for"heterosexual"respondents

comparedto50.0%for"homosexual/bisexual"respondentsand53.1%for"asexual"respondents

Thus,thepercentageofthosewithK6scoresof5andabovewashigherfor[transgender]

respondents,thosewho"donotidentifyasamanorawoman,""homosexual/bisexual"and

"asexual"respondentsthanfor[cisgender]and"heterosexual"respondents.Thepercentageofthose

whoscored13orhigher,whichisconsideredtoindicate"thepossibilityofexperiencingserious

psychologicaldistress,"was25.0%forthosewho"donotidentifyasamanorawoman"and

[transgender]respondents,andwashigherthanfor[men]or[women]or[cisgender]respondents.

Althoughthedifferencebysexualorientationwassomewhatminor,thepercentageofrespondents

withK6scoresof13andabovewas14.1percentagepointshigheramong"homosexual/bisexual"

respondents(21.1%)thanamong"heterosexual"respondents(7.0%).
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4. PerceptionsofandIdeasaboutFamilyandGender/Sexuality

(1)PresenceofHomosexualPeopleandPeoplewhohaveChangedtheirSex

Thesurveyaskedthefollowingtwoquestionsregardingthepresenceofsexualandgender

minoritiesamongthoseclosetotherespondents:"Arethereanyhomosexualpeopleamongyour

colleaguesatwork(includingformercolleagues),closefriends,relatives,orfamily?""Isthere

anyonewhohaschangedtheirsexoristhinkingofdoingsoamongyourcolleaguesatwork

(includingformercolleagues),closefriends,relatives,orfamily?"(Options:"Yes";"Thereare

peoplewhomightbeso";"Idonotthinkthereareany";and"No")Thepercentageof"yes"

responseswas10.9%forhomosexualpeopleand4.7%forpeoplewhohavechangedtheirsex.

Withrespecttothepresenceofhomosexualpeople,thepercentageofrespondentsaged18-19

through40swhosaid"yes"wasinthe10%range(18.0%ofthoseintheir20s,15.8%ofthosein

their30s,11.5%ofthoseintheir40s,and10.3%ofthoseaged18-19),comparedto7.5%ofthose

intheir50sand5.1%ofthoseintheir60s.Byself-identifiedgender,bycis/trans,andbysexual
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orientationidentity,thosemostlikelytothink"thereare"homosexualpeoplearoundthemwere

thosewho"donotidentifyasamanorawoman"(25.0%),[transgender]respondents(21.9%),

"homosexual/bisexual"respondents(33.3%),andrespondentswho"don'twanttodecide,haven't

decided"(20.1%).
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Withrespecttopeoplewhohavechangedtheirsexorarethinkingofdoingso,thepercentage

responding"yes"and"Therearepeoplewhomightbeso"waslowerthanthatforhomosexual

people.Evenamongthoseintheir20sand30s,wherethepercentagewasrelativelyhigh,itwas

onlyaround7%.Byself-identifiedgender,cis/trans,andsexualorientationidentity,itwas20.8%

forrespondentswho"donotidentifyasamanorawoman",21.9%for[transgender]respondents,

and12.3% for"homosexual/bisexual"respondents.Thesepercentageswererelativelyhigh

comparedto[men],[women],or[cisgender]respondentsbutremainedinthe20%range.The

percentageofrespondentswhosaid"no"or"Idonotthinkthereareany"(indicatedby[]after

eachcategoryinFigures25and26)was66.7%forthosewho"donotidentifyasamanora

woman"and68.8%for[transgender]respondents.Thus,twooutofthreerespondentswhodonot

fitintothegenderbinaryframeworkorwhoare[transgender]arelikelytobeinanenvironment

withoutbeingawareofanyoneinthesamesituationasthemselves.
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(2)AttitudesTowardHomosexualPeopleandPeoplewhohaveChangedtheirSex

Therespondentswereaskedhowtheywouldfeelifcolleaguesatwork,theirchildren,orclose

friendswerehomosexualoriftheywereoneswhohadchangedtheirsex.Theyweregivenfour

options:"notunpleasant,""notsounpleasant,""somewhatunpleasant,"and"unpleasant."Overall,

14.1%saidtheywouldfeel"unpleasant"or"somewhatunpleasant"iftheircolleaguesatworkwere

homosexual,and13.3%saidthesamethingiftheircolleaguesatworkwerepeoplewhohave

changedtheirsex(indicatedinbrackets[]aftereachcategoryinFigure27).Incaseswhereclose

friendswerehomosexualorpeoplewhohadchangedtheirsex,thefigureswere19.9%and18.9%,

respectively.Thus,lessthan20%ofrespondentsexpressnegativefeelingsifcolleaguesatworkor

friendsareasexualand/orgenderminority.Ontheotherhand,nearlyhalf(47.8%and47.2%)said

theywouldfeel"unpleasant"or"somewhatunpleasant"iftheirchildrenwerehomosexualor

peoplewhohavechangedtheirsex.
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5. ViewsandPerceptionsofInitiativesand/orIssuesRelatedtoGender/SexualDiversity

(1)ViewsofInitiativesRelatedtoFamilyandGender/SexualDiversity

Regardinginstitutionsandinitiativesrelatedtofamilyandgender/sexualdiversity,the

respondentswerepresentedwithsevenideasandaskedtochoosefrom fouroptions:"for,"

"somewhatfor,""somewhatagainst,"and"against."Thepercentageofrespondentswhoanswered

"for"or"somewhatfor"toeachofthesevenideas(hereafterreferredtoas"agreedwith"or"in

favorof")wasover75%,indicatingthatthreeoutoffourrespondentsagreedwiththoseideas.The

highestpercentageofrespondentsagreedwiththeideaof"establishinglawsandordinancessothat

homosexualpeopleandthosewhohavechangedtheirsexcanbetreatedequitablywithout

discriminationatwork,inschools,andinthelocalcommunity"(92.0%),followedby"educational

activitiesonthediversityofgenderandsexualityatwork,inschools,andinthelocalcommunity"

(89.9%).Morethan85%ofrespondentswereinfavorof"teachingabouthomosexualityasa

sexualityandaboutpeoplewhohopetochangetheirsexincompulsoryeducation"(87.8%)and"a

legalinstitutionwheresame-sexcouplescanraiseadoptedorfosterchildrenwhomtheirparents

cannotraise"(86.3%).Over80%ofrespondentswereinfavorof"alegalinstitutionwherecouples

canlegallygetmarriedeventhoughthesurnameofthewifeandthesurnameofthehusbandare

notthesame(aselectiveseparatesurnamesystem)"(83.9%)and"alegalinstitutionwhere

same-sexcouples(twomenortwowomenasacouple)canlegallygetmarried"(83.3%).The

percentageofrespondentsinfavorof"alegalinstitutionwheretwowomencanhavechildren
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Figure27Howwouldonefeelifsomeoneclosetoonewereahomosexualpersonorapersonwho

hadchangedtheirsex[n=5,339]



togetherasacouplethroughassistedreproductivetechnology"(78.9%)waslowerthantheother

items,butstill,around80%agreedwiththestatement.

(2)PerceptionsofPartnershipSystems

Tofindouttheextenttowhichrespondentswereawareofmunicipalinitiativesonfamilyand

gender/sexualdiversity,thesurveyaskedwhetherthemunicipalitywheretherespondentslivehas

apartnershipsystem.Theoverallpercentageofrespondentswhoselectedtheresponse"Iamnot

sureifitdoes"was82.6%,indicatingagenerallylowawarenessofpartnershipsystem.Thereare

nobigdifferencesbyage,withthoseaged18-19inthe70%range(78.4%)andthoseintheir20s

andolderinthe80%range(81.7%-83.5%)selectingthisanswer.Byself-identifiedgender,the

figurewas58.3%ofthosewho"donotidentifyasamanorawoman,"lowerthan83.5%of[men]

and82.2%of[women].Similarly,bycis/trans,itwas82.8%for[cisgender]respondentscompared

to59.4%for[transgender]respondents.Bysexualorientationidentity,thelowestpercentagewas

64.0%for"homosexual/bisexual"respondents;thefigureswerearound80%for"heterosexual"

respondentsandthosewho"donotunderstandthequestion"(83.8%and85.1%respectively),and

around70%for"asexual"respondentsandthosewho"don'twanttodecide,haven'tdecided"
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(75.5%and71.6%respectively).Eventhoughthedetailsvaryfrommunicipalitytomunicipality,

mostpartnershipsystemstargetsame-sexcouples.However,60% of"homosexual/bisexual"

respondentssaidtheywerenotsurewhetherornottheirmunicipalityhadapartnershipsystem.In

futureanalyses,weplantotakeintoaccounttheactualstatusofthepartnershipsysteminthe

respondents'placesofresidenceatthetimeofthesurvey.
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Appendix:SurveyMethodology

SamplingtheTargetRespondents

Forthissurvey,thetargetpopulationwasthoseaged18-69residinginJapan.Atotalof

18,000peopleaged18-69,includingforeignnationals,registeredintheBasicResidentRegisters

asof1January2022werechosenasrespondentsforthesurvey.Residentsof360basicunitareas

wereselectedbyastratifiedtwo-stagerandomsamplingmethodfromthebasicunitareasforthe

2020CensusconductedbytheStatisticsBureauoftheMinistryofInternalAffairsand

Communications.Thewholecountryisdividedinto11regionalblocks(Hokkaido,Tohoku,North

Kanto,SouthKanto,Hokushinetsu,Tokai,Kinki,Chugoku,Shikoku,NorthKyushu,South

Kyushu)andfivemunicipalcategories(largecities,citieswithapopulationof200000ormore,

citieswithapopulationof100,000to200,000,citieswithapopulationoflessthan100,000,and

townsandvillages).Threehundredsixtysurveypointswereallocatedaccordingtothepopulation

sizeofeachregionalblockandmunicipalitytype,and50personswereselectedatequalintervals

fromtheBasicResidentRegisterateachsurveypoint.ThesamplingwascarriedoutbyGeneral

IncorporatedAssociationShinJohoCenterinNovemberandDecember2022.
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Thedistributionsofthetargetrespondents(samples)byman/woman,regionalblock,andage

areshowninAppendixTable1.

AppendixTable1Distributionoftargetrespondentsbyage,andregionalblock7)
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Man

Regionalblocks 18-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 Total

Hokkaido 12 50 57 77 84 73 353

Tohoku 15 95 101 146 125 95 577

NorthKanto 11 84 81 115 118 96 505

SouthKanto 83 504 565 646 692 434 2,924

Hokushinetsu 10 65 91 131 133 91 521

Tokai 40 143 212 289 247 200 1,131

Kinki 40 207 249 317 331 249 1,393

Chugoku 17 69 95 123 114 97 515

Shikoku 8 19 48 56 52 26 209

NorthKyusyu 17 85 123 153 120 131 629

SouthKyusyu 13 67 76 99 84 98 437

Total 266 1,388 1,698 2,152 2,100 1,590 9,194

Woman

Regionalblocks 18-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 Total

Hokkaido 11 42 63 90 69 72 347

Tohoku 20 82 107 139 142 133 623

NorthKanto 16 62 80 83 107 97 445

SouthKanto 69 475 454 565 678 435 2,676

Hokushinetsu 7 68 94 127 90 93 479

Tokai 24 151 175 233 221 215 1,019

Kinki 37 218 229 331 365 277 1,457

Chugoku 19 65 65 103 135 98 485

Shikoku 8 28 41 59 52 53 241

NorthKyusyu 20 80 105 156 137 123 621

SouthKyusyu 17 58 64 101 98 75 413

Total 248 1,329 1,477 1,987 2,094 1,671 8,806



AppendixTable2showstherate(apercentageinthousands)ofthetargetrespondents

sampledfromthepopulationregisteredintheBasicResidentRegistersasof1January2022.

Althoughvariationsarelikelytooccurinregionsoragegroupsinwhichthenumberofpeopleto

besampledissmall,itisgenerallywithintherangeof0.20-0.26‰,anditcanbesaidthatthetarget

respondentssampledaregenerallyunbiasedfromtheexpectedpopulationgroup.

AppendixTable2Samplingratebyman/woman,age,andregionalblock(・)
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Man

Regionalblocks 18-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 Total

Hokkaido 0.27 0.22 0.21 0.22 0.25 0.22 0.22

Tohoku 0.20 0.25 0.22 0.25 0.22 0.16 0.22

NorthKanto 0.17 0.24 0.21 0.23 0.25 0.22 0.23

SouthKanto 0.24 0.23 0.24 0.22 0.24 0.21 0.23

Hokushinetsu 0.15 0.19 0.25 0.26 0.28 0.20 0.24

Tokai 0.28 0.18 0.24 0.26 0.23 0.23 0.23

Kinki 0.20 0.19 0.22 0.22 0.23 0.22 0.22

Chugoku 0.25 0.20 0.25 0.25 0.25 0.22 0.24

Shikoku 0.25 0.12 0.26 0.22 0.22 0.11 0.19

NorthKyusyu 0.22 0.21 0.27 0.27 0.24 0.25 0.25

SouthKyusyu 0.25 0.26 0.24 0.26 0.24 0.24 0.25

Total 0.23 0.21 0.24 0.24 0.24 0.21 0.23

Woman

Regionalblocks 18-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 Total

Hokkaido 0.26 0.19 0.24 0.25 0.19 0.19 0.21

Tohoku 0.28 0.24 0.25 0.25 0.26 0.21 0.24

NorthKanto 0.26 0.21 0.23 0.18 0.24 0.22 0.22

SouthKanto 0.21 0.23 0.20 0.20 0.26 0.22 0.22

Hokushinetsu 0.12 0.22 0.27 0.27 0.19 0.20 0.22

Tokai 0.18 0.21 0.22 0.23 0.22 0.25 0.22

Kinki 0.19 0.21 0.21 0.23 0.25 0.23 0.22

Chugoku 0.30 0.20 0.18 0.21 0.29 0.21 0.23

Shikoku 0.27 0.18 0.23 0.24 0.22 0.21 0.22

NorthKyusyu 0.26 0.20 0.23 0.27 0.25 0.22 0.24

SouthKyusyu 0.33 0.22 0.20 0.26 0.26 0.18 0.23

Total 0.22 0.22 0.22 0.22 0.24 0.22 0.22

Note:Samplingratesinthousandfractions(‰)

7)Man/womaninthetablesandthetextontheSamplingtheTargetRespondentsandQuestionnaireCollectionsectionsis

basedonsexintheBasicResidentRegisters.



DistributionandCollectionofQuestionnaires

Thesurveywasdistributedandcollectedbypostalmail(withtheoptionofcompletingthe

questionnaireonline).Thequestionnairesweremailedtotargetrespondentson1February2023,

andtherespondentswereaskedtocompletethequestionnaireby21Februaryofthesameyear.

Later,areminderpostcard,whichalsoservedasathank-youcard,wassenttothetarget

respondentson15February2023.Thepostcardstatedthatthedeadlineforresponseswouldbe

extendedto27February(28Februaryonthesurveywebsitepreparedbytheresearchteam).To

accommodatetargetrespondentswhoaremorefamiliarwithalanguageotherthanJapanese,

explanationsofthesurveyandquestionnairesinChinese(traditionalandsimplified),English,

Korean,Portuguese,Vietnamese,andTagalogweremadeavailableonthesurveywebsite.

ThequestionnaireswerecollectedeitherbypostalmailorviatheInternet.Inthecaseofpostal

mail,therespondentwasaskedtosendthecompletedquestionnaireinapostage-paidreturn

envelopeprovidedinthesetofsurveydocuments.InthecaseoftheInternet,therespondentwas

askedtoentertheiranswersinaquestionnaireontheInternetthatcanbeaccessedusingaunique

IDandpasswordsentwiththequestionnaire.Therewardforeachrespondentwasa500-yenQUO

card,whichwassentoutonalaterdateaftertheresponsehadbeenverified.Mailingsurvey

documents,collectingthequestionnaires,andmailingtherewardswerecarriedoutbytheGeneral

IncorporatedAssociationShinJohoCenter.

QuestionnaireCollection

Atotalof5,485questionnaireswerereturnedby15April2023.Ofthereturnedquestion-

naires,146weredeemedinvalid(1wasblank,10wereextremelypoorlycompleted,131were

consideredtohavebeenansweredbysomeoneotherthanthetargetrespondent,and4were

duplicatequestionnairessentbothbypostandviatheInternet).Theexclusionoftheseinvalid

questionnairesyielded5,339validreturnedquestionnaires.Ofthevalidreturnedquestionnaires,

3,126(58.6%)werereturnedbymailand2,213(41.4%)bytheInternet.142questionnaireswere

returnedtotheShinJohoCenterwithoutbeingdeliveredastheaddresseswereunknowndueto

relocationorotherreasons,and3caseswereexcludedfrom thetargetrespondentsastheir

inclusionhadresultedfromanerrormadeduringthesamplingprocess.

Thevalidresponserate,whichistheratioofvalidreturnedquestionnairestothe17,855target

respondentstowhomquestionnaireswereexpectedtohavebeendelivered,is29.9%.Appendix

Table3showsthevalidresponseratebyman/woman,age,andregionalblock.Thetableshows

thatthevalidresponseratewashigherforwomenthanformen.Amongmen,therewerelower

ratesforthoseaged18-19and20-29andhigherratesforthoseaged60-69,whereasamongwomen,

itwashigherforthoseaged30-39and40-49.Forexample,thehighestrateswerefoundamong

womenaged30-39(38.2%),followedbywomenaged40-49(36.9%),whilethelowestratewas

foundamongmenaged18-19(18.4%).
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AppendixTable3Validresponseratebyman/woman,age,andregionalblock(%)
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Man

Regionalblocks 18-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 Total

Hokkaido 33.3 18.0 19.8 31.2 28.6 28.8 28.0

Tohoku 13.3 18.9 26.7 29.5 34.4 37.9 29.3

NorthKanto 18.2 22.6 25.9 21.7 21.2 38.5 25.5

SouthKanto 18.1 19.0 24.8 22.6 25.4 33.9 24.6

Hokushinetsu 10.0 18.5 31.9 23.7 30.1 34.1 27.6

Tokai 20.0 21.0 26.4 26.6 28.7 29.0 26.5

Kinki 17.5 21.3 24.5 21.1 24.5 29.7 24.0

Chugoku 11.8 14.5 29.5 17.1 18.4 37.1 22.9

Shikoku 25.0 21.1 31.3 33.9 28.8 46.2 32.1

NorthKyusyu 29.4 16.5 26.0 22.9 25.0 26.7 24.0

SouthKyusyu 7.7 19.4 13.2 25.3 26.2 32.7 23.6

Total 18.4 19.4 25.7 23.8 26.1 32.6 25.4

Woman

Regionalblocks 18-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 Total

Hokkaido 27.3 38.1 33.3 36.7 37.7 31.9 35.2

Tohoku 45.0 26.8 33.6 38.1 38.7 36.1 35.8

NorthKanto 37.5 32.3 37.5 37.3 31.8 28.9 33.5

SouthKanto 27.5 28.8 39.6 35.4 31.4 28.7 32.7

Hokushinetsu 14.3 33.8 43.6 44.9 32.2 39.8 39.2

Tokai 45.8 40.4 40.0 40.3 33.0 36.3 38.0

Kinki 21.6 29.8 31.9 33.8 30.4 35.7 32.1

Chugoku 21.1 36.9 50.8 40.8 33.3 26.5 35.9

Shikoku 25.0 42.9 29.3 30.5 23.1 41.5 32.4

NorthKyusyu 20.0 33.8 35.2 36.5 29.9 32.5 33.2

SouthKyusyu 11.8 17.2 48.4 35.6 27.6 28.0 30.8

Total 27.8 31.4 38.2 36.9 31.8 32.7 34.0

Note:Validresponseratesareshownaspercentages(%).Thedenominatoristhenumberoftargetrespondentstowhom
thequestionnaireisconsideredtohavebeendelivered(17,855),andthenumeratoristhenumberofvalidreturned
questionnaires.Notethattheageofthetargetrespondentsistheageontheresidentregister,whichmaydifferfromthe
ageenteredbytherespondentinthequestionnaireduetothetimingoftheactualsurvey.Nineofthevalidlycollected
questionnaireswerenotincludedinthefiguresinthistable,astheageontheresidentregistercouldnotbeidentified.



DistributionofAge,Self-identifiedGender,Cisgender/Transgender,andSexualOrientation

Identity

Thenumberofpersons(n)ineachcategory(age,self-identifiedgender,cisgender/

transgender,andsexualorientationidentity)usedfortabulationinthisSummaryReportisshown

inAppendixTable4.

AppendixTable4Numberofrespondentsbyage,byself-identifiedgender,bycisgender/transgender,

andbysexualorientationidentity
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Age n Self-identifiedgender n Cis/trans n Sexualorientationidentity n

18-19 116Man 2,304Cisgender 5,267Heterosexual 4,218

20-29 687Woman 2,971Transgender 32Homosexual/Bisexual 114

30-39 995
Donotidentifyasaman
orawoman

24N/A 40Asexual 49

40-49 1,241N/A 40
Don'twanttodecide,
haven'tdecided

299

50-59 1,221
Donotunderstand
thequestion

603

60-70 1,077 N/A 56

N/A 2

Total 5,339Total 5,339Total 5,339Total 5,339
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福本 拓 著

『大阪のエスニック・バイタリティ 近現代・在日朝鮮人の社会地理』

京都大学学術出版会， 2022年3月,224ページ

大変な熱量を持つ本だ．読後，まっさきに私の頭に思い浮かんだのはこの言葉だった．文章自体は

むしろ淡々としており，分析結果を基に冷静な記述をしているのであるが，多彩な一次資料の分析結

果である数字の隙間（文章ならば“行間”なのだが，数字の場合には適切な言葉がないため，ここで

はこのように表現しておく）からは，人々の思いや時代のエネルギー，そして著者の熱意が伝わって

くるのである．

本書は，大阪における在日朝鮮人の集住地区について，その過去約100年にわたる空間的形態の歴

史的変遷を，主にそこに居住する人々の就業と居住という視点から質的／量的に分析した学術書であ

る．ちなみに，タイトルにある「エスニック・バイタリティ」という言葉は著者の造語である．エス

ニック集団が居住し，エスニック・ネットワークを活用しながら経済活動が行われる場は「都市とい

う生命にとって不可欠（vital）な性質を有する」「多様性を胎胚する空間」（p.6）であり，それが持

つ多様性と常なる変化が都市の魅力となり，都市を発展させる，というのが，本書に通底する著者の

まなざしである．

評者が考える本書の魅力については後に述べるとして，まずは本書の構成と概要についてまとめよ

う．本書は第Ⅰ章～第Ⅸ章で構成されている．第Ⅰ章・第Ⅱ章では研究の視点，課題，意義等が丁寧

に述べられている．第Ⅲ章では国勢調査小地域データを用いた東京と大阪の集住傾向の比較，第Ⅳ章

以降は大阪を対象とした詳細な地域分析で，1920～50年代（第Ⅳ章），1950～80年代（第Ⅴ章），1980

年代以降（第Ⅵ章）の大きく3つの時代に分けて，「在日韓国人名録」や「大阪府警察統計書」，土地

の登記簿などの一次資料のほか，国勢調査や住宅地図なども用いながら，集住地区の人々の居住，就

業状態，不動産取引の状況などを明らかにし，社会的差別も強かった当時の厳しい社会経済的状況を

背景とした在日朝鮮人のエスニック経済の特性と集住傾向の変化を論じている．第Ⅶ章では，バブル

期以降の花街の衰退とそれに代わる韓国クラブ街の形成について，土地登記簿や関係者に対する聞き

取り調査などから，金融資本の土地への転化プロセスとオールドカマーとニューカマーのつながりを

鮮やかに描き出す．第Ⅷ章では，2000年代以降の韓流ブームを背景とした文化消費的側面からコリア

タウンの観光客という新たなアクターに焦点を当て，多文化共生や異文化交流などの社会的価値の向

上に向けた将来の課題について論じる．第Ⅸ章はまとめの章であり，前章までの内容を振り返るとと

もに，デヴィッド・ハーヴェイによる資本の空間的回避という概念を用いて，在日朝鮮人の空間的集

中の存続を説明し，未来を展望する内容となっている．

本書の最も大きな特徴としては，多彩なデータを用い，多様な分析を行っていることである．先述

したもののほか，「在大阪朝鮮人各種事業者名簿録」「在日韓国人企業名鑑」「在日韓国人会社名鑑」

「大阪府下新地組合組合員名簿」などの資料に加え，地域の関係者，不動産業者，来街者などに対し

て聞き取り調査を行い，独自データに基づく質的分析と量的分析を行き来しながら，考察を深めてい

く． 量的な分析手法としては， 集中度合を空間的な関係から把握できる GeneralSpatial

Segregationindex(GD係数)や空間的自己相関を評価できるローカル・モラン統計量，期待される
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平均距離に対する観測された平均距離の比率である最近隣測度などの空間分析の手法だけでなく，オッ

ズ比や特化係数といった様々な分野で用いられる汎用性の高い指標など多様な手法を駆使しており，

大変興味深い．

評者が感じた本書の最も大きな魅力は，量的分析であっても，そこから浮かび上がってくる当時の

人々の生活実態が真に迫って感じられることである．なぜ，本書はこんなにある種の迫力と熱量を持

つのか．それはおそらく，著者は集住地区を都市の本質に結びつく2つの側面，すなわち「（空間的

な）広がりとしての都市」「交わり（人・モノ・資本の流動ネットワークの結節点）としての都市」

の双方に関わる空間であると捉えており，どのような分析結果の解釈においても，この2つの視点が

常に意識されているからだと思う．空間には常に人の活動があり，そして人の活動が空間を変容させ

ていく．著者の柔軟で俯瞰的な都市に対する視点が，ともすれば機械的になりがちな分析結果の記述

に命を吹き込むことにつながっており，それが総体的な本書の魅力になっている．

最後に，本書でもう少し取り上げて欲しかった点について2つ触れておきたい．一つ目は「世代」

という視点である．終戦後まもなく定住を開始し事業を始めたオールドカマーの一世は，おそらく

1910～20年代に生まれた世代であろう．すると彼らの子世代，すなわち二世の多くは1940年代後半生

まれの団塊の世代，そして三世は1970年代半ばの団塊ジュニア世代が多いと想定される．日本におけ

る1970年代は急激に大学進学率が上昇しただけでなく，恋愛結婚の割合が見合い結婚を大きく上回る

ようになったり，合計特殊出生率が人口置換水準を下回るようになったり，病院での死亡数が自宅の

それを上回るようになったりするなど，ライフスタイルや社会全体の価値観が大きく変化した時代で

ある．このような時代の変化の中で，二世は自らのアイデンティティをどう考え，家業の継承や居住

地選択，そして帰化といった重大な決断をしていくようになったのだろうか．「世代」という視点を

入れることによって，分析はさらに深みと迫力を増すだろう．

二つ目は，観光地化したエスニック空間における資本と空間変容の相互関係に対するさらなる分析

である．第Ⅷ章はそれまでの分析と比較するとやや迫力に欠けた．観光地化したエスニック空間では

不動産所有者たるオールドカマー，店舗事業者たるニューカマー，さらにはそこで出稼ぎ的に働く一

時的な滞在者がおり，エスニック空間における活動形態や関与の仕方は様々であろう．そうした多様

な主体によるエスニック資本の蓄積が，今後，空間変容にどのような影響を及ぼしていくのかという

点についての分析や展望がもう少し欲しかった．

評者は常日頃，統計データの分析にあたっては「数字の奥には現実世界がある」ことを肝に銘じて

いる．1人の誕生や死は単なる「出生数1」「死亡数1」ではなく，様々な人々の関わりや感情があ

る．本書はまさにそのことの大切さを再認識させてくれると同時に，研究の奥深さ，面白さも改めて

教えてくれた力作である．都市社会地理学や経済地理学に関心がある研究者だけでなく，都市の多様

性や地域共生社会に関心があるまちづくり関係者や自治体職員にも本書を強くお薦めしたい．なぜ活

力あるエスニックタウンでは行政の関与が大きくないのか，そして多様性とは何かについても深く考

えさせられるだろう． （藤井 多希子）
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研究活動報告

第82回日本公衆衛生学会総会

2023年10月31日（火）～11月2日（木）の3日間，つくば国際会議場で，第82回日本公衆衛生学会

総会が開催された．学会長は筑波大学 田宮菜奈子教授であり，疫学・保健医療情報から感染症，国

際保健など，多くの分野にまたがる1,438の一般演題やシンポジウム，講演などが行われた．また，

2日目の最後には，その日のために研鑽を積んだ学会員も参加して，ベートーベン交響曲第九番の特

別演奏会も行われた．

筆者はこの学会は初参加であったが，「原死因・複合死因からみた日本における死因簡単分類－

ICD-11適用に向けて」と題する示説報告を行った．隣には高度認知症患者の死因に関する報告もあ

り，老衰死亡に関する議論も行われ，疾病・死亡に関わる多くの研究者と，有意義な研究交流を行う

ことができた． （林 玲子 記）

NCTS分野横断的二日間ワークショップ：人口ダイナミクスと関連トピックス

NCTS分野横断的二日間ワークショップ：人口ダイナミクスと関連トピックス（2023NCTS

InterdisciplinaryTwo-DayWorkshop:PopulationDynamicsandRelatedTopics）は，2023年11

月13日から14日まで國立台湾大学で開催された，人口動態の数理モデリングと関連した応用数学に関

する国際学術集会である．研究集会のタイトルにあるように，人口動態に関する研究が中心であるが，

COVID-19などの影響もあり感染症の数理ややそれに関連した数学の話も多かった．数学者が殆どで

あったが，中には数学とは無縁の分子生物学者も講演しており，まさに学際的な様相を呈していた．

著者は多地域レスリー行列モデルを用いて2020年の国勢調査のデータから，日本国内と国際移動が与

える人口増加率への影響を数理的面からの分析結果を報告した．台湾は半導体景気が続いており，自

然科学分野における学術会議などが活発に行われている印象を受けた． （大泉 嶺 記）

国連ESCAP第７回アジア太平洋人口会議

国連アジア太平洋人口会議は，1963年に第1回がインド・ニューデリーで開催されて以降，ほぼ10

年ごとに第2回が日本・東京（1972年），第3回がスリランカ・コロンボ（1982年），第4回がインド

ネシア・バリ（1992年）で開催されてきた．第5回（2002年）以降はタイ・バンコク国連ESCAP

（アジア太平洋経済社会委員会）会議場で開催されており，筆者は前回の第6回（2013年）に続き，

2023年11月15日（水）から17日（金）にかけて開催された第7回会議に参加した．

前回までは，事前の準備会議と本会議がそれぞれバンコクにて対面で行われたが，今回の事前会合

は，オンライン会議方式が浸透し，CSO（市民社会組織）を中心としたステークホールダー会議と

称される，民間関係者の会議が4回程度頻繁に行われた．本会議は各国代表団，国際機関やCSOの

ステートメントが行われ，最初のスピーカーは日本の上川陽子外務大臣（ビデオメッセージ）であっ

た．その後，a.人口変動と持続可能な開発および気候変動，b.性と生殖に関する健康を含む健康と生
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殖に関する権利，c.格差と社会的排除および人権，d.パートナーシップと地域協力，という4つのテー

マを軸に，パネルディカッションや質疑応答が行われた．前回のような大会宣言文書はなかったが，

座長報告が議論の末採択された．

会期中には，昼食時間などを使って同じ会場で合計12のサイドイベントが行われた．サイドイベン

トは政府，国際機関，CSOなど様々な主催・共催により行われ，本会議では取り上げられない，

LGBTIQ+に関するものや，中国の1994年カイロ国際人口開発会議からの人口動向に関するもの，ア

ジア太平洋地域における人口登録と動態統計（CRVS）に関するものなど，様々なテーマが取り上げ

られた．筆者はアジア人口学会が主催する「アジア太平洋地域人口の変化する現実:ポストコロナ時

代の出生率の低下と高齢化」と題するサイドイベントを企画し司会を務めた．

ロシアによるウクライナ侵攻，ガザでの武力衝突が続く中，それらの関係国を含むこの会議では，

合意文書の作成が困難を極めたが，少子高齢化，格差，気候変動といった課題はどの国においても共

通に認識されていた．特に10年前の前回会議では，どの国も人口高齢化を訴えていたのに対し，今回

は高齢化はすでに当たり前であり，これから少子化が進むことに危機感を持っている国が多くあり印

象的であった．

本会議に関する情報は， https://www.unescap.org/events/2023/seventh-asian-and-pacific-

population-conferenceに掲載されている． （林 玲子 記）

グローバルヘルス合同大会2023

2023年11月24日（金）から26日（日）にかけて，東京大学本郷キャンパスにて，日本熱帯医学会，

日本国際保健医療学会，日本渡航医学会，国際臨床医学会の4学会合同でグローバルヘルス合同大会

2023が開催された．合同企画セッションやシンポジウム・ワークショップなどが57セッション，一般

演題（口頭・ポスター）が191発表行われ，総勢1,562名が参加し，盛会であった．筆者は日本国際保

健医療学会の大会長をつとめた．

4学会，グローバルヘルスの取り組みはそれぞれ微妙に異なるものの，近年の日本における外国人

の増加に伴い，日本における医療の国際化は，いずれの学会においても関心が高い．最終日には特別

合同企画として，藤井輝夫東大総長と林芳正前外務大臣がプラネタリーヘルスについて講演・対談を

行い，その後安田講堂に集った参加者と共にジョンレノンの「イマジン」を合唱した．

グローバルヘルス合同大会は，グローバルヘルスに関係する学会が集まり，3年に1度開催されて

いるが，当初は日本国際保健医療学会と日本熱帯医学会の2学会であったものが，2017年には日本渡

航医学会を加え3学会，2020年には国際臨床医学会が加わり4学会となり，刻々と拡大してきている．

今後「日本プラネタリーヘルス学会」などが設立されれば，さらに増えていくことであろう．グロー

バルヘルスは，単なる「医療分野の援助」という枠を超え，国境を超える保健人材や移動する人に対

する医療，国境を超える感染症や医療技術など，幅広い領域を対象とするものとなっている．日本国

際保健医療学会の次回大会は，日本熱帯医学会と合同で2024年11月に沖縄・糸満市で開催される予定

である． （林 玲子 記）

2023年人文地理学会大会

2023年人文地理学大会が，11月25日（土）から27日（月）にかけて，法政大学市ヶ谷キャンパスを
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会場として開催された．人口に関する発表は，以下のとおり，26日の「一般研究発表」で4件，ポス

ター発表で1件がなされ，活発な議論が展開された．

［一般研究発表］

山本 悟（山口大学・院）：コロナ禍に於ける地方移住の潮流変化に関する一考察―山口県央地域へ

のテレワーク移住を中心に―

若林芳樹（東京都立大学）：コロナ禍における日本の居住地選好の変化―オンライン調査の結果―

王 子豪（立命館大学・院）：「分散化」する中国系ニューカマーとそのコミュニティ―大阪市中央

区「心斎橋地区」を事例に―

豊田哲也・奥嶋政嗣（徳島大学）：地方圏出身者のUターン移動と相対所得仮説―個人の所得水準

と階層帰属意識による分析―

［ポスター発表］

山神達也（和歌山大学）：コロナ禍の非大都市圏における人口移動の変化―和歌山県の事例―

（久井情在 記）

第７回UNFPA少子高齢化グローバルシンポジウム

2023年11月30日（木）～12月1日（金），韓国・ソウルの日中韓三国協力事務局会議場で，UNFPA

（国連人口基金）と韓国統計庁が主催する第7回UNFPA少子高齢化グローバルシンポジウムが開催

された．2日間，6つのセッションにて，日中韓の少子高齢化の現状や国際的な高齢者の定義，健康

で活動的な高齢化，今後の介護制度とASEAN諸国の視点も交えた医療・介護財政，世代間交流に

ついて報告・議論が行われた．筆者は2日目の「ケア経済と人材」というセッションでアジアにおけ

る保健・介護人材に関わる報告を行った．

前回（第6回）会議はハイブリッド開催で，アジアのみならず，東欧や中南米を含む参加があった

が，今回は対面開催であり，参加者はアジア中心であった．少子高齢化は世界にひろがりつつあり，

同様の会議が継続的に開催されることが期待される． （林 玲子 記）

韓国人口学会2023年後期学術大会

2023年12月2日（土）に韓国人口学会後期学術大会が高麗大学ソウルキャンパスにて開催された．

韓国人口学会では基本的に韓国語による報告が中心であるが，キーノートスピーチや国際セッション

では英語による報告・討論が行われた．本研究所からは林玲子副所長と著者が参加をし，それぞれキー

ノートスピーチと研究報告を行った．著者が行った研究報告のタイトルは次のとおりである．

NozomuINOUE“ImpactofChangesinFamilyandAgeStructureonHouseholdEnergyCon-

sumption.” （井上 希 記）

―158―



『人口問題研究』編集委員

所外編集委員（50音順・敬称略）

江崎 雄治 専修大学文学部

加藤 彰彦 明治大学政治経済学部

黒須 里美 麗澤大学国際学部

小西 祥子 東京大学医学部

佐藤龍三郎 中央大学経済研究所客員研究員

中澤 港 神戸大学大学院保健学研究科

和田 光平 中央大学経済学部

所内編集委員

田辺 国昭 所長

林 玲子 副所長

矢野 正枝 企画部長

是川 夕 国際関係部長

小島 克久 情報調査分析部長

小池 司朗 人口構造研究部長

岩澤 美帆 人口動向研究部長

編集幹事

清水 昌人 企画部室長

大泉 嶺 国際関係部室長

竹内 麻貴 国際関係部室長

布施 香奈 情報調査分析部室長

別府 志海 情報調査分析部室長

釜野さおり 人口動向研究部室長

吉田 航 人口動向研究部研究員

久井 情在 人口構造研究部主任研究官

貴志 匡博 人口構造研究部主任研究官

人 口 問 題 研 究

第80巻第１号
（通巻第328号）

２０２４年３月25日発行

編 集 者
発 行 者 国立社会保障・人口問題研究所

東京都千代田区内幸町２丁目２番３号 〒100�0011

日比谷国際ビル６階

電話番号：東京（03）3595�2984

Ｆ Ａ Ｘ：東京（03）3591�4816

印 刷 者 大和綜合印刷株式会社
東京都千代田区飯田橋１丁目12番11号

電話番号：東京（03）3263�5156

本誌に掲載されている個人名による論文等の内容は，すべて執筆者の個人的見解

であり，国立社会保障・人口問題研究所の見解を示すものではありません．



���� ����	
���

目 次 第80巻第１号（2024年３月刊）

特集Ⅰ：長期的人口減少と大国際人口移動時代における

将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究

特集によせて 小池司朗･ 1～ 2

人口・子育て環境の地域性と出生力 岩澤美帆・鈴木貴士･ 3～ 25

在宅要介護高齢者の介護費用と家族介護の同時決定モデルに

関する研究－「国民生活基礎調査」（2016年）を用いた分析－

小島克久･26～ 45

特集Ⅱ：地方創生に関連した研究（その２）

東京圏の転入超過とコロナ禍 清水昌人･46～ 69

資料

新聞記事で振り返る2023年の人口問題 今井博之･70～ 73

日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）

―令和2（2020）～32（2050）年― 小池司朗・菅桂太･

藤井多希子・小山泰代・貴志匡博・久井情在･

中川雅貴・大泉嶺・井上希・西岡八郎･

江崎雄治・山内昌和・丸山洋平･74～110

地域ブロック内および三大都市圏との人口移動

―都道府県別，年齢別5歳階級別転入率，転出率，転入超過率

（2021年，2022年）― 貴志匡博・清水昌人･111～118

SummaryReportoftheNationalSurveyofFamily,
Gender/Sexuality,andDiversity 釜野さおり･119～153

書評・紹介

福本拓（著） 大阪のエスニック・バイタリティ
（藤井多希子） ･154～155

研究活動報告 ･156～158

………………………………………………

………

………………………………………………………

……………………………

…………………

………

……………………

………………

……………………………………………………

……………………………………………………


